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平成 30～令和 2 年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

総合研究報告書 

 

HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究 

研究代表者：喜多恒和（奈良県総合医療センター周産期母子医療センター長兼産婦人科統括部長） 

 

研究分担者：喜多恒和  奈良県総合医療センター周産期母子医療センター兼産婦人科  

センター長兼統括部長 

   吉野直人  岩手医科大学微生物学講座感染症学・免疫学分野 准教授 

   杉浦 敦  奈良県総合医療センター産婦人科 副部長 

   田中瑞恵  国立国際医療研究センター小児科 医員 

   山田里佳  JA 愛知厚生連海南病院産婦人科 外来部長 

   定月みゆき 国立国際医療研究センター産婦人科 産科医長 

   大津 洋  国立国際医療研究センター臨床疫学研究室 室長 

 

研究要旨： 

 HIV 感染妊娠の早期診断治療と母子感染の回避を目的として、HIV 感染妊婦とその出生児に関す

る全国 1 次調査（産婦人科約 1,150 病院、小児科約 2,250 病院）を 3 年間継続して行い、産婦人科

および小児科の 2 次調査の結果、2019 年末までに転帰が判明したのは前年から 36 例増加し、デー

タベースは 1,106 例となった。分担研究 8 課題において着実な進捗が得られた。すなわち 1)研究計

画の適切な軌道修正し、ホームページ運営により HIV 母子感染に関する最新情報を提供し、HIV

感染に関する妊婦の知識レベルの低さの広域的・経時的に検証し、教育啓発資料の提供による介入

効果を推測した。2)妊娠初期における HIV スクリーニング検査率 100％を岐阜県以外で達成し、新

型コロナウイルス感染症拡大による HIV 母子感染予防対策への影響は回避された。3)HIV 感染妊娠

報告数の減少傾向の兆しがみられ、妊娠中や授乳中の母体の HIV 感染に対する母子感染予防対策の

必要性が示唆された。4)HIV 感染妊婦と出生児の長期フォローアップのためのコホートシステムが

進行している。5)「HIV 母子感染予防対策マニュアル」改訂第 8 版と「HIV 感染妊娠に関する診療

ガイドライン」の改訂第 2 版を刊行した。6)HIV 感染妊娠の診療体制に関する現状調査の解析を行

い、わが国に適切な分娩様式を中心とする診療体制の提案をした。7)HIV や梅毒をはじめとする性

感染症に関して、若者を対象とした教育啓発活動としての A3 折込型リーフレット「クイズでわか

る性と感染症の新ジョーシキ―あなたはどこまで理解しているか！？」を発刊し、妊娠初期妊婦へ

配布し、さらに A6 サイズ小冊子「HIV や梅毒をはじめとする性感染症のすべてが簡単にわかる本」

も発刊した。8)産婦人科・小児科の全国 2 次調査回答のウェブ化とデータベースの IT 化および HIV

感染女性とその児のコホート調査のシステム構築と支援を行った。 

 

A.研究目的 

 HIV 感染の妊娠・出産・予後に関して全国調

査により HIV 感染妊娠例のデータベースを更

新し、わが国における動向を解析する。さらに

HIV 感染女性とその児のコホート研究により、

抗 HIV 治療の長期的影響を検討する。HIV 等の

性感染症と妊娠に関する情報を収載した国民

向けリーフレットや小冊子を作成し、正確な情

報の教育啓発活動の資料とし、それらの有効な

拡散方法を開発する。既刊の「HIV 母子感染予

防対策マニュアル」や「HIV 感染妊娠に関する

診療ガイドライン」の改訂により、わが国独自
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の HIV 感染妊娠の診療体制を整備し均てん化

する。さらに全国調査回答をウェブ化し、デー

タベース管理やコホート研究における IT 支援

を行う。 

 

B.研究方法 

１）HIV 感染妊娠に関する研究の統括と成績の

評価および妊婦の HIV 感染に関する認識度の

実態調査（喜多アンケート分担班）： 

①研究分担者相互による研究計画評価会議や、

研究協力者も加えた研究班全体会議を適時行

い、各研究分担の進捗状況と成績を相互評価し、

年度ごとあるいは年度にまたがる研究計画の

修正を行う。 

②ホームページの継続的運営により研究成果

を公開することで、HIV 感染妊娠に関わる国民

の認識と知識の向上に寄与する。 

③地域や医療レベルの異なる 6 か所の定点施設

および奈良市内 5 か所の有床診療所の妊婦に対

し、HIV 感染に関するアンケート調査を毎年継

続的に実施し、偽陽性に関する理解度など妊婦

の知識レベルの変化を把握し、教育啓発活動に

資する。 

２）HIV 感染妊婦とその出生児の発生動向およ

び妊婦 HIV スクリーニング検査等に関する全

国調査（吉野分担班）： 

①2018 年～2020 年の 3 年間、全国の産婦人科

病院約 1150 施設と小児科病院約 2250 施設を対

象に、HIV 感染妊婦とその出生児の発生動向や

妊婦における HIV を含む感染症のスクリーニ

ング検査実施率を調査した。さらに 2018 年に

は全国の産婦人科診療所 3091 施設も調査対象

に加え未受診妊婦数や梅毒感染妊婦数を調査

し、全国自治体 1741 市町村を対象に、妊婦の

HIVスクリーニング検査の公費負担状況を調査

した。2019 年には妊娠中期・後期における HIV

スクリーニング再検査率やその他の感染症検

査率を、2020 年には新型コロナウイルス感染症

拡大による HIV 感染妊婦の診療への影響を調

査した。 

②産科班（杉浦分担班）や小児科班（田中分担

班）との共同により、毎年 HIV 母子感染全国調

査報告書を作成し、全国の産科小児科診療施設

や地方自治体などの関連機関に配布すること

により、診療体制や医療行政の改善に寄与した。 

３）HIV 感染妊娠に関する臨床情報の集積と解

析およびデータベースの更新（杉浦分担班）： 

①毎年度の吉野分担班による全国 1 次調査結果

の報告を受け、HIV 感染妊婦の診療施設に対し

産科 2 次調査票を郵送し、臨床情報の集積を行

う。 

②1 次調査班（吉野分担班）や小児科班（田中

分担班）との共同により、集積された HIV 感染

妊婦および出生児の臨床情報を照合し、産婦人

科小児科統合データベースの更新と解析を行

い、HIV感染妊娠の発生動向を毎年度把握する。 

４）HIV 感染女性と出生児の臨床情報の集積と

解析およびウェブ登録によるコホートシステ

ムの全国展開（田中分担班）： 

①毎年度の吉野分担班による全国 1 次調査結果

の報告を受け、出生児の診療施設に対し小児科

2 次調査票を郵送し、臨床情報の集積・解析を

行う。 

②HIV陽性女性と出生した児の予後に関するコ

ホート調査のためのウェブ登録システム

（REDCap、国立国際医療研究センター内

JCRAC データセンターとの協働）は国立国際医

療研究センターで 2017 年 8 月から稼働済みで

ある。このシステムを報告症例数が多く年間報

告数の約半数を占める全国 4 か所の医療施設へ

展開し、2020 年 4 月から登録を開始した。 

５）HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラインの

改訂と HIV 母子感染予防対策マニュアルの改

訂（山田分担班）： 

①平成 26年（2014年）3月発刊の「HIV母子感

染予防対策マニュアル」第 7 班を改訂し、第 8

版を平成 31年（2019年）3月に刊行する。 

②わが国の医療経済事情や医療機関の対応能

力を考慮した、欧米とは異なるわが国独自の

「HIV 感染妊娠に関する診療ガイドライン」初



3 

 

版（平成 30 年（2018 年）3 月発刊）を日本産

婦人科感染症学会の監修のもと改訂し、令和 3

年（2021 年）3 月に第 2 版を刊行する。 

６）HIV 感染妊婦の分娩様式を中心とした診療

体制の整備と均てん化（定月分担班）： 

①平成 30 年度は全国の HIV エイズ診療拠点病

院 382 施設および総合周産期母子医療センター

108 施設と地域周産期母子医療センター298 施

設を対象に HIV 感染妊婦の受け入れ状況を問

う 1 次アンケート調査を行った。さらに令和元

年度は、1 次調査において HIV 感染妊婦の分娩

を受け入れ可能と回答した 109 施設を対象に、

医師職・看護職双方から HIV 感染妊婦の経腟分

娩受け入れの可能性とその条件および受け入

れ状況の研究班ホームページでの公開の許諾

を調査した。 

②山田分担班とともに、わが国における HIV 感

染妊婦の経腟分娩の可能性について、わが国の

医療体制面から検討し、ガイドライン改訂の資

料とした。 

７）HIV をはじめとする性感染症と妊娠に関す

る情報の普及啓発法の開発（喜多啓発分担班）： 

①全国各地で開催されているエイズ文化フォ

ーラムや学園祭への参加、および市民公開講座

等を企画して、HIV 感染に関する情報と研究成

果を周知することにより、国民の HIV 感染妊娠

に関する認識と知識の向上を図る。 

②妊婦の HIV スクリーニング検査や妊婦健診

の重要性および各種性感染症に関する情報の

普及啓発を目的に、A3 折込型リーフレット「ク

イズでわかる性と感染症の新ジョーシキ―あ

なたはどこまで理解しているか！？」を 2020

年 3 月に発刊し、周知拡散する。さらに、A6

サイズ 34 ページの小冊子「HIV や梅毒をはじ

めとする性感染症のすべてが簡単にわかる本」

を 2021 年 3 月に発刊し、リーフレットととも

に周知拡散する。 

③平成 30 年 7 月に取得した Twitter アカウント

（https://twitter.com/HIVboshi）のコンテンツを適

時増加し、フォロワーを増やすことで HIV をは

じめとする性感染症の情報提供を行う。 

８）HIV 感染妊娠に関する全国調査とデータベ

ース管理の IT 化とコホートシステムの支援（大

津分担班、令和元年度から新規設定）： 

①HIV 感染妊娠の発生に関する全国 1 次調査

（吉野分担班）、産婦人科・小児科 2 次調査（杉

浦分担班、田中分担班）における回答のウェブ

化およびデータベース管理の IT 化を目指して

システムを構築する。 

②平成 29 年（2017 年）8 月に登録を開始した

HIV 感染女性と出生児のコホート調査（田中分

担班）のシステム支援を行うとともに、多施設

コホート調査（田中分担班）のシステムを構築

し、令和 2 年（2020 年）4 月登録開始以降その

支援を行う。 

（倫理面への配慮） 

調査研究においては、平成 29 年 2 月改正告示

の文部科学省・厚生労働省「人を対象とする医

学系研究に関する倫理指針」を遵守しプライバ

シーの保護に努めた。 

 

C.研究結果 

１）HIV 感染妊娠に関する研究の統括と成績の

評価および妊婦の HIV 感染に関する認識度の

実態調査（喜多分担班）： 

①研究代表者、研究分担者およびアドバイザー

による研究計画評価会議を年 2 回、研究班全体

会議も年 2 回開催し、各研究分担の研究計画を

修正した。令和 2 年度は新型コロナウイルス感

染症拡大の影響で、会議はすべてウェブ開催と

なったが、検討成果に影響はなかった。 

②ホームページの運営では、「HIV 感染妊娠に

関する診療ガイドライン」改訂第 2 版、A6 サ

イズ小冊子「HIV や梅毒をはじめとする性感染

症のすべてが簡単にわかる本」、研究報告書お

よび各種学会発表スライドや社会的最新情報

などを掲載した。ホームページの閲覧数は毎月

2000 件前後で推移し、新情報の掲載などのホー

ムページの更新と閲覧数の変動が連動してい

るかどうかは明確ではなかった。Q&A、ガイド

https://twitter.com/HIVboshi）の
https://twitter.com/HIVboshi）の
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ライン・マニュアル・リーフレット、HOME の

コーナーの順に閲覧数が多く、資料ダウンロー

ドや研究報告書のコーナーの閲覧数は少なか

ったが、情報掲載によりガイドライン・マニュ

アル・リーフレットのコーナーの閲覧比率はや

や上昇していた。 

③妊娠初期の妊婦を対象とした HIV スクリー

ニング検査に関するアンケート調査の結果は、

スクリーニング検査が陽性であっても 95%以

上は偽陽性であることを知っていたのはたっ

た 6%程度であることなど、定点 6 施設で行っ

た 3 年間の調査結果はほぼ同様であり、経時的

な差や調査施設の地域差や診療機能差はほと

んどみられなかった。妊婦の HIV 感染妊娠に関

する知識レベルは著しく低いままであること

が確認された。令和 2 年度は定点施設に加えて

奈良市内の有床診療所 5 施設でもアンケート調

査を実施し、事前にリーフレットを配布したが

結果は同様であった。令和 2 年度のアンケート

ではリーフレットの事前配布に関する設問を

追加した。その結果、アンケート前にリーフレ

ットを読んでいたのは、定点で 45.0％（未配布

修正後 65.1％）、奈良市内で 82.4％もあり、既

読者のうち理解度が 50％以上と回答したのは

定点・奈良市内共に 90.8％と高率であった。近

年の梅毒患者の増加や梅毒感染妊婦の治療効

果および風疹ワクチンの効果を問う設問に対

しては、80％以上の正答率を示した。 

２）HIV 感染妊婦とその出生児の発生動向およ

び妊婦 HIV スクリーニング検査等に関する全

国調査（吉野分担班）： 

①調査対象分娩数は、産婦人科病院を対象とし

た全国 1 次調査では 3 年間を通じて約 40 万分

娩で、2018 年調査では診療所での約 26 万分娩

を加えた約 65 万分娩であった。病院での妊婦

HIV スクリーニング検査実施率はこの 3 年間す

べてで 99.7％以上で、2020 年度調査では 99.9％

であり、100％ではなかったのは岐阜県の 91.7％

のみであった。病院調査を開始した 1999 年

（73.2％）と比較すると 26.7％の上昇が認めら

れた。3 年間の産婦人科 1 次調査から各 72 例、

58 例、32 例の HIV 感染妊娠が、小児科 1 次調

査から各 43 例、34 例、29 例の HIV 感染妊婦か

らの出生児の報告があり、それぞれの分担班の

2 次調査のために情報提供がなされた。報告数

には多くの重複が含まれているが、年々減少傾

向であった。2017 年の未受診妊婦数は、314 施

設（37.1％）で 946 例であった。また 2017 年の

梅毒感染妊婦数は 199 病院から 313 例、169 診

療所から 243 例が報告された。頻度は 0.085％

で、都道府県別では 0％～0.29％と、人口とは

無関係と思われる地域差があった。全国自治体

の約 7 割で 2009 年までに妊婦の HIV スクリー

ニング検査の公費負担が開始されていた。しか

しHIV母子感染に関する啓発は32.9％の自治体

に限られ、HIV 感染妊婦が少ないことや教育啓

発資料の不足が原因であった。2019 年に調査し

た妊娠中期・後期における HIV スクリーニング

再検査率は、26 病院の 2.9％であった。同年の

その他の感染症検査率は、クラミジア、HCV、

HTLV-1、GBS は 99％以上であったが、トキソ

プラズマは 46.6％、CMV は 12.4％のみであっ

た。新型コロナウイルス感染症拡大により、121

施設（13.9％）で新型コロナウイルス感染妊婦

の診療が行われていた。また新型コロナウイル

ス感染症拡大により全国の 30％程度の施設で

は産婦人科診療が縮小されていたが、HIV 感染

妊婦の診療を行っていた 16 施設においては、

診療制限などによる母子感染予防対策への影

響はなかった。 

②毎年度 HIV 母子感染全国調査報告書を作成

し、全国 1 次調査に同封して全国の産婦人科・

小児科診療施設に郵送するとともに、保健所や

地方自治体などの関連機関に配布した。 

３）HIV 感染妊娠に関する臨床情報の集積と解

析およびデータベースの更新（杉浦分担班）： 

①全国産婦人科 2 次調査を行い、既報告や妊娠

中の報告を得た。2020年妊娠転帰例は17例で、

統合データベースにおける 2019 年内妊娠転帰

数の 27 例と比較すると大きく減少することが
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推測される。 

②産婦人科データと小児科データの照合の結

果、令和元年（2019 年）末までに妊娠転帰とな

った HIV 感染妊娠数は、平成 30 年（2018 年）

末までの 1,070 例から 36 例増加し 1,106 例とな

った。双胎が 10 例、品胎が 1 例含まれ、出生

児数は 774 児となった。1997 年以降年間 30 例

以上の報告が継続していたが、2019 年には 27

例に減少した。それらの詳細な臨床情報をデー

タベース化した。東京が 295 例、次いで神奈川

107 例、愛知 106 例、千葉 90 例、大阪 71 例と

大都市圏が多数を占める。これまで HIV 感染妊

娠の報告が無いのは和歌山・佐賀の 2 県のみと

なった。日本国籍の HIV 感染妊婦は増加傾向で、

2015~2019 年には 59.5%を占めていた。母子感

染は予定帝切分娩の 7 例、緊急帝切分娩の 9 例、

経腟分娩の 38 例、分娩様式不明の 6 例、計 60

例が確認されている。cART が普及した 2000 年

以降も 1~2例であるがほぼ毎年報告されており、

近年は妊娠初期スクリ―ニング検査陰性例か

らの母子感染例が散発している。しかし、2000

年以降に感染予防策として「妊娠初期 HIV スク

リーニング検査」「抗ウイルス薬 3 剤以上」「予

定帝切」「児の投薬あり」「断乳」の全てを施行

した例での母子感染例は 1 例もなかった。2000

年以降に生じた HIV 母子感染 19 例は、全て妊

娠後期や分娩後に初めて母体の HIV 感染が判

明した例から生じている。そのうち 6 例では、

妊娠初期の HIV スクリーニング検査は陰性で

あったため、母子感染予防対策は全く講じられ

ていなかった。 

４）HIV 感染女性と出生児の臨床情報の集積と

解析およびウェブ登録によるコホートシステ

ムの全国展開（田中分担班）： 

①小児科病院 2 次調査による報告数は減少傾向

にある。2020 年調査では新規 16 例、過去未報

告 7 例の計 23 例の臨床情報を得て、データベ

ースの更新に供した。品胎 1 例、双胎 1 例が含

まれていた。全例で母子感染予防対策が講じら

れており、分娩前のウイルスコントロールは良

好で、新たな感染児の報告はなかった。 

②コホート研究 The Japan Woman and Child HIV 

Cohort Study(JWCICS)では、平成 29 年 8 月から

国立国際医療研究センターでの登録が進行し、、

令和 3 年 3 月現在 27 例が登録済みで、医療者

側と患者側の双方から、健康状態のウェブ入力

が行われている。このシステムを報告症例数が

多く年間報告数の約半数を占める全国 4 か所

（国立国際医療研究センター、大阪市立総合医

療センター小児医療センター、国立病院機構の

名古屋医療センターと大阪医療センター）の医

療施設へ展開する多施設コホート研究は、令和

2 年 4 月に国立国際医療研究センターの倫理審

査が承認され、令和 3 年 2 月現在 24 例が登録

済みである。 

５）HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラインの

改訂と HIV 母子感染予防対策マニュアルの改

訂（山田分担班）： 

①平成 31 年 3 月には「HIV 母子感染予防対策

マニュアル」第 8 版を刊行した。近年のインタ

ーネットによる医療情報の利便性から、抗 HIV

薬の添付文書などは削除し、大きく簡略化した。

さらに令和 3 年 3 月、日本産婦人科感染症学会

の監修のもと「HIV 感染妊娠に関する診療ガイ

ドライン」改訂第 2 版を刊行し、研究班ホーム

ページに掲載した。マニュアルと項目を連動さ

せ、初版の要約と解説を追加改訂し、推奨度も

付与した。米国や英国のガイドラインを参考に

し、cART の最新情報が掲載されている。分娩

様式については定月分担班の全国調査の結果

を踏まえ、帝王切開分娩を推奨することとし、

患者および分娩施設が一定の条件を満たした

場合は、経腟分娩も考慮されることとした。 

６）HIV 感染妊婦の分娩様式を中心とした診療

体制の整備と均てん化（定月分担班）： 

①平成 30 年度の 1 次アンケートと令和元年度

に行った 2 次アンケートにて、HIV 感染妊娠を

受け入れることが可能な 109 施設のうち、研究

班ホームページへの掲載に同意が得られた 60

施設の一覧を令和 2 年度にホームページ上で公
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開した。 

②ガイドラインでの適応基準を満たす症例に

おける経腟分娩を実施するためには、母子感染

リスクの正確な理解とマニュアルの周知を行

い、産科医を含む医療スタッフの不足を解消す

る必要がある。したがってガイドライン第 2 版

においては、分娩取り扱い施設の現状を重視し、

分娩様式は選択的帝王切開術を推奨すること

とした。 

７）HIV をはじめとする性感染症と妊娠に関す

る情報の普及啓発法の開発（喜多分担班）： 

①平成 30 年度は AIDS 文化フォーラム in 横浜

（参加者 11 名）と下関医療センター（同 30 名）

で講演会を開催し、令和元年度は AIDS 文化フ

ォーラム in 横浜（同 30 名）で講演会、AIDS

文化フォーラム in 京都（同 5 名）で出展を行

った。大学祭は日本大学医学部（啓発カード 100

枚配布）、東京理科大（参加者 5 名）で出展や

講演会を行った。さらに令和 2 年 2 月には那覇

市で市民公開講座（同 18 名）を開催した。し

かしいずれの開催でも参加者は不十分で、企画

の宣伝不足、主な対象である若者の関心の低さ、

一般国民にとっての感染症対策への重要度序

列の低さなど種々の検討課題が残った。令和 2

年度は新型コロナウイルス感染症の拡大によ

り、AIDS 文化フォーラムへの参加や市民公開

講座の開催など、オンサイトでの啓発活動は全

く行えなかった。 

②令和元年度に発刊した A3 折込型リーフレッ

ト「クイズでわかる性と感染症の新ジョーシキ

―君はどこまで理解しているか！？」を令和 2

年度に喜多アンケート分担班による妊婦アン

ケート調査の定点施設および奈良市内有床診

療所で配布し、妊婦の教育啓発を図ることで知

識レベルの向上を目指した。「HIV や梅毒をは

じめとする性感染症に関する小冊子」は令和 3

年 3 月に発刊し、リーフレットとともに研究班

ホームページで公開中である。 

3．Twitter アカウントは定期的に更新され、HIV

に関する新情報を発信している。令和 3 年 3 月

現在、投稿コンテンツは 47 件で、フォロワー

数も順調に増加し、272 名である。 

８）HIV 感染妊娠に関する全国調査とデータベ

ース管理の IT 化とコホートシステムの支援（大

津分担班）： 

①全国一次調査回答のウェブ化は令和元年度

にいったん断念したが、令和 2 年度は再検討中

である。産婦人科と小児科の二つの 2 次調査の

調査項目を統合し、調査フォームのウェブ化を

実施した。令和 3 年度調査から二つの 2 次調査

はウェブ回答とするが、回答者ごとの利便性と

回答率確保の観点から、当面は紙面回答ないし

はウェブ回答のハイブリッド形式とすること

とした。 

②コホート研究へのシステム支援は、REDCap

を用いて、複数の診療科から感染母子の情報を

取得するフローをモデル化し、システム化を実

施した。国立国際医療研究センターのみでのパ

イロットコホート研究から、令和 2 年度には多

施設コホート研究に移行した。引く続きシステ

ム支援を行い、登録数は徐々に増加中である。

登録患者への調査実施において、情報の精度は

向上しつつあることが推察された。 

 

D.考察 

１）本研究班では、HIV 感染妊娠に関する疫学

調査を骨幹とし、HIV 感染女性を対象としたコ

ホート調査やアンケート調査も行い、医療者向

け診療ガイドラインや母子感染予防対策マニ

ュアルの刊行と改訂、さらには HIV をはじめと

する性感染症の情報を提供するリーフレット

や小冊子の刊行などの国民への教育啓発法の

開発も行っている。研究分担班内での研究推進

のみならず、研究計画評価会議による研究分担

者間での軌道修正は、各分担研究課題の完遂と

成果をより高めることに有効であったと考え

る。本研究班のホームページの更新を頻回に行

い、閲覧者の最も多い入り口である Q&A コー

ナーの改訂と内容追加、他の関連学会や団体の

ホームページとのリンクなども徐々に実施さ
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れている。妊婦へのアンケート調査から、妊婦

の HIV 感染に関する知識レベルは経時的にも

地域的にも非常に低いまま経過している。全国

の定点調査施設や奈良市内の有床診療所にお

いて、初診時の妊娠初期にリーフレットを配布

することで、妊婦の知識レベルの向上に寄与で

きるかどうかを、令和 2 年度の本アンケート調

査により検証したが、設問文の不備から明確な

効果を確認することはできなかった。しかしな

がらリーフレットの高い通読率と高い理解度

が確認されたことから、教育啓発効果は確実に

期待できると推測された。 

２）HIV による母子感染が十分に予防可能であ

ることが周知されたことで、妊婦における HIV

スクリーニング検査が妊娠初期の重要な検査

のひとつとして認知された。その一方で、未受

診妊婦の存在、妊娠中期から後期での妊婦の感

染リスクに対する再検査の必要性、若者に対す

る HIV 母子感染予防のための教育啓発など、予

防対策には改善の余地がある。 

３）今なお母子感染例は、毎年 1～2 例報告さ

れ続けている。特に、妊娠初期 HIV スクリーニ

ング検査が陰性であったため、母子感染予防対

策が実施されなかった例での母子感染例が多

数を占めている。反対に妊娠初期・中期までに

HIV感染が判明している例からの母子感染例は

なく、現在われわれが推奨している母子感染予

防対策を全て実施すれば、母子感染は予防可能

であることが証明された。今後母子感染ゼロを

目指すためには、妊娠中・後期や授乳中に HIV

感染の可能性がゼロではないと考えられる例

に対しては、積極的に複数回の HIV スクリーニ

ング検査を施行すべきである。 

４）わが国の HIV 感染女性および出生児に関す

る情報の蓄積は、唯一本研究班によるところで

あり、貴重である。産婦人科および小児科にお

ける全国調査と多施設コホート研究により、今

後も正確な情報の蓄積と管理が必要である。 

５）「HIV 感染妊娠に関する診療ガイドライン」

改訂第 2 版を刊行した。HIV 診療は、産科医・

内科医とともに、助産師、看護師、薬剤師、コ

メディカルがチームで対応する必要がある。そ

のためガイドラインとマニュアルは適時併用

して HIV 感染妊娠の診療に対応することが肝

要である。感染妊娠への診療体制に関する全国

調査結果を考慮し、HIV 感染妊娠の経腟分娩に

関する記載は慎重な内容とした。医療従事者へ

の教育啓発とともに、医療体制の現状に配慮し

その混乱を招くことのないようガイドライン

の改訂を行った。 

６）HIV 感染妊娠の分娩様式の選択において、

世界的には経腟分娩を許容していく流れにあ

るが、わが国における HIV 感染妊婦への経腟分

娩の適応には、国内のエイズ診療拠点病院や周

産期医療センターの現状調査結果から多くの

課題が残る。今後、安全に HIV 感染妊婦の経腟

分娩を導入するためには、患者や医療従事者へ

の教育啓発とともに、スタッフ確保などの医療

体制の整備も推進する必要がある。 

７）HIV や梅毒をはじめとする性感染症に関し

て、高校生や大学生を対象とした公開講座やリ

ーフレット・小冊子による地域的・定点的介入

を発端として、国民全体の知識レベルの向上を

めざしたい。またホームページ、フェイスブッ

ク・ツイッターなどの SNS、マスコミの活用に

よる広域的な周知拡散方法をさらに検討すべ

きである。 

８）全国調査への回答のウェブ化が従来調査以

上に回答率や精度が担保できるかを、ハイブリ

ッド方法により検証する必要がある。またコホ

ート研究のステム支援では、個人情報の保護に

関する規制強化に対応していく必要がある。 

 

E.結論 

 HIV感染妊娠に関する全国調査とデータベー

スの更新、マニュアルやガイドラインの改訂、

性感染症に関する若者向けリーフレットや小

冊子の刊行などが予定通り実施できた。今後は

HIV 感染妊娠の減少が期待される。妊娠中や授

乳中の HIV 感染による母子感染予防対策の必
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要性が明確になった。医療レベルや医療経済事

情および国民性などのわが国の特徴に沿った

HIV感染妊娠への診療体制の構築が必要である。

同時に HIV 感染をはじめとする性感染症に関

する医療従事者や一般国民の知識の向上が不

可欠であり、この向上により HIV 感染妊婦の受

け入れや経腟分娩などへの対応が可能となり、

妊婦の利益と医療従事者の安全性が担保され

た診療体制が整備できると考える。 

 

F.健康危険情報 

特記事項なし 

 

G.研究業績 

著書 

1. 喜多恒和、杉浦 敦、谷村憲司．C.周産期

感染症の管理－母子感染対策－ 12 HIV

感染症．産婦人科感染症マニュアル（一般

社団法人日本産婦人科感染症学会編） 金

原出版 東京 pp304-312，2018 

2. 喜多恒和、石橋理子．C.周産期感染症の管

理－母子感染対策－ 11 劇症型 A 群連鎖

球菌感染症．産婦人科感染症マニュアル（一

般社団法人日本産婦人科感染症学会編） 

金原出版 東京 pp299-303，2018 

3. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

千田時弘、大里和広、定月みゆき、中西豊、

白野倫徳、鳥谷部邦明、吉野直人、杉浦 敦、

田中瑞恵、蓮尾泰之、喜多恒和．HIV 感染

妊娠に関する診療ガイドライン．平成 29

年度厚生労働省科学研究費補助金エイズ対

策政策研究事業「HIV 感染妊娠に関する全

国疫学調査と診療ガイドラインの策定なら

びに診療体制の確立」班編 2018 

4. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

出口雅士、中西 豊、定月みゆき、大里和

広、白野倫徳、田中瑞恵、鳥谷部邦明、千

田時弘、杉野祐子、渡邉英恵、羽柴知恵子、

吉野直人、杉浦 敦、廣瀬紀子、前田尚子、

桃原祥人、喜多恒和．HIV 母子感染予防対

策マニュアル 第 8 版．平成 30 年度厚生労

働省科学研究費補助金エイズ対策政策研究

事業「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関

する疫学的・コホート的調査研究と情報の

普及啓発法の開発ならびに診療体制の整備

と均てん化に関する研究」班編 2019 

5. 田中瑞恵．後天性免疫不全症.小児科診療ガ

イドライン第 4 版（五十嵐隆編） 総合医

学社 東京 pp580－589，2019 

6. 田中瑞恵．小児の HIV 感染症.今日の小児

治療指針第 17 版（水口雅編） 医学書院 

東京 pp330, 2020 

7. 白野倫徳、山田里佳、喜多恒和．産科編 Ⅱ.

妊娠関連疾患 HIV 感染症．臨床婦人科産

科 2020 増刊号 産婦人科処方のすべて

2020 症例に応じた実践マニュアル  医学

書院 東京 pp288-290, 2020 

8. 喜多恒和．E．女性医学 6.感染症 5）STI

（5）HIV．産婦人科専門医のための必修知

識 2020 年度版（編集・監修 公益社団法

人日本産科婦人科学会） 株式会社杏林舎 

東京 ppE88-E90, 2020 

9. 田中瑞恵．HIV 感染症．小児感染免疫学（一

般社団法人 日本小児感染症学会編） 朝

倉書店 東京 pp.534-541，2020 

10. 田中瑞恵．小児、青少年期における抗 HIV

療法（四本美保子、白阪琢磨編） 抗 HIV

治療ガイドライン 令和 2 年度厚生労働行

政推進調査事業費補助金エイズ対策政策研

究事業 抗HIV治療ガイドライン HIV感染

症及びその合併症の課題を克服する研究班

東京 in press 

11. 吉野直人、田中瑞恵、岩動ちず子、伊藤由

子、大里和広、小山理恵、杉浦敦、喜多恒

和．HIV 感染児の診療に関する全国調査．

日本エイズ学会誌 In press 

 

論文 

（欧文） 

1． Yoshino N, Takeshita R, Kawamura H, Sasaki 
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Y, Kagabu M, Sugiyama T, Muraki Y, Sato S. 

Mast cells partially contribute to mucosal 

adjuvanticity of surfactin in mice. Immun 

Inflamm Dis 6: 117-127, 2018 

2． Yamanaka J, Nozaki I, Tanaka M, Uryuu H, 

Sato N, Matsushita T, Shichino H: Moyamoya 

syndrome in a pediatric patientwith congenital 

human immunodeficiency virus type 1 

infection resulting in intracranial hemorrhage. 

J of Infect Chemother 24: 220-223, 2018 

3． Kagabu M, Yoshino N, Saito T, Miura Y, 

Takeshita R, Murakami K, Kawamura H, Baba 

T, Sugiyama T. The efficacy of a 

third-generation oncolytic herpes simplex viral 

therapy for an HPV-related uterine cervical 

cancer model. Int J Clin Oncol. 2020, Nov 4. 

doi: 10.1007/s10147-020-01823-6. 

 

（和文） 

1. 扇谷綾子、安原 肇、竹田善紀、石橋理子、

平野仁嗣、京谷有希子、酒井直子、喜多恒

和、箕輪秀樹：『妊娠・授乳と薬のデータベ

ース』作成と運用における課題．日本周産

期・新生児医学会雑誌 54：60-65，2018 

2. 石橋理子、喜多恒和．周術期感染症を含む

重症感染症 劇症型A群レンサ球菌感染症

（GAS)．臨床婦人科産科 72：166-171，

2018 

3. 谷口晴記、山田里佳、喜多恒和、塚原優己：

産婦人科感染症の診断・管理～その秘訣と

ピットフォール．臨床婦人科産科 72：

88-92，2018 

4. 谷口晴記、白野倫徳、山田里佳、塚原優己：

HIV 母子感染予防のための薬物療法．周産

期医学 48：101-104，2018 

5. 杉浦 敦、喜多恒和：特集周産期と医療安

全 感染予防．周産期医学 49：702-705，

2019 

6. 杉浦 敦：近年の HIV 感染妊娠、特に母子

感染例におけるその臨床的・疫学的検討．

産科と婦人科「若手の最新研究紹介コーナ

ー」 86：371-373，2019 

7. 喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

山田里佳、定月みゆき、桃原祥人：HIV 感

染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・

コホート的調査研究と情報の普及啓発法の

開発ならびに診療体制の整備と均てん化に

関する研究．平成 30 年度厚生労働行政推進

調査事業費補助金エイズ対策政策研究事業

エイズ対策研究事業の企画と評価に関する

研究  総括研究報告書  福武勝幸編 

76-79，2019 

8. 山田里佳、白野倫徳、谷口晴記、喜多恒和：

特集母子感染症の必修知識―エキスパート

に学び予防につなげる HIV 母体管理―

分娩管理を含めて.小児内科、52：96-100，

2020 

9. 田中瑞恵：HIV 母体児への対応とフォロー

アップ．小児内科、52：101-104，2020 

10. 佐道俊幸、石橋理子、喜多恒和：特集/【必

携】専攻医と指導医のための産科診療到達

目標 病態・疾患編【合併症妊娠】血液疾

患：特発性血小板減少性紫斑病．周産期医

学 50：1435-1437，2020 

11. 喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

山田里佳、定月みゆき、桃原祥人、大津 

洋：HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関す

る疫学的・コホート的調査研究と情報の普

及啓発法の開発ならびに診療体制の整備と

均てん化に関する研究．令和元年度厚生労

働行政推進調査事業費補助金エイズ対策政

策研究事業の企画と評価に関する研究 総

括研究報告書 福武勝幸編 116-119, 2020 

12. 山田里佳 白野倫徳 谷口晴記 喜多恒

和：HIV 母体管理―分娩管理を含めて．小

児内科 52：96-100, 2020 

13. 田中瑞恵：HIV 母体児への対応とフォロー

アップ．小児内科 52：101-104, 2020 

14. 島田真実、田中瑞恵、大田 倫美、 渥美 ゆ

かり、本田 真梨，吉本 優里、大熊喜彰、
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兼重昌夫、瓜生英子、山中純子、水上愛弓、

五石圭司、佐藤 典子、七野 浩之： 結核と

リンパ球性間質性肺炎の鑑別に肺生検が有

用であった HIV 感染児の二例．日本小児科

学会雑誌 124(7) : 1107-1113, 2020 

15. 山田里佳、谷口晴記：HIV 感染症．臨床と

微生物 48：71-76, 2021 

16. 杉野祐子、定月みゆき、谷口 紅、鈴木ひ

とみ、池田和子、大金美和、中西美紗緒、

菊池 嘉、岡 慎一：国立国際医療研究セ

ンター（NCGM）における挙児希望 HIV 感

染女性の妊娠方法．日本性感染症学会学会

誌 in press 

 

学会発表 

＜シンポジウム＞ 

1. 杉浦 敦、市田宏司、山中彰一郎、竹田善

紀、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田 綾、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、大津 洋、外川正生、喜多恒和：（日本

エイズ学会との Joint Symposium）HIV 感染

予防の最近の話題－PrEP、U=U などの話題

とともに－最近の HIV 母子感染の動向．日

本性感染症学会第 32 回学術大会．京都、

2019.11 

2. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

白野倫徳、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦

明、大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴

知恵子、渡邉英恵、定月みゆき、田中瑞恵、

喜多恒和：（日本エイズ学会との Joint 

Symposium）HIV 感染予防の最近の話題－

PrEP、U=U などの話題とともに－HIV 母子

感染予防マニュアルについて－挙児希望

HIV 感染者の感染予防の紹介－．日本性感

染症学会第 32 回学術大会．京都、2019.11 

3. 喜多恒和：（市民公開講座）HIV 母子感染

の現状．市民公開講座「感染症から母子を

守るために」．沖縄、2020.2 

＜一般演題＞ 

1. 杉浦 敦、中西美紗緒、市田宏司、箕浦茂

樹、松田秀雄、高野政志、桃原祥人、佐久

本薫、太田 寛、石橋理子、喜多恒和：本

邦の医療施設において HIV 感染妊娠の経

腟分娩は可能か？．第 70 回日本産科婦人

科学会学術講演会．宮城．2018.5 

2. 山田里佳、喜多恒和、谷口晴記、井上孝実、

千田時弘、大里和広、鳥谷部邦明、中西 豊、

定月みゆき、白野倫徳、塚原優己、吉野直

人、杉浦 敦、田中瑞恵、蓮尾泰之：わが

国独自の HIV 母子感染予防対策ガイドラ

インの策定について．第 70 回日本産科婦

人科学会学術講演会．宮城．2018.5 

3. 林 彩世、上野山麻水、緒方佑莉、赤羽宏

基、粟野 啓、大西賢人、中西美紗緒、高

本真弥、大石 元、定月みゆき、山澤功二、

矢野 哲：HIV 陽性患者における CIN 発症

頻度の検討．第 70 回日本産科婦人科学会

学術講演会．宮城．2018.5 

4. 林 公一、蓮尾泰之、明城光三、五味淵秀

人、宗 邦夫、喜多恒和：本邦における HIV

感染妊婦の経腟的分娩の受け入れ対応につ

いて―国内分娩施設における経腟分娩受け

入れ可否の現状調査―．第 70 回日本産科婦

人科学会学術講演会．宮城．2018.5 

5. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニング検査実施率の変遷と背

景．第 35 回日本産婦人科感染症学会学術集

会．岐阜．2018.5 

6. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：未受

診妊婦への HIV スクリーニングの現状―

妊婦 HIV スクリーニング検査に関する全

国調査．第 35 回日本産婦人科感染症学会学
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術集会．岐阜．2018.5 

7. 竹田善紀、杉浦 敦、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、榎本美喜子、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：近年における HIV

感染判明後妊娠の現状．第 35 回日本産婦人

科感染症学会学術集会．岐阜．2018.5 

8. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、高橋尚子、吉野直人、

山田里佳、定月みゆき、田中瑞恵、外川正

生、喜多恒和：HIV 感染初産婦における分

娩様式に関する検討．第 35 回日本産婦人科

感染症学会学術集会．岐阜．2018.5 

9. 竹田善紀、杉浦 敦、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、佐久本薫、石橋理子、吉野直人、喜

多恒和：近年の HIV の母子感染例に関する

臨床的・疫学的検討．第 54 回日本周産期・

新生児医学会学術集会．東京．2018.7 

10. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV 検査と HIV 母子感染の日本の現状

―HIV感染妊娠に関する全国疫学調査．第

72 回国立病院総合医学会．神戸．2018.11 

11. 伊藤由子、吉野直人、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：未受

診妊婦に対する HIV スクリーニング検査

状況～全国調査の結果より～．第 72 回国立

病院総合医学会．神戸．2018.11 

12. 林 公一、明城光三、五味淵秀人、宗 邦

夫、中山香央、蓮尾泰之、喜多恒和：HIV

感染妊婦に関する診療ガイドラインの刊行

に当たり．HIV 感染妊娠における経腟的分

娩の受け入れ可能施設の現状について．第

72 回国立病院総合医学会．兵庫．2018.11 

13. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、吉野直人、山田里佳、

定月みゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒

和：妊娠中・分娩後に HIV 感染が判明した

194 例の臨床的疫学的解析．第 32 回日本エ

イズ学会学術集会．大阪．2018.12 

14. 田中瑞恵、外川正生、兼重昌夫、細川真一、

前田尚子、寺田志津子、七野浩之、吉野直

人、杉浦 敦、喜多恒和：小児 HIV 感染症

の発生動向と今後の課題．第 32 回日本エイ

ズ学会学術集会．大阪．2018.12 

15. 桃原祥人、杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、

中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政

志、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石橋

理子、藤田 綾、吉野直人、山田里佳、定

月みゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒和：

妊娠初期 HIV スクリーニング検査陰性例

から生じた母子感染に関する検討．第 32

回日本エイズ学会学術集会．大阪．2018.12 

16. 山田里佳、喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、

田中瑞恵、定月みゆき、桃原祥人、谷口晴

記、塚原優己、井上孝実、千田時弘、大里

和広、中西 豊、白野倫徳、鳥谷部邦明、

杉野祐子、羽柴知恵子、出口雅士：HIV 感

染妊娠に関する診療ガイドライン初版と

HIV 母子感染マニュアル第 7 版の比較．第

32 回日本エイズ学会学術集会．大阪．

2018.12 

17. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：過去

19 年間の妊婦 HIV スクリーニング検査実

施率の比較と母子感染対策への取り組み．

第 32 回日本エイズ学会学術集会．大阪．
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2018.12 

18. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニングにおける未受診妊婦の

問題--妊婦 HIV スクリーニング検査率に関

する全国調査．第 32 回日本エイズ学会学術

集会．大阪．2018.122. 

19. 杉野祐子、木下真里、小山美樹、谷口 紅、

池田和子、大金美和、中西美紗緒、潟永博

之、菊池 嘉、定月みゆき、岡 慎一：国

立国際医療研究センター（NCGM）におけ

る HIV 感染妊婦の転機と出産場所に関す

る検討．第 32 回日本エイズ学会学術集会．

大阪．2018.12 

20. 田中瑞恵：HIV 母子感染の現状と今後の課

題.国際母子カンファレンス．東京、2019.1 

21. Sugiura A, Ichida H, Nakanishi M, Minoura S, 

Matsuda H, Takano M, Momohara Y, 

Sakumoto K, Ohta H, Ishibashi S, Takeda Y, 

Kita T: Mother to child transmission of HIV in 

Japan during the antiretroviral therapy (ART) 

era. 第 71 回日本産科婦人科学会学術講演

会．名古屋、2019.4 

22. 山田里佳、喜多恒和、谷口晴記、塚原優己、

井上孝実、千田時弘、大里和広、中西 豊、

定月みゆき、鳥谷部邦明、杉浦 敦、桃原

祥人、出口雅士：日本における HIV 感染妊

娠に関する診療ガイドライン初版と HIV

母子感染予防対策マニュアル第 7 版の改訂

について．第 71 回日本産科婦人科学会学術

講演会．名古屋、2019.4 

23. 大里和広、杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニングと未受診妊婦の問題点

―妊婦 HIV スクリーニング検査率に関す

る全国調査．第 71 回日本産科婦人科学会学

術講演会．名古屋、2019.4 

24. 桃原祥人、吉野直人、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、塚原優己、渡邉英恵、羽柴知恵

子、廣瀬紀子、佐野貴子、鈴木ひとみ、長

與由紀子、谷村憲司、森實真由美、木内 英、

喜多恒和：妊婦健診における HIV 検査の公

費負担及び母子感染予防啓発に関する全国

自治体アンケート調査．第 36 回日本産婦人

科感染症学会学術集会．宮崎、2019.5 

25. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、小山理恵、

高橋尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、山田里佳、

谷口晴記、桃原祥人、定月みゆき、塚原優

己、喜多恒和：妊婦 HIV スクリーニング検

査率に関する全国調査における未受診妊婦

の HIV スクリーニングの状況．第 36 回日

本産婦人科感染症学会学術集会．宮崎、20

19.5 

26. 杉浦 敦、山中彰一郎、竹田善紀、市田宏

司、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田綾、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：HIV 母子感染の

国内分娩例に関する検討．第 36 回日本産婦

人科感染症学会学術集会．宮崎、2019.5 

27. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

白野倫徳、出口雅士、中西 豊、鳥谷部 邦

明、大里和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴

知恵子、渡邉英恵、杉浦 敦、吉野直人、

定月みゆき、田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒

和：「HIV 母子感染マニュアル第 8 版」改

訂内容について．第 36 回日本産婦人科感染

症学会学術集会．宮崎、2019.5 

28. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、高野政志、桃原祥人、佐久

本 薫、石橋理子、松田秀雄、吉野直人、

喜多恒和：HIV 感染妊娠と早産に関する検

討．第 55 回日本周産期・新生児学会学術集

会．松本、2019.7 

29. 桃原祥人、吉野直人、大里和広、小山理恵、

塚原優己、谷村憲司、森實真由美、木内 英、
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喜多恒和：HIV 母子感染予防啓発に関する

全国自治体アンケート調査．第 55 回日本周

産期・新生児学会学術集会．松本、2019.7 

30. 鳥谷部邦明、谷口晴記、吉野直人、杉浦 敦、

定月みゆき、桃原祥人、出口雅士、大里和

広、喜多恒和：日本における HIV 感染妊娠

に関する診療ガイドライン初版と HIV 母

子感染予防対策マニュアル第 7 版の改訂．

第 55 回日本周産期・新生児学会学術集会．

松本、2019.7 

31. 大里和広、吉野直人、小山理恵、杉浦 敦、

喜多恒和：妊婦 HIV スクリーニング検査率

に関する全国調査における未受診妊婦の問

題．第 55 回日本周産期・新生児学会学術集

会．松本、2019.7 

32. 定月みゆき、中西美紗緒、蓮尾泰之、林 公

一、喜多恒和：HIV 感染妊娠の経腟分娩導

入に関してわが国が抱える診療体制の課題．

第 55 回日本周産期・新生児学会学術集会．

松本、2019.7 

33. 喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

山田里佳、定月みゆき、桃原祥人、大津 

洋：HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関す

る疫学的・コホート的調査研究と情報の普

及啓発法の開発ならびに診療体制の整備と

均てん化に関する研究．令和元年度エイズ

対策研究事業の企画と評価に関する研究 

厚生労働省エイズ対策政策研究事業 日本

医療研究開発機構エイズ対策実用化研究事

業合同研究成果発表会．東京、2019.8 

34. 伊藤由子、吉野直人、大里和広、小山理恵、

高橋尚子、喜多恒和：梅毒感染妊婦に関す

る全国調査．第 50 回日本看護学会．長野、

2019.9  

35. 桃原祥人、吉野直人、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、塚原優己、渡邉英恵、

羽柴知恵子、廣瀬紀子、佐野貴子、鈴木ひ

とみ、長與由紀子、津國瑞紀、浅野 真、

谷村憲司、森實真由美、木内 英、喜多恒

和：HIV 母子感染予防啓発に関する全国自

治体アンケート調査と今後の啓発活動の考

察． 第 33 回日本エイズ学会学術集会．熊

本、2019.11 

36. 杉浦 敦、山中彰一郎、竹田善紀、市田宏

司、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、藤田 綾、高橋尚子、大津 洋、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：本邦における HI

V 感染妊娠の将来予測．第 33 回日本エイズ

学会学術集会．熊本、2019.11 

37. 竹田善紀、杉浦 敦、山中彰一郎、市田宏

司、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田 綾、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：HIV 感染の判明

時期が妊娠後期・分娩後であった症例に関

する検討．第 33 回日本エイズ学会学術集会．

熊本、2019.11 

38. 白野倫徳、山田里佳、谷口晴記、塚原優己、

井上孝実、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦

明、大里和広、千田時弘、杉野裕子、羽柴

知恵子、渡邉英恵、杉浦 敦、吉野直人、

定月みゆき、田中瑞恵、桃原祥人、喜多恒

和：HIV 母子感染予防のｃART～「HIV 母

子感染予防対策マニュアル（第 8 版）」およ

び「HIV 感染妊娠に関する診療ガイドライ

ン（初版）」より～．第 34 回日本エイズ学

会学術集会．熊本、2019.11 

39. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、小山理恵、

高橋尚子、杉野 敦、田中瑞恵、山田里佳、

谷口晴記、桃原祥人、定月みゆき、塚原優

己、喜多恒和：未受信妊婦の HIV スクリー

ニングの現状--妊婦 HIV スクリーニング検

査率に関する全国調査より．第 33 回日本エ

イズ学会学術集会．熊本、2019.11 

40. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、小山理恵、

高橋尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、外川正
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生、喜多恒和：妊婦 HIV スクリーニング検

査陽性症例の診療対応 －産婦人科全国調

査－．第 33 回日本エイズ学会学術集会 熊

本、2019.11 

41. 吉野直人、田中瑞恵、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、杉浦 敦、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、外川正

生、喜多恒和：HIV 感染児の診療対応－小

児科全国調査－．第 33 回日本エイズ学会学

術集会．熊本、2019.11 

42. 伊藤由子、吉野直人、杉浦 敦、大里和広、

小山理恵、高橋尚子、田中瑞恵、谷口晴記、

山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、喜多恒

和：HIV および梅毒感染妊婦に関する全国

調査．第 33 回日本エイズ学会学術集会．熊

本、2019.11 

43. 大津 洋、田中瑞恵、佐々木泰治、北島浩

二、杉浦 敦、吉野直人、喜多恒和：本邦

の HIV 感染妊娠の母子調査における患者

報告データを併用したリアルワールド情報

収集に向けた取り組み．第 33 回日本エイズ

学会学術集会．熊本、2019.11 

44. 吉野直人、佐々木裕、小田切崇、杉山育美、

松本有機、菅野祐幸、佐塚泰之、村木靖：

全粒子不活化インフルエンザウイルスに対

する安全な新規粘膜アジュバントとしての

クロシン．第 13 回次世代アジュバント研究

会（2020.1 大阪） 

45. 杉浦 敦、市田宏司、山中彰一郎、竹田善

紀、佐久本薫、中西美紗緒、箕浦茂樹、松

田秀雄、高野政志、桃原祥人、太田 寛、

喜多恒和：本邦での HIV 感染妊娠の分娩様

式に関する検討．第 72 回日本産科婦人科学

会学術講演会．東京（Web）、2020.4 

46. 小田切崇、吉野直人、佐々木裕、村木靖．

ポリミキシンBを用いた経鼻インフルエン

ザワクチンの開発．東北乳酸菌研究会．Web、

2020.10 

47. 田中瑞恵、外川正生、兼重昌夫、細川真一、

寺田志津子、前田尚子、七野浩之、吉野直

人、杉浦 敦、喜多恒和：小児 HIV 感染症

の発生動向および診断時の状況の変遷．第

34 回日本エイズ学会学術集会．Web、

2020.11 

48. 岩動ちず子、吉野直人、伊藤由子、大里和

広、小山理恵、高橋尚子、杉浦 敦、田中

瑞恵、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、定

月みゆき、喜多恒和：HIV および妊婦感染

症検査実施率の全国調査．第 34 回日本エイ

ズ学会学術集会．Web、2020.11 

49. 伊藤由子、吉野直人、杉浦 敦、岩動ちず

子、大里和広、小山理恵、高橋尚子、田中

瑞恵、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、定

月みゆき、喜多恒和：HIV スクリーニング

検査実施率と妊娠中後期での再検査の検討．

第 34 回日本エイズ学会学術集会．Web、

2020.11 

50. 定月みゆき、杉野裕子、蓮尾泰之、林 公

一、五味淵英人、中西 豊、中西美紗緒、

源 奈保美、中野真希、山田里佳、吉野直

人、杉浦 敦、田中瑞恵、大津 洋、喜多

恒和：HIV 感染妊婦への診療体制の現状と

経腟分娩導入への課題．第 34 回日本エイズ

学会学術集会．Web、2020.11 

51. 杉浦 敦、市田宏司、竹田善紀、山中彰一

郎、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本 薫、

太田 寛、石橋理子、藤田 綾、吉野直人、

田中瑞恵、外川正生、喜多恒和：HIV 母子

感染例に関する検討．第 34 回日本エイズ学

会学術集会．Web、2020.11 

52. 村上 暉、佐道俊幸、樋口 渚、渡辺しお

か、石橋理子、吉元千陽、喜多恒和：妊娠

初期に梅毒と診断し適切に治療することで

先天梅毒を防ぐことができた一例．日本性

感染症学会第 33 回学術大会．東京（Web）、

2020.12 

53. 吉野直人、佐々木裕、小田切崇、杉山育美、

松本有機、菅野祐幸、佐塚泰之、村木靖．

全粒子不活化A型インフルエンザウイルス
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に対するクロシンの粘膜アジュバント作用．

第 24 回日本ワクチン学会．Web、2020.12 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得  なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他  なし 
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平成 30～令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊娠に関する研究の統括と成績の評価および妊婦の HIV 感染に関する 

認識度の実態調査」 

 

研究分担者：喜多恒和  奈良県総合医療センター 

周産期母子医療センター兼産婦人科、センター長兼統括部長 

研究協力者：宮木康成  医療法人緑風会三宅おおふくクリニック 院長 

            Medical Data Labo 代表 

   佐道俊幸  奈良県総合医療センター 産婦人科 部長 

多田和美  独協医科大学医学部・大学院 産婦人科学講座 講師 

      石橋理子  奈良県総合医療センター産婦人科 医長 

      吉野直人  岩手医科大学微生物学講座感染症学・免疫学分野 准教授 

      杉浦 敦  奈良県総合医療センター産婦人科 副部長 

      田中瑞恵  国立国際医療研究センター小児科 医員 

      山田里佳  JA 愛知厚生連 海南病院産婦人科 外来部長 

      定月みゆき 国立国際医療研究センター産婦人科 産科医長 

      大津 洋  国立国際医療研究センター 臨床研究センターサイエンス部  

臨床疫学研究室長 

桃原祥人  JA とりで総合医療センター産婦人科 部長 

      外川正生  大阪市立総合医療センター小児総合診療科・小児救急科 部長 

戸谷良造  和合病院 副院長 

      塚原優己  国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター産科 診療部長 

      和田裕一  宮城県産婦人科医会 理事 

研究補助員：榎本美喜子 奈良県総合医療センター産婦人科 

 

研究要旨： 

各分担研究の進捗状況を分担研究者間で相互評価し、各研究分担の研究計画を適時修正した。ホ

ームページの継続的運営によりマニュアル・ガイドラインや学会発表スライドの公開および社会的

情報の拡散を行い、医療従事者および国民の HIV 感染妊娠に関わる認識と知識の向上を図った。

HIV スクリーニング検査の偽陽性にかかわる妊婦の混乱を回避するために、大学病院 1 か所、公的

病院 2 か所、市中病院 1 か所、有床診療所 2 か所の全国定点施設 6 か所に受診する妊娠初期の妊婦

を対象に、HIV スクリーニング検査に関する基礎知識とスクリーニング検査が陽性であった場合の

反応について 3 年間アンケート調査を行った。アンケート調査は平成 28 年度のパイロット調査か

ら始まり通算 5 年間継続した。さらに令和 2 年度は奈良市内有床診療所 5 か所についても同様のア

ンケート調査を実施した。その結果は、HIV スクリーニング検査が陽性でもその 95％以上は偽陽性

であることを知っていたのは、全国定点施設でも奈良市内有床診療所でも同様に 6％程度であった。
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さらに定点施設では年次変動もなく、施設の地域差や診療機能差にも影響されなかった。したがっ

てスクリーニング検査が陽性と告知された場合、妊婦の 50％以上が非常に動揺し、90％以上が動揺

すると回答した。以上から妊婦の知識レベルは非常に低いことが判明し、リーフレットや小冊子の

配布などによる情報提供等、何らかの介入が必要であろうことが推察された。以上の結果から令和

2 年度では定点施設 6 か所および奈良市内の有床診療所 5 か所の妊婦を対象とし、妊娠初期妊婦に

A3 折込型リーフレット「クイズでわかる性と感染症の新ジョーシキ」（令和元年度発刊）を配布し、通

読を促したうえでアンケート調査を行った。リーフレットを読んでいたのは、定点施設では 65.1％

（未配布補正後）、奈良市内有床診療所では 82.4％で、共にそのうちの 90％以上の妊婦がリーフレ

ット内容を 50％以上理解できていた。近年の梅毒患者の増加や梅毒感染妊婦の治療効果および風

疹ワクチンの効果を問う設問に対しては、80％以上の正答率を示した。妊婦はこれらの知識をすで

に持っていたのか、リーフレット配布の効果であるのかは確認が必要である。しかしながら、HIV

スクリーニング検査の偽陽性について知識があるものは定点施設で 6.6％、奈良市内有床診療所で

も 5.9％にとどまり、過去 4 年間の定点調査の結果と比べて上昇は認められなかった。この原因は、

リーフレット通読前の知識を確認するような設問文にあると推測され、2021 年度に修正すること

とした。A6 サイズ 34 ページの小冊子「HIV や梅毒をはじめとする性感染症のすべてが簡単にわかる

本」も令和 3 年 3 月に発刊した。今後は上記リーフレットや小冊子などの情報の普及啓発資料の作成

をさらに推進し、その周知拡散方法を検討する必要がある。紙媒体や電子媒体のほか、SNS やマス

コミの活用が検討されるべきである。普及啓発の対象は若者を中心とする一般国民であるばかりか、

HIV 感染妊娠の診療を担う医療従事者も含まれるべきで、HIV 感染妊娠への診療体制の整備にも役

立つものと考える。 

 

 

A.研究目的 

1．各分担研究の進捗状況を分担研究者間で相

互評価する。 

2．ホームページの継続的運営により研究成果

を公開する。 

3．HIV スクリーニング検査の偽陽性にかかわ

る妊婦の混乱を回避する適切な対策を提案す

る。 

 

B.研究方法 

1．研究分担者相互による研究計画評価会議や、

研究協力者も加えた研究班全体会議を適時行

い、各研究分担の進捗状況と成績を相互評価し、

年度ごとあるいは年度にまたがる研究計画の

修正を行う。 

2．ホームページの継続的運営により研究成果

や最新情報を公開することで、HIV 感染妊娠に

関わる国民の認識と知識の向上に寄与した。 

3．地域や医療レベルの異なる分娩取り扱い施

設の妊婦に対し、HIV 感染に関するアンケート

調査を 3 年間実施した。令和 2 年度には奈良市

内有床診療所 5 か所も追加し、さらに A3 折込

型リーフレット「クイズでわかる性と感染症の新

ジョーシキ」を配布し、通読を促したうえで HIV

感染に関するアンケート調査を実施した。アン

ケートでは偽陽性に関する理解度など妊婦の

知識レベルの変化を把握し、教育啓発活動に資

することとした。妊婦アンケート調査の対象施

設は、①大学病院；獨協医科大学病院（栃木県）、

②公的病院；奈良県総合医療センター（奈良

県）・都立大塚病院（東京都）、③市中病院；

成増産院（東京都）、④有床診療所；松田母子

クリニック（埼玉県）・伊東レディースクリニ

ック（大分県）の定点 6 施設および奈良市内の

有床診療所 5 施設とした。定点施設はすべて研

究分担者あるいは研究協力者が所属する施設
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とした。資料 1 に妊婦へのアンケート調査依頼

文を、資料 2 にアンケート調査回答用紙を示す。 

（倫理面への配慮） 

当班の研究では HIV 感染に関わる産科医療

と小児医療および社会医学の中で行われるこ

とから、基本的に「倫理面への配慮」は欠くべ

からざるものである。細心の注意をもって対処

した。調査研究においては、平成 29 年 2 月改

正告示の文部科学省・厚生労働省「人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針」を遵守しプ

ライバシーの保護に努めた。 

 

C.研究結果 

1．研究代表者、研究分担者およびアドバイザー

による研究計画評価会議および研究班全体会

議は、それぞれ年 2 回開催した。令和元年度ま

での 2 年間は対面での会議が開催できたが、令

和 2 年度はすべてウェブ会議となった。しかし

会議の成果は十分得られたと思われる。各研究

分担の研究計画を再検討し、これを修正した。

産婦人科班・小児科班による HIV 感染妊娠の発

生に関する全国 2 次調査回答や報告症例のデー

タベースの管理を IT 化し、回答のウェブ化と

データの共有化および解析の迅速化を目指し

た。 

2．ホームページの運営では、「HIV 感染妊娠に

関する診療ガイドライン」2017年度初版や「HIV

母子感染予防対策マニュアル」2018 年度第 8 版

をはじめ、A3 折込型リーフレット「クイズでわ

かる性と感染症の新ジョーシキ」2019 年度版や

A6 サイズ小冊子「HIV や梅毒をはじめとする性

感染症のすべてが簡単にわかる本」2020 年度版な

どの教育啓発資料、さらに研究報告書や各種学

会発表スライド、社会的最新情報なども掲載し

た。さらにホームページの閲覧状況を毎月経時

的に把握し、掲載内容の更新と閲覧数の変動を

解析することにより、ホームページの啓発効果

を検討した（資料 3）。閲覧数は月間 2000 前後

で推移しており、Q&A のコーナーが約 70％以

上を占め、次いでガイドライン・マニュアル・

リーフレットと HOME のコーナーが 10％前後

で多く、資料ダウンロードや研究報告書のコー

ナーの閲覧数は少なかった。新情報の掲載によ

る閲覧数の変動は明確ではなかった。 

3．妊娠初期の妊婦を対象とした HIV スクリー

ニング検査に関するアンケート調査の結果に

ついて、定点施設は令和 2 年度および過去 4 年

間の結果を表 1 に、令和 2 年度に初めて行った

奈良市内の有床診療所の結果を表 2 に示した。

令和 2 年度はリーフレットの事前配布、アンケ

ート調査内容の追加、新型コロナウイルス感染

症対策などの諸事情により、調査回答期間が 1

か月程度となったため、定点施設では 3 か所か

ら回答を回収できず、また総数 121 例と十分な

回答数が得られなかった。しかし奈良市内有床

診療所においては迅速な協力が得られ、119 例

と年間分娩数に見合った回答数を得ることが

できた。解析結果では、定点と奈良市内でそれ

ぞれ、HIV が母子感染することを知っていたの

は 83.5％と 81.5％であったものの、スクリーニ

ング検査を妊婦健診で行うことを知っていた

のは 54.5％と 56.3％で、さらにスクリーニング

検査が陽性であっても、95%以上は偽陽性であ

ることを知っていたのは、たった 6.6％と 5.9％

であることが判明した。スクリーニング検査が

陽性であった場合、確認検査結果が出るまでの

1 週間は非常に動揺すると回答したのが 52.9％

と 55.6％におよび、アンケート調査により知識

が増えたと回答したのが 95.9％と 98.3％もあっ

た。また定点施設においては、これまでの 4 年

間の調査結果と比較しても、大きな変動はなく、

特にスクリーニング検査偽陽性の認識率は、リ

ーフレットを事前配布したにもかかわらず改

善が認められなかった。令和 2 年度のアンケー

トではリーフレットの事前配布に関する設問

を追加した。その結果、アンケート前にリーフ

レットを読んでいたのは、定点で 45.0％（未配

布修正後 65.1％）、奈良市内で 82.4％もあり、

既読者のうち理解度が 50％以上と回答したの

は定点・奈良市内共に 90.8％と高率であった。
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近年の梅毒患者の増加や梅毒感染妊婦の治療

効果および風疹ワクチンの効果を問う設問に

対しては、80％以上の正答率を示した。 

 

D.考察 

1．本研究班では、全国の産科・小児科を標榜す

る多数の医療施設を対象とした疫学調査とそ

の解析を骨幹としている。さらに HIV 感染女

性を対象としたコホート調査やアンケート調

査も行い、医療者向け診療ガイドラインや母子

感染予防対策マニュアルの策定・改訂、さらに

は HIV をはじめとする性感染症の情報を提供

するリーフレットや小冊子の刊行などの国民

への教育啓発法の開発も行っている。研究分担

班内での研究推進のみならず、研究計画評価会

議による研究分担者間での軌道修正は、各分担

研究課題の完遂と成果をより高めることに有

効であったと考える。 

2．本研究班の活動内容を適時公開することは、

国民への教育啓発に直結することから、各種の

情報掲載による HP の更新を頻回に行い、閲覧

者の最も多い入り口である Q&A コーナーの改

訂と内容追加、他の関連学会や団体の HP との

リンクなどをさらに進める必要である。HP の

認知度が上昇し閲覧数が増加すれば、その変動

の解析は、情報発信の効果を検証できると推測

されることから今後積極的な解析を進める予

定である。 

3．妊婦へのアンケート調査から、妊婦の HIV

感染に関する知識レベルは経時的にも地域的

にも非常に低いまま経過している。しかしリー

フレットの配布を伴うこのアンケート調査は、

妊娠女性への教育啓発として意義あるものと

考えられる。さらにアンケート中の設問文を修

正し、リーフレットの配布効果を正確に検証で

きるよう検討する。また、近年の梅毒患者の増

加や梅毒感染妊婦の治療効果および風疹ワク

チンの効果を問う設問に対しては、80％以上の

正答率を示したことから、妊婦はこれらの知識

をすでに持っていたのか、リーフレット配布の

効果であるのかは確認が必要である。 

 

E.結論 

研究代表者、研究分担者およびアドバイザー

による複数回の研究計画評価会議により、研究

計画の修正と確実な研究遂行が可能となった。

しかしながら、妊婦においては HIV 感染妊娠に

関する知識レベルは低く、ホームページの充実

や若者向けのリーフレットや小冊子の発行な

らびに SNS やマスコミの活用など情報伝達方

法の向上を図る必要がある。より適切で有効な

教育啓発法の開発とそれらの効果の検証が必

要であると考えられた。 

 

G.研究業績 

著書 

1. 喜多恒和、杉浦 敦、谷村憲司．C.周産期

感染症の管理－母子感染対策－ 12 HIV

感染症．産婦人科感染症マニュアル（一般

社団法人日本産婦人科感染症学会編） 

金原出版 東京 pp304-312，2018 

2. 喜多恒和、石橋理子．C.周産期感染症の管

理－母子感染対策－ 11 劇症型 A 群連

鎖球菌感染症．産婦人科感染症マニュア

ル（一般社団法人日本産婦人科感染症学

会編） 金原出版 東京 pp299-303，2018 

3． 谷口晴記、山田里佳、塚原優己、井上孝実、

千田時弘、大里和広、定月みゆき、中西豊、

白野倫徳、鳥谷部邦明、吉野直人、杉浦 

敦、田中瑞恵、蓮尾泰之、喜多恒和．HIV

感染妊娠に関する診療ガイドライン．平

成 29年度厚生労働省科学研究費補助金エ

イズ対策政策研究事業「HIV 感染妊娠に

関する全国疫学調査と診療ガイドライン

の策定ならびに診療体制の確立」班編 

2018 

4． 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

出口雅士、中西 豊、定月みゆき、大里和

広、白野倫徳、田中瑞恵、鳥谷部邦明、千

田時弘、杉野祐子、渡邉英恵、羽柴知恵子、
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吉野直人、杉浦 敦、廣瀬紀子、前田尚子、

桃原祥人、喜多恒和．HIV 母子感染予防対

策マニュアル 第 8 版．平成 30 年度厚生

労働省科学研究費補助金エイズ対策政策

研究事業「HIV 感染者の妊娠・出産・予後

に関する疫学的・コホート的調査研究と

情報の普及啓発法の開発ならびに診療体

制の整備と均てん化に関する研究」班編 

2019 

5． 田中瑞恵．後天性免疫不全症.小児科診療

ガイドライン第 4 版（五十嵐隆編） 総

合医学社 東京 pp580－589，2019 

6． 外川正生． 小児、青少年期における抗

HIV 療法．抗 HIV 治療ガイドライン（鯉

渕智彦、白阪琢磨編）（2019 年 3 月発行 

7 月 27 日改訂），平成 30 年度厚生労働行

政推進調査事業費補助金エイズ対策政策

研究事業 抗 HIV 治療ガイドライン HIV

感染症及びその合併症の課題を克服する

研究班，128-141,2019 

7． 白野倫徳、山田里佳、喜多恒和．産科編 Ⅱ.

妊娠関連疾患 HIV 感染症．臨床婦人科

産科 2020増刊号 産婦人科処方のすべて

2020 症例に応じた実践マニュアル  医

学書院 東京 pp288-290, 2020 

8． 喜多恒和．E．女性医学 6.感染症 5）STI

（5）HIV．産婦人科専門医のための必修

知識 2020 年度版（編集・監修 公益社

団法人日本産科婦人科学会） 株式会社杏

林舎 東京 ppE88-E90, 2020  

9． 佐道俊幸．B. 周産期 7.合併症妊娠 3）

血液疾患合併妊娠．産婦人科専門医のた

めの必修知識 2020 年度版（編集・監修 

公益社団法人日本産科婦人科学会） 株式

会社杏林舎 東京  ppB103-B105, 2020   

10． 田中瑞恵．小児の HIV 感染症．今日の小

児治療指針第 17 版（水口雅編） 医学書

院 東京 pp.330，2020 

11． 田中瑞恵．HIV 感染症．小児感染免疫学

（一般社団法人 日本小児感染症学会編） 

朝倉書店 東京 pp.534-541，2020 

12． 外川正生．HIV 陽性の母親から生まれた

児に対する予後管理．HIV 感染症「治療の

手引き」日本エイズ学゙会 （HIV 感染症治

療委員会 編） 日本エイズ学゙会 HIV 感染

症治療委員会 東京 pp.34-35，2020 

13． 田中瑞恵．小児、青少年期における抗 HIV

療法（四本美保子、白阪琢磨編） 抗 HIV

治療ガイドライン 令和 2 年度厚生労働

行政推進調査事業費補助金エイズ対策政

策研究事業 抗 HIV 治療ガイドライン 

HIV 感染症及びその合併症の課題を克服

する研究班東京 in press 

14． 吉野直人、田中瑞恵、岩動ちず子、伊藤由

子、大里和広、小山理恵、杉浦敦、喜多恒

和．HIV 感染児の診療に関する全国調査．

日本エイズ学会誌 in press 

 

論文 

（欧文） 

1． Yoshino N, Takeshita R, Kawamura H, Sasaki 

Y, Kagabu M, Sugiyama T, Muraki Y, Sato S. 

Mast cells partially contribute to mucosal 

adjuvanticity of surfactin in mice. Immun 

Inflamm Dis 6: 117-127, 2018 

2． Yamanaka J, Nozaki I, Tanaka M, Uryuu H, 

Sato N, Matsushita T, Shichino H: Moyamoya 

syndrome in a pediatric patientwith congenital 

human immunodeficiency virus type 1 

infection resulting in intracranial hemorrhage. 

J of Infect Chemother 24: 220-223, 2018 

（和文） 

1. 扇谷綾子、安原 肇、竹田善紀、石橋理子、

平野仁嗣、京谷有希子、酒井直子、喜多恒

和、箕輪秀樹：『妊娠・授乳と薬のデータベ

ース』作成と運用における課題．日本周産

期・新生児医学会雑誌 54：60-65，2018 

2. 石橋理子、喜多恒和．周術期感染症を含む

重症感染症 劇症型A群レンサ球菌感染症

（GAS）．臨床婦人科産科 72：166-171，
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2018 

3. 谷口晴記、山田里佳、喜多恒和、塚原優己：

産婦人科感染症の診断・管理～その秘訣と

ピットフォール．臨床婦人科産科 72：88-

92，2018 

4. 谷口晴記、白野倫徳、山田里佳、塚原優己：

HIV 母子感染予防のための薬物療法．周産

期医学 48：101-104，2018 

5. 杉浦 敦、喜多恒和：特集周産期と医療安

全 感染予防．周産期医学 49：702-705，

2019 

6. 杉浦 敦：近年の HIV 感染妊娠、特に母子

感染例におけるその臨床的・疫学的検討．

産科と婦人科「若手の最新研究紹介コーナ

ー」 86：371-373，2019 

7. 喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

山田里佳、定月みゆき、桃原祥人：HIV 感

染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・

コホート的調査研究と情報の普及啓発法の

開発ならびに診療体制の整備と均てん化に

関する研究．平成 30 年度厚生労働行政推進

調査事業費補助金エイズ対策政策研究事業

エイズ対策研究事業の企画と評価に関する

研究 総括研究報告書 福武勝幸編 76-

79，2019 

8. 山田里佳、白野倫徳、谷口晴記、喜多恒和：

特集母子感染症の必修知識―エキスパート

に学び予防につなげる HIV 母体管理―

分娩管理を含めて.小児内科、52：96-100，

2020 

9. 田中瑞恵：HIV 母体児への対応とフォロー

アップ．小児内科、52：101-104，2020 

10. 佐道俊幸、石橋理子、喜多恒和：特集/【必

携】専攻医と指導医のための産科診療到達

目標 病態・疾患編【合併症妊娠】血液疾

患：特発性血小板減少性紫斑病．周産期医

学 50：1435-1437，2020 

11. 喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

山田里佳、定月みゆき、桃原祥人、大津 洋：

HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫

学的・コホート的調査研究と情報の普及啓

発法の開発ならびに診療体制の整備と均て

ん化に関する研究．令和元年度厚生労働行

政推進調査事業費補助金エイズ対策政策研

究事業の企画と評価に関する研究 総括研

究報告書 福武勝幸編 116-119,  2020 

12. 山田里佳、白野倫徳、谷口晴記、喜多恒和：

HIV 母体管理―分娩管理を含めて．小児内

科 52：96-100, 2020 

13. 田中瑞恵：HIV 母体児への対応とフォロー

アップ．小児内科 52：101-104，2020 

14. 島田真実、 田中瑞恵、大田倫美、 渥美ゆ

かり、本田 真梨、吉本優里、大熊喜彰、兼

重昌夫、瓜生英子、山中純子、水上愛弓、

五石圭司、佐藤典子、七野 浩之： 結核と

リンパ球性間質性肺炎の鑑別に肺生検が有

用であった HIV 感染児の二例．日本小児科

学会雑誌 124: 1107-1113, 2020 

15. 山田里佳、谷口晴記：HIV 感染症．臨床と

微生物 48：71-76，2021 

16. 杉野祐子、定月みゆき、谷口 紅、鈴木ひ

とみ、池田和子、大金美和、中西美紗緒、

菊池 嘉、岡 慎一：国立国際医療研究セ

ンター（NCGM）における挙児希望 HIV 感

染女性の妊娠方法．日本性感染症学会学会

誌 in press 

 

学会発表 

＜シンポジウム＞ 

1. 杉浦 敦、市田宏司、山中彰一郎、竹田善

紀、中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高

野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田 綾、高橋尚

子、吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田

中瑞恵、大津 洋、外川正生、喜多恒和：

（日本エイズ学会との Joint Symposium）

HIV 感染予防の最近の話題－PrEP、U=U

などの話題とともに－最近の HIV 母子感

染の動向．日本性感染症学会第 32 回学術

大会．京都、2019.11 
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2. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝

実、白野倫徳、出口雅士、中西 豊、鳥谷

部邦明、大里和広、千田時弘、杉野祐子、

羽柴知恵子、渡邉英恵、定月みゆき、田中

瑞恵、喜多恒和：（日本エイズ学会との

Joint Symposium）HIV 感染予防の最近の話

題－PrEP、U=U などの話題とともに－

HIV 母子感染予防マニュアルについて－

挙児希望 HIV 感染者の感染予防の紹介

－．日本性感染症学会第 32 回学術大会．

京都、2019.11 

3. 喜多恒和：（市民公開講座）HIV 母子感染

の現状．市民公開講座「感染症から母子を

守るために」．沖縄、2020.2 

4. 佐道俊幸：（市民公開講座）クラミジア・

ヘルペス・サイトメガロ・トキソプラズ

マ・HTLV 等の母子感染について．市民公

開講座「感染症から母子を守るために」．

沖縄、2020.2 

 

＜一般演題＞ 

1. 杉浦 敦、中西美紗緒、市田宏司、箕浦茂

樹、松田秀雄、高野政志、桃原祥人、佐久

本薫、太田 寛、石橋理子、喜多恒和：本

邦の医療施設において HIV 感染妊娠の経

腟分娩は可能か？．第 70 回日本産科婦人科

学会学術講演会．宮城．2018.5 

2. 山田里佳、喜多恒和、谷口晴記、井上孝実、

千田時弘、大里和広、鳥谷部邦明、中西 豊、

定月みゆき、白野倫徳、塚原優己、吉野直

人、杉浦 敦、田中瑞恵、蓮尾泰之：わが

国独自の HIV 母子感染予防対策ガイドラ

インの策定について．第 70 回日本産科婦人

科学会学術講演会．宮城．2018.5 

3. 林 彩世、上野山麻水、緒方佑莉、赤羽宏

基、粟野 啓、大西賢人、中西美紗緒、高

本真弥、大石 元、定月みゆき、山澤功二、

矢野 哲：HIV 陽性患者における CIN 発症

頻度の検討．第 70 回日本産科婦人科学会学

術講演会．宮城．2018.5 

4. 林 公一、蓮尾泰之、明城光三、五味淵秀

人、宗 邦夫、喜多恒和：本邦における HIV

感染妊婦の経腟的分娩の受け入れ対応につ

いて―国内分娩施設における経腟分娩受け

入れ可否の現状調査―．第 70 回日本産科婦

人科学会学術講演会．宮城．2018.5 

5. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニング検査実施率の変遷と背

景．第 35 回日本産婦人科感染症学会学術集

会．岐阜．2018.5 

6. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：未受

診妊婦への HIV スクリーニングの現状―

妊婦 HIV スクリーニング検査に関する全

国調査．第 35 回日本産婦人科感染症学会学

術集会．岐阜．2018.5 

7. 竹田善紀、杉浦 敦、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、榎本美喜子、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：近年における HIV

感染判明後妊娠の現状．第 35 回日本産婦人

科感染症学会学術集会．岐阜．2018.5 

8. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、高橋尚子、吉野直人、

山田里佳、定月みゆき、田中瑞恵、外川正

生、喜多恒和：HIV 感染初産婦における分

娩様式に関する検討．第 35 回日本産婦人科

感染症学会学術集会．岐阜．2018.5 

9. 竹田善紀、杉浦 敦、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、佐久本薫、石橋理子、吉野直人、喜
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多恒和：近年の HIV の母子感染例に関する

臨床的・疫学的検討．第 54 回日本周産期・

新生児医学会学術集会．東京．2018.7 

10. 辻 満、砂倉麻央、浅野真、福岡真弓、高 

暁子、川上香織、岩田みさ子、桃原祥人：

当院での過去 4 年間における梅毒合併妊娠

8 例の検討．第 54 回日本周産期・新生児医

学会学術集会．東京．2018.7 

11. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV 検査と HIV 母子感染の日本の現状

―HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査．第

72 回国立病院総合医学会．神戸．2018.11 

12. 伊藤由子、吉野直人、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：未受

診妊婦に対する HIV スクリーニング検査

状況～全国調査の結果より～．第 72 回国立

病院総合医学会．神戸．2018.11 

13. 林 公一、明城光三、五味淵秀人、宗 邦

夫、中山香央、蓮尾泰之、喜多恒和：HIV 感

染妊婦に関する診療ガイドラインの刊行に

当たり．HIV 感染妊娠における経腟的分娩

の受け入れ可能施設の現状について．第 72

回国立病院総合医学会．兵庫．2018.11 

14. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、吉野直人、山田里佳、

定月みゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒

和：妊娠中・分娩後に HIV 感染が判明した

194 例の臨床的疫学的解析．第 32 回日本エ

イズ学会学術集会．大阪．2018.12 

15. 田中瑞恵、外川正生、兼重昌夫、細川真一、

前田尚子、寺田志津子、七野浩之、吉野直

人、杉浦 敦、喜多恒和：小児 HIV 感染症

の発生動向と今後の課題．第 32 回日本エイ

ズ学会学術集会．大阪．2018.12 

16. 桃原祥人、杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、

中西美紗緒、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政

志、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石橋

理子、藤田 綾、吉野直人、山田里佳、定

月みゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒和：

妊娠初期 HIV スクリーニング検査陰性例

から生じた母子感染に関する検討．第 32 回

日本エイズ学会学術集会．大阪．2018.12 

17. 山田里佳、喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、

田中瑞恵、定月みゆき、桃原祥人、谷口晴

記、塚原優己、井上孝実、千田時弘、大里

和広、中西 豊、白野倫徳、鳥谷部邦明、

杉野祐子、羽柴知恵子、出口雅士：HIV 感

染妊娠に関する診療ガイドライン初版と

HIV 母子感染マニュアル第 7 版の比較．第

32 回日本エイズ学会学術集会．大阪．

2018.12 

18. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋尚子、

杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：過去

19 年間の妊婦 HIV スクリーニング検査実

施率の比較と母子感染対策への取り組み．

第 32 回日本エイズ学会学術集会．大阪．

2018.12 

19. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニングにおける未受診妊婦の

問題--妊婦 HIV スクリーニング検査率に関

する全国調査．第 32 回日本エイズ学会学術

集会．大阪．2018.12. 

20. 杉野祐子、木下真里、小山美樹、谷口 紅、

池田和子、大金美和、中西美紗緒、潟永博

之、菊池 嘉、定月みゆき、岡 慎一：国

立国際医療研究センター（NCGM）におけ

る HIV 感染妊婦の転機と出産場所に関す

る検討．第 32 回日本エイズ学会学術集会．
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大阪．2018.12 

21. 田中瑞恵：HIV 母子感染の現状と今後の課

題.国際母子カンファレンス．東京、2019.1 

22. Sugiura A, Ichida H, Nakanishi M, Minoura S, 

Matsuda H, Takano M, Momohara Y, Sakumoto 

K, Ohta H, Ishibashi S, Takeda Y, Kita T: 

Mother to child transmission of HIV in Japan 

during the antiretroviral therapy (ART) era. 第

71 回日本産科婦人科学会学術講演会．名古

屋、2019.4 

23. 山田里佳、喜多恒和、谷口晴記、塚原優己、

井上孝実、千田時弘、大里和広、中西 豊、

定月みゆき、鳥谷部邦明、杉浦 敦、桃原

祥人、出口雅士：日本における HIV 感染妊

娠に関する診療ガイドライン初版と HIV

母子感染予防対策マニュアル第 7 版の改訂

について．第 71 回日本産科婦人科学会学術

講演会．名古屋、2019.4 

24. 大里和広、杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

HIV スクリーニングと未受診妊婦の問題点

―妊婦 HIV スクリーニング検査率に関す

る全国調査．第 71 回日本産科婦人科学会学

術講演会．名古屋、2019.4 

25. 桃原祥人、吉野直人、伊藤由子、大里和広、

小山理恵、塚原優己、渡邉英恵、羽柴知恵

子、廣瀬紀子、佐野貴子、鈴木ひとみ、長

與由紀子、谷村憲司、森實真由美、木内 英、

喜多恒和：妊婦健診における HIV 検査の公

費負担及び母子感染予防啓発に関する全国

自治体アンケート調査．第 36 回日本産婦人
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資料 1 妊婦へのアンケート依頼文 
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資料 2 アンケート回答用紙 
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資料 3 HP 閲覧数（2021 年 1 月－2 月） 
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表 1 妊娠初期妊婦に対するアンケート結果（定点施設） 
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表 2 妊娠初期妊婦に対するアンケート結果（奈良市内有床診療所） 
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平成 30〜令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV感染妊婦とその出生児の発生動向および妊婦 HIVスクリーニング検査等に 

        関する全国調査 

 

研究分担者：吉野 直人   岩手医科大学医学部微生物学講座 感染症学免疫学分野・准教授 

研究協力者：岩動 ちず子  岩手医科大学医学部産婦人科学講座・助教 

      伊藤 由子   国立病院機構 長良医療センター看護部・副看護部長 

      大里 和広   市立四日市病院産婦人科・周産期母子センター長 

      小山 理恵   岩手医科大学医学部産婦人科学講座・准教授 

 

研究要旨： 

本分担研究班では平成 30（2018）〜令和 2（2020）年度の 3年間に産婦人科、小児科、自治体に

対し種々の調査を行った。 

現在、日本では HIV 母子感染は適切な予防対策で感染率を 1％未満に低下させることが可能にな

っている。しかし、感染予防対策は妊婦が HIVに感染していることが確認されて初めて施行される。

そこで、妊婦における HIV スクリーニング検査実施率の現状と HIV 感染妊婦およびその出生児の動

向を把握するため、全国の産科または産婦人科を標榜する病院と診療所、小児科を標榜する病院に

対し種々の調査を行った、また妊婦健康診査（妊婦健診）での公費負担等について自治体に対して

の調査を行った。 

産婦人科調査：2018、2019、2020 年の病院での妊婦 HIV スクリーニング検査実施率は 99.7％、

100％（99.996％）、99.9％であった。病院調査を開始した 1999 年（73.2％）と比較すると 2020年

では 26.7％の上昇が認められた。2018年の診療所での妊婦 HIVスクリーニング検査実施率は 99.9％

で、診療所調査を開始した 2003 年（80.8％）と比較すると 19.1％の上昇が認められた。妊婦健康

審査（妊婦健診）を定期的に受診している妊婦に対しては HIVスクリーニング検査や適切な予防対

策（cART・帝王切開術・断乳等）が行われていると考えられるが、定期的に妊婦健診等を受けてい

ないと思われる妊婦（未受診妊婦）の分娩に関してはこれらの予防対策を完全に施行することは不

可能となる。2017 年に未受診妊婦の分娩を行ったことがある病院は全国で 314 施設（37.1％）あ

り、妊婦数は 946例であった。未受診妊婦が HIVに感染している場合、対応の遅れから HIV 母子感

染症が発生する危険性は十分にあるため注視すべきであると考えられる。妊娠初期での HIV スクリ

ーニング検査および感染妊婦の管理を行う必要がある。HIV母子感染の現状は、散発的であるが 2012

年以降では HIV母子感染が 4例報告されている。これらの症例の中には、妊娠初期 HIV スクリーニ

ング検査で陰性結果を確認した女性から母子感染したと思われる感染児が見られたことから、HIV

母子感染予防のための母体の妊娠中期・後期の再検査についての調査を病院に行った。再検査を実

施していた施設は 26 病院（912 回答 2.9％）、回答のあったほとんどの病院で再検査は行われてい

なかった。HIV 検査実施率に加えて妊婦に対する他の感染症検査実施率を病院で調査したところ、

クラミジア 99.5％、C 型肝炎ウイルス（HCV）99.8％、ヒト T 細胞白血病ウイルス 1 型（HTLV-1）

99.4％、B群溶血性連鎖球菌（GBS）99.7％、トキソプラズマ 46.6％、サイトメガロウイルス（CMV）
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12.4％であった。新型コロナウイルス感染症（COVID-19）のパンデミックにより医療提供が逼迫し

ていることが報告されているが、調査時点において HIV 母子感染予防に対する診療体勢に COVID-

19 の影響はほぼないことが明らかになった。 

小児科調査：小児科医師の HIV感染児の診療への対応について調査を行ったところ、15.5％の施

設が「自施設で診察する」と回答したが、66.0％の施設が「他施設に紹介する」と回答した。また、

大学病院や小児科常勤医師数が多い病院ほど自施設で診察すると回答した施設の割合が高い傾向

にあった。一方、鳥取県と佐賀県には「自施設で診察する」と回答した施設が存在しなかった。HIV

感染児が全国どこでも医療機関にアクセスできるようにするために、HIV 感染児を診察できる施設

の増加や集約化の取り決めなどの整備が必要であると考えられる。 

自治体調査：自治体に妊婦 HIV 検査の実施状況について質問したところ 99.1％の自治体で現在

検査項目に含まれると回答した。また、全体の約 7 割の自治体が 2009 年までに妊婦 HIV 検査の公

費負担を開始していた。HIV 母子感染に関する啓発について質問したところ 32.9％の自治体で啓発

を行ったことがあるとの回答を得た。啓発を行ったことがある自治体で HIV 母子感染に関する啓発

方法について質問したところ、「パンフレット、小冊子など」が最も多かった。HIV 母子感染に関す

る啓発を行ったことがない自治体で HIV 母子感染に関する啓発を行ったことがない理由について

質問したところ、「自治体内に HIV 感染者が少ない（またはいない）と推定される」が最も多く、次

いで「HIV母子感染に関する啓発資材や資料がない（または少ない）」であった。この結果は、逆に

HIV 母子感染に関する啓発資材や資料があれば自治体において HIV 母子感染に関する啓発を行う可

能性があると言える。本研究班で普及啓発に利用可能な資材の開発を行い、さらには全国の自治体

において HIV 母子感染に関する啓発を行う人材育成といった間接的な啓発を行うことも広く国民

に HIV 母子感染を理解してもらう手段になり得ると考察する。 

検査によって HIV 感染が明らかになった場合、適切な予防対策でほとんど母子感染が予防できる

ことが明らかになっており、「母子感染ゼロ」に向け今後とも調査を継続するとともに、HIV感染児

の診療体制の整備や自治体と連携も含めて啓発活動を行っていく必要があると考えられた。 

 

A.研究目的 

これまでの研究により、HIV 感染妊婦への抗

ウイルス剤の投与、選択的帝王切開分娩、児へ

の人工栄養を行うことで、母子感染率を 1％未

満に低下させることが可能であることを明ら

かにしてきた。しかしながら、大前提として妊

婦が HIVに感染しているか否かが明らかになら

なければこれらの医療介入を行うことはでき

ない。そのため、HIV 感染妊婦およびその出生

児の動向と全国の産科施設における妊婦 HIVス

クリーニング検査実施率を調査し、検査実施率

上昇のための啓発活動を行うことは母子感染

予防の第一歩となる。さらに、妊婦 HIV検査は

公費負担との関連もあり実施率は年々上昇し

ているが、過去の調査では公費負担の廃止とと

もに検査率が減少した経緯があった。また、近

年の HIV 母子感染の現状は 2012 年以降に HIV

母子感染が 4例報告されており、これらの症例

の中には妊娠初期での検査は陰性であったが、

その後に HIV感染し児への母子感染に至った例

もあった。HIV 母子感染を取り巻く状況は変化

してきており、母子感染防止のための対策、啓

発も新たな方法を開発する必要があると考え

る。これら 2つの背景から、妊婦 HIV 検査実施

の公費負担および自治体での啓発についての

状況を把握することを目的とした。 

中華人民共和国湖北省武漢市において、2019

年 12 月以降、新型コロナウイルス（SARS-CoV-

2）関連肺炎の発生が報告され、短期間のうちに

日本も含め世界中に広まった。新型コロナウイ
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ルス感染症（COVID-19）のパンデミックにより、

世界的に HIV感染者への医療提供が逼迫してい

ることが報告されている。この様な状況下にお

いて、HIV 母子感染予防のための医療提供に影

響があるのかを調査することはパンデミック

下において意義があり、また将来起こりうる新

興感染症によるパンデミック時における HIV母

子感染予防対策の礎となる。 

HIV 感染妊婦数の実態把握は日本国内で唯一

の疫学研究であり、本研究は HIV感染妊婦とそ

の出生児の全国規模での発生動向の調査およ

び妊婦 HIV検査実施率の把握を目的とした。 

 

B.研究方法 

郵送調査により全国調査（一次調査）を実施

した。2018、2019、2020 年の期間に毎年一回、

全国の産科または産婦人科を標榜するすべて

の病院、小児科を標榜するすべての病院に対し

一次調査用紙を送付し、返信用葉書により回答

を得た。三年毎に実施する全国の産科または産

婦人科を標榜する診療所に対する調査は 2018

年に行った。 

自治体に対する調査は 2018 年に行い、質問

用紙を送付し封書での回答を得た。 

質問項目は以下のとおりである。 

 

B-1. 産婦人科病院調査 

B-1-1. 2018年調査 

全国の産科または産婦人科を標榜するすべ

ての病院 1,155施設に対し一次調査用紙を送付

し、返信ハガキにより回答を得た。質問項目は

次のとおりである。 

質問 1．2017 年 10 月以降に受診した HIV 感染

妊婦 

質問 2．2017 年 10 月以前に受診し、本調査に

未報告または報告したかどうか不明の

HIV感染妊婦 

質問 3．貴施設での妊婦健診実施の有無 

質問 4．貴施設での 2017 年 1 月から 12 月まで

の分娩件数 

質問 5．貴施設での妊婦に対する HIV スクリー

ニング検査の実施率 

質問 6．貴施設での妊婦に対する HIV スクリー

ニング検査が陽性の場合 

質問 7-1．2017 年 1 月から 12 月までの期間で

貴施設において未受診と思われる妊婦

の分娩（いわゆる飛込み分娩）の有無 

質問 7-2．質問 7-1 の未受診妊婦が「あり」の

場合、HIV スクリーニング検査の実施

状況 

質問 8．2017 年 1 月から 12 月の期間で貴施設

での梅毒感染妊婦の有無 

以上の質問に対して有効回答の解析を行った。 

 

B-1-2. 2019 年調査 

全国の産科または産婦人科を標榜するすべ

ての病院 1,141施設に対し一次調査用紙を送付

し、返信はがきにより回答を得た。質問項目は

以下のとおりである。 

質問 1． 2018 年 10月以降に貴施設を受診され

た HIV 感染妊婦数 

質問 2．前述の質問 1 以前に受診し本調査に未

報告または報告したか不明の HIV 感染

妊婦数 

質問 3．貴施設での妊婦健診（母子手帳を持参

の診察）の実施の有無 

質問 4．貴施設での 2018 年 1 月から 12 月まで

の分娩件数 

質問 5．貴施設での妊婦に対する HIV スクリー

ニング検査の実施率 

質問 6．妊娠初期に HIV 検査を行い、陰性の結

果を確認した妊婦について 

質問 6-1．妊娠中期〜後期健診における HIV 再

検査の年間件数（帝王切開等の術前検

査を除く母子感染予防のため二回目の

HIV 検査） 

質問 6-2．前述の質問 6−1 でありの場合、再検

査を行った対象妊婦 

質問 7．貴施設での妊婦に対する感染症検査の

実施率 
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（1) クラミジア  

（2）HCV（C型肝炎ウイルス） 

（3）HTLV-1（ヒト T細胞白血病ウイルス 1型） 

（4）GBS（B群溶血性連鎖球菌） 

（5）トキソプラズマ 

（6）CMV（サイトメガロウイルス） 

以上の質問に対して有効回答の解析を行った。 

 

B-1-3. 2020年調査 

全国の産科または産婦人科を標榜するすべ

ての病院 1,122施設に対し一次調査用紙を送付

し、返信はがきにより回答を得た。質問項目は

以下のとおりである。 

質問 1． 2019 年 10月以降に貴施設を受診され

た HIV感染妊婦数 

質問 2．前述の質問 1 以前に受診し本調査に未

報告または報告したか不明の HIV 感染

妊婦数 

質問 3．貴施設での妊婦健診（母子手帳を持参

の診察）の実施の有無 

質問 4．貴施設での 2019 年 1 月から 12 月まで

の分娩件数 

質問 5．貴施設での妊婦に対する HIV スクリー

ニング検査の実施率 

質問 6．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

の HIV診療への影響調査 

①貴施設産婦人科で妊婦の COVID-19 患者の

診療の有無 

②COVID-19 の影響による妊婦の診療縮小の

有無 

③HIV 感染妊婦の診療における COVID-19 に

よる影響 

以上の質問に対して有効回答の解析を行った。 

 

B-2. 小児科病院調査 

B-2-1. 2018 年調査 

全国の小児科を標榜するすべての病院 2,239

施設に対し一次調査用紙を送付し、返信ハガキ

により回答を得た。質問項目は以下のとおりで

ある。 

質問 1．2017 年 9月 1日から 2018年 8月 31日

までに HIV 感染妊婦から出生した症例 

質問 2．2017 年 8 月 31 日以前に HIV 感染妊婦

から出生した症例で過去の調査に報告

していない、もしくは報告したかどう

か不明の症例 

質問 3．貴施設での HIV感染児の診療 

質問 4．貴施設での小児科常勤医師数 

以上の質問に対して有効回答の解析を行った。 

 

B-2-2. 2019 年調査 

全国の小児科を標榜するすべての病院 2,296

施設に対し一次調査用紙を送付し、返信はがき

により回答を得た。質問項目は以下のとおりで

ある。 

質問 1．2018 年 9月 1日から 2019年 8月 31日

までに HIV 感染女性から出生した症例 

質問 2．2018 年 8 月 31 日以前に HIV 感染女性

から出生した症例で、過去の調査に報告

していない、もしくは報告したかどうか

不明の症例 

以上の質問に対して有効回答の解析を行った。 

 

B-2-3. 2020 年調査 

全国の小児科を標榜するすべての病院 2,259

施設に対し一次調査用紙を送付し、返信はがき

により回答を得た。質問項目は以下のとおりで

ある。 

質問 1．2019 年 9月 1日から 2020年 8月 31日

までに HIV 感染女性から出生した症例 

質問 2．2019 年 8 月 31 日以前に HIV 感染女性

から出生した症例で、過去の調査に報

告していない、もしくは報告したかど

うか不明の症例 

質問 3．新型コロナウイルス感染症（COVID-19）

の HIV 診療への影響調査 

①貴施設小児科での COVID-19 患者の診療の

有無 

②小児科診療の COVID-19 の影響による縮小

の有無 
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③HIV 感染母体から出生した児について

COVID-19による診療の変化 

以上の質問に対して有効回答の解析を行った。 

 

B-3. 産婦人科診療所調査 

全国の産科または産婦人科を標榜する全て

の診療所 3,091施設に対し一次調査用紙を送付

し、返信ハガキにより回答を得た。質問項目は

以下の通りである。 

質問 1．過去 3 年以内（2015 年 8月以降）に受

診した HIV 感染妊婦 

質問 2．質問 1 以前に受診し、本調査に未報告

または報告したかどうか不明の HIV 感

染妊婦 

質問 3．貴施設での妊婦健診実施の有無 

質問 4．貴施設での 2017 年 1 月から 12 月まで

の分娩件数 

質問 5．貴施設での妊婦に対する HIV スクリー

ニング検査の実施率 

質問 6．貴施設での妊婦に対する HIV スクリー

ニング検査が陽性の場合 

質問 7-1．2017 年 1 月から 12 月の期間で貴施

設において未受診と思われる妊婦の分

娩（いわゆる飛込み分娩）の有無 

質問 7-2．質問 7-1 の未受診妊婦が「あり」の

場合、HIV スクリーニング検査の実施

状況 

質問 8．2017 年 1 月から 12 月の期間で貴施設

での梅毒感染妊婦の有無 

以上の質問に対して有効回答の解析を行った。 

 

B-4. 自治体調査 

全国自治体 1,741 市町村（色丹郡色丹村、国

後郡泊村、国後郡留夜別村、択捉郡留別村、紗

那郡紗那村、蘂取郡蘂取村を除く）に対し調査

回答用紙を送付し、封書により回答を得た。質

問項目は妊婦健診の公費負担および HIV母子感

染予防啓発について次のとおりである。 

質問 1．妊婦健診の受診票の交付方式 

※受診券方式：毎回の検査項目が示されてい

る券を妊婦が医療機関に持参して健診を

受ける。 

※補助券方式：補助額が記載された券を妊婦

が医療機関に持参して健診を受ける。検

査項目は医療機関の判断による。 

［受診券方式の自治体について］ 

質問 2．受診券方式での妊婦 HIV 検査の実施状

況について  

質問 2-1．妊婦 HIV 検査の公費負担の開始時期

について 

質問 2-2．妊婦 HIV 検査の公費負担の継続につ

いて 

質問 3．今後の妊婦 HIV 検査の公費負担につい

て 

質問 4．妊娠後期の HIV 検査（妊娠中の 2 回の

HIV 検査）の公費負担の有無について 

質問 5．現在行われている他の妊婦感染症検査

の公費負担について 

［補助券方式の自治体について］ 

質問 6．補助券方式での公費負担の開始時期に

ついて 

質問 7．妊婦 HIV 検査の実施状況について 

質問 7-1．妊婦 HIV 検査の公費負担の開始時期

について 

質問 7-2．妊婦 HIV 検査の公費負担の継続につ

いて 

［すべての自治体］ 

質問 8．HIV 母子感染に関する啓発について 

質問 8-1．HIV 母子感染に関する啓発方法につ

いて 

質問 8-2．HIV 母子感染に関する啓発資材や資

料の入手方法 

質問 8-3．HIV 母子感染に関する啓発を行った

ことがない理由について 

質問 9．妊婦 HIV 検査の公費負担に関してご意

見等 

質問 10．HIV 母子感染の啓発に関してご意見等 

以上の質問に対して有効回答の解析を行っ

た。 
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（倫理面への配慮） 

本研究は岩手医科大学医学部倫理委員会に

おいて承認された研究である（番号：MH2018-

061、承認年月日：平成 30年 7月 5日）。 

 

C.研究結果 

C-1. 産婦人科病院調査 

C-1-1. 2018年調査 

2018 年 10 月 1 日に岩手医科大学から全国に

発送した。2019 年 3 月 31 日現在で送付施設数

は 1,155件であり回収数は 864件、産婦人科廃

止等による返還は13件であり有効送付数1,142

件、回答数は 851 件であった。有効回答率は

74.5％（2017年 82.3％、比：8.2％減）であっ

た。都道府県別有効回答率は 92.9％（香川県）

〜44.4％（秋田県）であった（表 1）。全国病院

一次調査での HIV 感染妊婦報告数は 2017 年 10

月 1日から 2018年 9月 30日までの間に受診し

た HIV 感染妊婦は 23病院のべ
．．

44例、2017 年 9

月以前の全国調査に未報告であった HIV感染妊

婦はのべ
．．

28 例（17病院）が 2018 年調査に報告

された。これら症例に対し杉浦班で産婦人科二

次調査が行われた。 

 

C-1-2. 2019年調査 

2019 年 10 月 1 日に岩手医科大学から全国に

発送した。2020 年 3 月 31 日現在で送付施設数

は 1,141件であり回収数は 955件、産婦人科廃

止等による無効回答は 23 件であり有効送付数

1,118件、回答数は 932件、有効回答率は 83.4％

（2018 年 74.5％）であった。都道府県別有効回

答率は 100％（徳島県、熊本県）〜55.6％（秋

田県）であった（表 1）。2019 年病院一次調査で

の HIV 感染妊婦報告数は、2018 年 10 月 1 日か

ら 2019年 9月 30日の間に受診した HIV感染妊

婦が全国 25 病院のべ
．．

40例であった。2018 年 9

月以前の本調査に未報告であった HIV感染妊婦

はのべ
．．

18例（13病院）が 2019 年調査に報告さ

れた。これら症例に対し杉浦班で産婦人科二次

調査が行われた。 

 

C-1-3. 2020 年調査 

2020 年 10 月 1 日に岩手医科大学から全国に

発送した。2021年 2月 1日現在で送付病院数は

1,122 件であり回収数は 891 件、産婦人科廃止

等による無効回答は 20 件であり有効送付数

1,102件、回答数は 871件、有効回答率は 79.0％

であった。都道府県別有効回答率は 100％（福

井県、和歌山県）〜25.0％（山梨県）であった

（表 1）。2020 年病院一次調査での HIV 感染妊

婦報告数は、2019年 10月 1日から 2020年 9月

30 日の間に受診した HIV 感染妊婦が全国 18 病

院のべ
．．

24 例であった。2019 年 9 月以前の本調

査に未報告であった HIV感染妊婦はのべ
．．

8例（8

病院）が 2020 年調査に報告された。これら症例

に対し杉浦班で産婦人科二次調査が行われた。 

 

C-2. 小児科病院調査 

C-2-1. 2018 年調査 

2018 年 9 月 3 日に岩手医科大学から全国に

発送した。2019 年 3 月 31 日現在で送付施設数

は 2,339件であり回収数は 1,285件、小児科廃

止等による返還は17件であり有効送付数2,322

件であった。また、回答数は 1,268 件、有効回

答率は 54.6％であった。都道府県別回答率は

83.3％（和歌山県）〜36.4％（佐賀県）であっ

た（表 2）。2018 年全国小児科一次調査での 2017

年 9月 1日から 2018年 8月 31日までに HIV感

染女性より出生した小児は、全国の 10 施設で

のべ
．．

21 例、2017 年 9 月以前の全国調査に未報

告であった HIV感染女性より出生した小児のべ
．．

22 例（16 施設）が 2018 年調査に報告された。

これらの症例に対し田中班で小児科二次調査

が行われた。 

 

C-2-2. 2019 年調査 

2019 年 9 月 2 日に岩手医科大学から全国に

発送した。2020 年 3 月 31 日現在で送付施設数

は 2,296件であり回収数は 1,550件、小児科廃

止等による無効回答は 20 件であり有効送付数



39 

 

2,276 件であった。また、回答数は 1,532 件、

有効回答率は 67.3％であった。都道府県別回答

率は 100％（鳥取県）〜50.0％（青森県）であ

った（表 2）。2019 年小児科一次調査での 2018

年 9月 1日から 2019年 8月 31日までに HIV感

染女性より出生した小児は、全国の 17 病院で

のべ
．．

26 例、2018 年 9 月以前の本調査に未報告

であった HIV感染女性より出生した小児がのべ
．．

8 例（6 病院）が 2019年調査に報告された。こ

れらの症例に対し田中班で小児科二次調査が

行われた。 

 

C-2-3. 2020年調査 

2020 年 9 月 2 日に岩手医科大学から全国に

発送した。2021年 2月 1日現在で送付施設数は

2,259 件であり回収数は 1,516 件、小児科廃止

等による無効回答は 14 件であり有効送付数

2,245 件であった。また、回答数は 1,502 件、

有効回答率は 66.9％であった。都道府県別回答

率は 94.1％（鳥取県）〜45.0％（佐賀県）であ

った（表 2）。2020年小児科一次調査で、2019 年

9 月 1 日から 2020 年 8 月 31 日までに HIV 感染

女性より出生した小児は、全国の 13 病院での
．

べ
．
20 例であった。2019 年 9 月以前の本調査に

未報告であった HIV感染女性より出生した小児

がのべ
．．

9例（6病院）が 2020 年調査に報告され

た。これらの症例に対し田中班で小児科二次調

査が行われた。 

 

C-3. 産婦人科診療所調査 

産婦人科診療所調査は 2018年 8月 20日に岩

手医科大学から全国に発送した。2019年 3月 31

日現在で送付施設数は 3,091件であり回収数は

1,643 件、産婦人科廃止・閉院等による返還な

どの無効は 168 件であり有効送付数 2,923 件、

回答数は 1,475 件であった。有効回答率は

50.5％（2015年 45.3％、比：5.2％増）であっ

た。都道府県別有効回答率は 88.9％（徳島県）

〜27.0％（滋賀県）であった（表 3）。2018 年診

療所一次調査では、2015年 8月以降に受診した

HIV 感染妊婦は全国の 6 診療所のべ
．．

8 例（2015

年 8 診療所のべ
．．

9 例、比：1 例減）であった。

2015 年 7 月以前の全国調査に未報告であった

HIV 感染妊婦のべ
．．

17 例（15 診療所）が 2018 年

調査に報告された。これら症例に対し杉浦班で

二次調査が行われた。 

 

C-4. 妊婦 HIV スクリーニング検査の実施率調

査 

妊婦 HIV スクリーニング検査実施率は、「各

施設での分娩件数」×「各施設での HIV スクリ

ーニング検査実施率」＝「各施設での検査件数」、

「総検査件数」÷「総分娩件数」×100＝「検査実

施率(％)」とした。調査を開始した 1999年から

2020 年までの病院での都道府県別 HIV スクリ

ーニング検査実施率の推移を図１に示す。 

産婦人科病院調査における 2018、2019、2020

年の検査実施率は全国でそれぞれ 99.7％、

100％（99.996％）、99.9％であった（表 4）。2018

年に全例に検査を行っていた地域は 41道府県、

最も検査実施率の低かった地域は福岡県の

89.7％であった。2019 年に全例に検査を行って

いた地域は 42 都道府県、最も検査実施率の低

かった地域は大分県の 99.8％であった。2020年

に全例に検査を行っていた地域は 46都道府県、

最も検査実施率の低かった地域は岐阜県の

91.7％であった。 

2018 年産婦人科診療所調査における検査実

施率は全国で 99.9％であり、前回調査を行った

2015 年（99.6％）と比べると 0.3％増加した。

全例に検査を行っていた地域は 45 都道府県と

診療所調査では過去最多になった。最も検査実

施率の低かった県は山梨県で 82.9％であった

（表 5）。2003 年調査から 2018 年調査までの診

療所での都道府県別 HIVスクリーニング検査実

施率の推移を図 2に示す。診療所調査と病院調

査を合計すると、2018 年調査では 651,307 人の

妊婦の HIV 検査状況を把握したことになる。

2017 年の出生数は 946,065 人（厚生労働省「平

成 29 年（2017）人口動態統計（確定数）の概
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況」）であり、本研究は日本国内の約 7割の妊婦

を調査している。全国の HIV スクリーニング検

査実施率は病院 99.71％と診療所 99.87％で検

査実施率の差は 0.27％であり、調査を開始して

以来初めて診療所の検査率が病院の検査率を

上回った（表 5）。 

妊婦健診は行うが分娩は取り扱わない施設

があることから、本調査では妊婦健診を行って

いるかどうかを質問し、妊婦健診は行っている

が分娩を取り扱わない施設を特定した。2018 年

から 2020 年調査では、いずれも妊婦健診は行

っているが分娩を取り扱っていない病院での

HIV スクリーニング検査は全例に実施されてい

た。一方、分娩を取り扱い病院では HIVスクリ

ーニング検査を全例には実施していない病院

は 0.8％（2018 年）、0.6％（2019 年）、0.1％

（2020 年）であった（表 6-1,2,3）。HIVスクリ

ーニング検査を全例には実施していない病院

で分娩を取り扱っているのは6病院（2018年）、

5 病院（2019年）、1病院（2019 年）であった。

分娩を取り扱っていないが妊婦健診を行って

いる診療所での HIVスクリーニング検査を全例

には実施していない診療所の割合は 4.0％

（2015 年 6.5％、2012 年 9.2％）、全例に実施

している診療所の割合は96.0％（2015年93.5％、

2012 年 90.8％）であった。一方、分娩を取り扱

う診療所では HIVスクリーニング検査を全例に

は実施していない診療所の割合は 0.3％（2015

年 1.3％、2012年 2.6％）であった（表 7）。 

エイズ拠点病院・拠点以外の病院との区分に

よる HIV スクリーニング検査実施率は、2018、

2019、2020 年でそれぞれ、エイズ拠点病院で

100％（99.998％）、100％（99.998％）、100％で

あった。2020 年は全てのエイズ拠点病院で全例

に HIV スクリーニング検査が実施されていた。

エイズ拠点以外の病院でも 2018、2019、2020 年

でそれぞれ、99.6％、100％（99.994％）、99.9％

であった。エイズ拠点病院・拠点以外の病院間

の大きな差はなかった（表 8）。 

 

C-5. 未受診妊婦に関する調査（2018 年調査） 

未受診妊婦の分娩（いわゆる飛び込み分娩）

に対する HIVスクリーニング検査の実施状況を

調査した。2017 年に未受診妊婦の分娩を行った

ことがある病院は全国で 314 病院（36.9％）

（2016 年 333 病院：34.6％、2015 年 356 病院：

38.3％）あり、妊婦数は 946 例（2016年 1,063

例、2015 年 1,123例）であった。地域別では東

京都が最も多く 105 例（26 病院）、次いで大阪

府 76 例（18 病院）、神奈川県 73 例（22病院）、

北海道 53例（20病院）、福岡県 51例（7病院）、

千葉県 50 例（14 病院）の順であった（表 9）。 

回答のあった 851病院での分娩件数の合計は

392,161 件で、未受診妊婦の分娩はそのうちの

0.24％（2016年 0.24%、2015 年 0.26％）であっ

た。地域別で回答のあった病院での分娩件数に

対する未受診妊婦の頻度は 0.02％（奈良県）〜

0.57％（福岡県）であった。未受診妊婦の頻度

を地域別に比較したところ、0.4％以上の未受

診妊婦の頻度であった地域は福岡県、栃木県、

宮城県、大分県、佐賀県、長崎県に分布してい

た。一方、未受診妊婦の頻度が 0.1％未満であ

った地域は山形県、高知県、奈良県であり地域

特性はみられなかった（表 10）。 

2016 年調査から 2018 年調査までの病院での

都道府県別未受診妊婦の頻度の推移を図 3に示

す。2016 年から 2018 年までの 3 年間の未受診

妊婦の地域別の発生頻度は調査年により異な

った。2016年調査では発生頻度が多い順に栃木

県、岐阜県、宮崎県、発生頻度が低い順に香川

県、島根県、熊本県であった。2017年調査では

発生頻度が多い順に宮崎県、愛媛県、千葉県で、

発生頻度が低い順に滋賀県、和歌山県、佐賀県

であった。2018 年調査では発生頻度が多い順に

福岡県、宮城県、栃木県で、発生頻度が低い順

に奈良県、高知県、山形県であった。3 年間の

調査結果を集計すると、未受診妊婦数は 3,132

例であった。回答のあった病院での分娩件数の

合計は 1,274,552 件で、未受診妊婦の分娩はそ

のうちの 0.25％であった。地域別では東京都が
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最も多く 359 例、次いで大阪府 315 例、埼玉県

198 例、神奈川県 184 例、北海道 182 例、千葉

県 159 例の順であった。3 年間での未受診妊婦

の頻度は 0.09％（滋賀県）〜0.54％（宮崎県）

であった（表 11、図 4）。 

未受診妊婦への HIVスクリーニング検査実施

状況は、「全例に検査を実施する」と回答したの

は 297 病院（95.2％）（2016 年 97.6％、2015 年

96.3％）であった。一方、「全例に検査をしない」

と回答したのは 5 病院（1.6％）（2016 年 0％、

2015 年 2.0％）、「状況に応じて一部の妊婦に検

査を実施する」と回答したのは 10病院（3.2％）

（2016 年 2.4％、2015年 2.0％）であった（表

12）。「全例に検査しない」理由では、「必要とは

思わなかった」「来院時点で分娩が終了してい

る場合」との回答があった。また、「状況に応じ

て一部の妊婦に検査を実施する」とした理由で

は、他施設で検査済みの場合検査しないとの回

答が 3病院、分娩直前すぐに分娩終了する場合

は検査しない 2病院、それ以外の理由としては、

「（検査を）忘れることがある」、「公費負担であ

れば施行」との回答が 1病院ずつあった。 

未受診妊婦の分娩（いわゆる飛び込み分娩）

に対する HIVスクリーニング検査の実施状況を

診療所で調査した。2017年に未受診妊婦の分娩

を行ったことがある診療所は全国で 16 診療所

（1.1％）あり、妊婦数は 23 例であった。地域

別では千葉県 5 例（3 診療所）、広島県 5 例（1

診療所）、兵庫県 4 例（3 診療所）、愛媛県と鹿

児島県が各 2例（2診療所）、ほか 9府県で 1例

（1 診療所）であった（表 13）。回答のあった

1,475 診療所での分娩件数の合計は 259,746 件

で、未受診妊婦の分娩はそのうちの 0.01％であ

った。地域別で回答のあった診療所での分娩件

数に対する未受診妊婦の頻度は 10 県で 0.02％

（大分県、茨城県）〜0.10％（広島県）であっ

た（表 14）。 

未受診妊婦への HIVスクリーニング検査実施

状況は、「全例に検査を実施する」と回答したの

は 15 診療所（93.8％）であった。一方、「全例

に検査をしない」と回答が 1 診療所（6.3％）あ

り、その理由は来院の時点で高次施設に搬送す

るであった。「状況に応じて一部の妊婦に検査

を実施する」と回答した診療所はなかった（表

15）。 

 

C-6. 妊婦 HIV スクリーニング検査陽性時の対

応（2018年調査） 

HIV 検査実施率が上昇することにより新たな

問題点が浮上しているが、スクリーニング検査

の偽陽性問題はその一つである。そこで 2015年

に引き続き、HIV スクリーニング検査で陽性と

なった場合の医療機関での対応を調査した。

「HIV スクリーニング検査で陽性と判定され、

確認検査で陽性の場合自施設で分娩または中

絶を行う」と回答した施設は 152病院（2015 年：

170、2012 年：202 病院）、9 診療所（2015 年：

8、2012 年：18診療所）の合計 161 施設であっ

た。「HIV スクリーニング検査で陽性と判定され、

確認検査で陽性の場合は他施設に紹介する」と

回答した施設は、596 病院（2015年：628、2012

年：650 病院）と 942 診療所（2015 年：943、

2012 年：1,042 診療所）であった。一方、「HIV

スクリーニング検査で陽性と判定され、自施設

で確認検査を行わず他施設に紹介する」と回答

した施設は、72 病院（2015 年：89、2012 年：

109病院）、455 診療所（2015 年：520、2012 年：

604 診療所）であった（表 16）。両者を比較する

と診療所で有意に「自施設で確認検査を行わず

他施設に紹介する」施設が多いことが明らかに

なった（p < 0.0001、χ2 = 112.9、オッズ比 = 

3.998）（表 17）。 

 

C-7. 梅毒感染妊婦に関する調査（2018 年調査） 

近年、若年女性の梅毒感染が増加しているこ

とから、病院と診療所調査で 2017 年 1 月から

12 月の期間での梅毒感染妊婦の診療経験の有

無を質問した。病院調査では313例（199病院）、

診療所調査では 243 例（169 診療所）の報告が

あった。 
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病院における地域別の梅毒感染妊婦は東京

都が最多の 37 例（23 病院）、次いで埼玉県 30

例（14病院）、神奈川県 24 例（17病院）、大阪

府 22 例（18病院）、兵庫県 22例（11病院）と

大都市圏を有する地域で多かった。また、秋田

県、富山県、滋賀県、和歌山県、徳島県、高知

県、大分県、沖縄県の 8県では病院からの梅毒

感染妊婦の報告はなかった。一方、分娩件数を

基にした梅毒感染妊婦の割合は、全国で

0.080％であり宮崎県 0.324％、熊本県 0.214％、

長崎県 0.153％、埼玉県 0.151％の順で頻度が

高かった（表 18、図 5）。 

診療所における地域別の梅毒感染妊婦は東

京都が最多の 34例（23診療所）、次いで熊本県

23 例（5 診療所）、大阪府 15 例（14 診療所）、

愛知県 14例（11診療所）、福岡県 14例（12 診

療所）であった。また、岩手県、富山県、石川

県、福井県、三重県、山口県、愛媛県、高知県、

大分県、宮崎県、沖縄県の 11 県では診療所から

の梅毒感染妊婦の報告はなかった。一方、分娩

件数を基にした梅毒感染妊婦の割合は、全国で

0.094％であり熊本県 0.394％、宮城県 0.296％、

和歌山県 0.253％の順で頻度が高かった（表 19、

図 5）。 

病院と診療所を合計すると地域別の梅毒感

染妊婦は東京都が最多の 71 例（46施設）、次い

で熊本県 40 例（10 施設）、神奈川県 37 例（28

施設）、大阪府 37 例（32 施設）、埼玉県 35 例

（17 施設）であった。また、富山県、高知県、

大分県、沖縄県の 4県では病院と診療所の双方

からの梅毒感染妊婦の報告はなかった。一方、

分娩件数を基にした梅毒感染妊婦の割合は、全

国で 0.085％であり熊本県 0.290％、宮城県

0.152％、宮崎県 0.149％、栃木県 0.140％の順

で頻度が高かった（表 20、図 5）。なお、本調査

では妊婦の重複、妊娠の転帰は確認していない。 

 

C-8. HIV以外の妊婦の感染症検査実施率（2019

年調査） 

HIV 以外で母子感染をする感染症として、ク

ラミジア、HCV、HTLV-1、GBS、トキソプラズマ、

CMV の検査実施率をあわせて 2019 年に調査し

た。それぞれの検査実施率は、HIV：100％、ク

ラミジア：99.5％（2013年 97.0％）。HCV：99.8％

（2013 年 98.3％）、HTLV-1：99.4％（2013 年

98.5％）、GBS：99.7％、トキソプラズマ：46.8％、

CMV：12.4％であり、妊婦に対する感染症検査で

調査を行った中では HIVが最も検査率が高かっ

た（表 21）。これらの検査実施率の年次推移で

は 2000 年代に HIV とクラミジアの検査実施率

が急激に上昇していた（図 6）。 

各感染症の検査実施率を都道府県別に解析

すると、クラミジアは 32 府県で全例に検査が

行われており、最も検査率が低かったのは秋田

県で 95.4％であった。HCV は 39 都道府県で全

例に検査が行われており、最も検査率が低かっ

たのは石川県で 94.1％であった。HTLV-1 は 37

府県で全例に検査が行われており、最も検査率

が低かったのは群馬県で 93.7％であった。GBS

は 24 道県で全例に検査が行われており、最も

検査率が低かったのは岐阜県で 96.3％であっ

た。トキソプラズマは鹿児島県でのみ全例に検

査が行われており、最も検査率が低かったのは

秋田県で 0.7％であった。CMV は全例に検査が

行われている地域はなく、最も検査率が高かっ

たのは三重県で 61.4％、低かったのは山口県で

0.2％であった（図 7）。 

これまでの妊婦 HIVスクリーニング検査実施

率の全国調査では、検査率と自治体による公費

負担に関連がみられた。そこで、GBS、トキソプ

ラズマ、CMV の検査実施率と自治体の公費負担

との関連を解析した。公費負担に関しては、

2018 年に本分担研究班が行なった全国自治体

調査で得られたデータを用いた（表 22）。なお、

妊婦健診の公費負担が補助券方式となってい

る神奈川県と奈良県を除いた 45 都道府県での

解析とした。検査実施率の高かった GBS では、

各都道府県での公費負担を行なっている自治

体の割合と検査実施率との間に相関関係は見

られなかった（r = -0.07761、p = 0.6123）（図
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8）。検査実施率が約半数のトキソプラズマで、

公費負担を行なっている自治体が全くない 25

都府県を除いて解析したところ、各道府県での

公費負担を行なっている自治体の割合と検査

実施率との間に有意な相関関係は見られなか

った（r = 0.4367、p = 0.0542）。しかし、公費

負担を行なっている自治体の割合が「90％以上」

「90％未満（0％を除く）」「0％（公費負担を行

なっている自治体なし）」の 3 群間で比較する

と、「90％以上」行なっている道県でのトキソプ

ラズマの検査実施率は他の 2群と比較して有意

に高かった。一方、「90％未満（0％を除く）」と

「0％（公費負担を行なっている自治体なし）」

との間に有意差はなかった（one-way ANOVA; p 

< 0.005）（図 9）。検査実施率が低かった CMVで、

公費負担を行なっている自治体が全くない 37

都府県を除いて解析したところ、各道県での公

費負担を行なっている自治体の割合と検査実

施率との間に有意な相関関係は見られなかっ

た（r = -0.3775、p = 0.3566）。都道府県別で

の公費負担を行なっている自治体の有無（2 群

間）と検査実施率の解析でも有意な差は認めら

れなかった（Student’s t-test; p = 0.6429）

（図 10）。 

HIV、クラミジア、HCV、HTLV-1、GBS の 5 項

目で全例に検査を行なっている病院（全例群：

826 病院）と全例には検査を行っていない項目

が 5 項目のいずれかにある病院（非全例群：69

病院）に区分して、トキソプラズマと CMV の検

査実施率を比較した。各病院でのトキソプラズ

マの検査実施率を全例群と非全例群で比較し

たところ、全例群で有意に検査実施率が高かっ

た（Mann-Whitney U-test; p < 0.05）。全例群

と非全例群での検査実施率の中央値はそれぞ

れ 20％と 5％だった。CMV では両群間に有意差

はなかった（p = 0.4518）（図 11）。 

 

C-9. 妊娠中期〜後期の HIV 再検査（2019 年調

査） 

近年の調査で、妊娠初期に HIVスクリーニン

グ検査を受け、陰性結果を確認した妊婦（もし

くは母親）からの母子感染と思われる HIV 感染

児が数例見られたことから、母子感染予防のた

めに妊娠中期から後期に再度 HIV検査を行うこ

とついて調査を実施した。913 病院から回答が

あり、再検査を行っていたのは 26病院（2.8％）

（2014 年 0.3％）であった。そのうち分娩の取

り扱いがある 842 病院での再検査率は 3.1％で

あった。再検査を行なっている病院のある地域

は 15 都府県あり、東京都（5 病院）、埼玉県（3

病院）、群馬県、千葉県、山梨県、京都府、広島

県（各 2病院）などであった。一方、北海道・

東北ブロックでは再検査を行なっている病院

は全くなかった（図 12）。また、各都府県で再

検査を行なっている病院の割合（（）内は分娩取

り扱い施設）は山梨県 40.0％（50.0％）、群馬

県 14.3％（15.4％）、宮崎県 11.1％（12.5％）、

徳島県 10.0％（11.1％）、埼玉県 9.4％（9.7％）、

愛媛県 9.1％（9.1％）、広島県 8.0％（9.1％）

であった（図 13）。再検査を行った対象妊婦は、

「妊娠初期 HIV検査以降に他の性感染症検査で

陽性」3 病院、「その他」21 病院であった（表

23）。「その他」と回答した施設のうち、全分娩

例に再度検査を行っていると回答したのは 12

病院であった。ほかに検査対象として、「スクリ

ーニング検査が陽性・偽陽性であったため」4病

院、「帰省分娩は当院で再検査を行う」3病院な

どであった。 

 

C-10. COVID-19 パンデミックによる HIV 感染

妊婦および母子感染児の診療への影響（2020 年

調査） 

COVID-19 パンデミックによる HIV 感染妊婦

およびその児の診療への影響を調査した。産婦

人科病院調査では新型コロナウイルス（SARS-

CoV-2）感染妊婦の診療経験のある施設は全国

で 121 施設（13.9％）であった。この 121 施設

のうち COVID-19 による妊婦の診療（外来、入

院、救急）の縮小は 42施設（34.7％）で行われ

ていた。一方、SARS-CoV-2感染妊婦の診療経験
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のない 751施設で妊婦の診療を縮小した施設は

220 施設（29.3％）であった。SARS-CoV-2感染

妊婦の診療経験の有無による診療を縮小した

施設数に有意差はなかった（Fisher's exact 

test; p = 0.2389）。HIV感染妊婦の診療におけ

る COVID-19 による影響は、2020 年調査で HIV

感染妊婦の診療ありとした 16施設で「転院・定

期フォローの中断」、「受診間隔の延長」、「他院

からの受入れ中止」といった影響はないと回答

された。 

小児科病院調査では SARS-CoV-2 感染小児の

診療経験のある施設は全国で 293施設（19.5％）

であった。この 293 施設のうち COVID-19 によ

る小児科診療（外来、入院、救急）の縮小は 96

施設（32.8％）で行われていた。一方、SARS-CoV-

2 感染小児の診療経験のない 1,205 施設で小児

の診療を縮小した施設は 278 施設（23.1％）で

あった。SARS-CoV-2感染小児の診療経験の有無

による診療を縮小した施設数に有意差が認め

られた（Fisher's exact test; p < 0.005）。

HIV 感染妊婦から出生した児の診療における

COVID-19 による影響は、2020 年調査で HIV 感

染妊婦から出生した児の診療ありとした 11 施

設のうち 1施設で「受診間隔の延長」と回答さ

れた。「転院・定期フォローの中断」、「他院から

の受入れ中止」といった影響はないと回答され

た。 

 

C-11. 小児科医師の HIV感染児の診療への対応

に関する調査（2018 年調査） 

小児科医師の HIV感染児の診療への対応につ

いて 2018 年に調査を行ったところ、15.5％の

施設が、「自施設で診察する」と回答した一方で、

66.0％の施設が、「他施設に紹介する」と回答し

た。「他施設に紹介する」と回答した主な理由と

しては、「知識がない」「経験がない」「マンパワ

ー不足」などがあげられた。また、「専門施設、

基幹病院等に集約することになっている」とい

った理由もあった。エイズ拠点病院と拠点以外

の病院で比較すると、「自施設で診察する」とし

た施設がエイズ拠点病院では 43.7％であった

の対し、拠点以外の施設では 7.8％であった（表

24、図 14）。 

病院を①大学病院、②こども病院、③療育・

福祉病院、④それ以外の病院（①〜③以外の病

院）に区分したところ、「自施設で診察する」と

した施設はそれぞれ、①70.6％、②16.7％、

③8.3％、④12.2％であった（表 25、図 15）。

地域別に解析したところ、地域的な偏りはみら

れず、大分県や宮崎県では「自施設で診察する」

とした施設が 30％以上であったのに対し、鳥取

県と佐賀県には「自施設で診察する」とした施

設が存在しなかった。また、8 県で「自施設で

診察する」とした施設が 10％未満であった（図

16）。都道府県別に「自施設で診察する」とした

施設の割合と累積 HIV 感染者数（2017 年まで）

の 10 万対に有意な相関関係はなかった（R2 = 

0.0016、p = 0.7898）。同様に「自施設で診察す

る」とした施設の割合と 2017 年 HIV 感染者報

告数の 10 万対にも有意な相関関係はなかった

（R2 = 0.0010、p = 0.8309）（図 17）。 

本調査で、④それ以外の病院での小児科の平

均常勤医師数は 3.63 人であった。④それ以外

の病院で小児科常勤医師数と「自施設で診察す

る」とした施設の割合を比較すると常勤医師数

0人では 7.4％、1人では 4.2％、2人では8.0％、

3〜5 人では 12.6％、5〜10 人では 25.3％、11

人以上では 36.0％となり、常勤医師数が多いほ

ど「自施設で診察する」とした施設の割合は高

かった（表 26、図 18）。 

 

C-12. 全国自治体調査（2018 年調査） 

自治体調査は 2018年 9月 28日に岩手医科大

学から全国市町村に発送した。2019 年 3 月 31

日現在で送付数は 1,741 件であり回収数は

1,094 件（62.8％）であった。都道府県別の回

答率は 35.3％（高知県）〜87.0％（広島県）で

あった（表 27）。 

 

C-12-1. 公費負担に関する自治体調査 
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妊婦健康診査（妊婦健診）の公費助成の方式

は、受診券方式 978自治体（89.4％）、補助券方

式 112自治体（10.2％）、その他 4自治体（0.4％）

であった。地域別では神奈川県と奈良県で回答

のあった全自治体が補助券方式であった（表

28）。 

受診券方式を採用している自治体に妊婦 HIV

検査の実施状況について質問したところ、978

自治体中 819（99.1％）の自治体で現在検査項

目に含まれると回答したが、9 自治体（0.9％）

では検査項目に含まれたことはないと回答し

た（表 29）。妊婦 HIV 検査の公費負担の開始時

期では、回答のあった自治体（不明などを除く

425 自治体）で 1995 年（1自治体；0.2％）に開

始した自治体が最も古く、2008 年までに開始し

た自治体は 98 自治体（23.1％）であった。2009

年に開始した自治体は 196 自治体（46.1％）あ

り、全体の約 7 割の自治体が 2009 年までに妊

婦 HIV 検査の公費負担を開始していた。また、

2017 年に開始した自治体（2 自治体；0.4％）も

存在した。妊婦 HIV 検査の公費負担の継続につ

いては回答のあった全自治体で開始から現在

まで公費負担を継続していた（表 30、31）。今

後の妊婦 HIV検査の公費負担について質問した

ところ 970自治体が回答し、公費負担の継続を

予定している自治体は 959 自治体（98.9％）で

あったのに対し、今後は未定との回答は 11 自

治体（1.1％）であった。公費負担の中止を予定

している自治体はなかった（表 32）。妊娠後期

の HIV 検査（妊娠中の 2回の HIV検査）の公費

負担の有無について質問したところ 33 自治体

（3.4％）で 2 回の公費負担を行なっていると

回答があった（表 33）。 

HIV 以外の妊婦感染症検査の公費負担につい

て質問したところ、多くの自治体で公費負担の

対象としている感染症検査は HTLV-1（98.9％）、

B 型肝炎（98.9％）、C型肝炎（98.1％）、風しん

（98.0％）、梅毒（97.4％）、クラミジア（96.4％）

であった。また、B 群溶連菌（84.9％）やトキ

ソプラズマ（23.9％）の公費負担は自治体によ

ってばらつきがあった（表 34）。 

補助券方式を採用している自治体での公費

負担の開始時期では、回答のあった自治体（不

明などを除く 86 自治体）で、2008 年までに開

始した自治体は 43 自治体（50.0％）であった。

2009年に開始した自治体は30自治体（34.9％）

あり、全体の 8 割の自治体が 2009 年までに公

費負担を開始していた。最近では 2015 年に開

始した自治体（3自治体；3.5％）も存在した（表

35）。また、補助券方式での交付以前に自治体独

自の取り組みとして HIV検査の公費負担を行な

っていた自治体は回答のあった 11 自治体のう

ち 5自治体（4.5％）であった（表 36）。これら

5 自治体の「妊婦 HIV 検査の公費負担の開始時

期」と「妊婦 HIV検査の公費負担の継続」は表

37 と表 38 に記した。 

 

C-12-2. HIV 母子感染の啓発に関する自治体調

査 

HIV 母子感染に関する啓発（母子感染全般や

性感染症の啓発の一部で HIV母子感染を取り上

げている場合も含む）について質問したところ、

回答のあった 1,094の自治体のうち 366自治体

（33.5％）で啓発を行ったことがあるとの回答

を得た（表 39）。啓発を行ったことがある自治

体で HIV 母子感染に関する啓発方法について

（複数回答）質問したところ、「パンフレット、

小冊子など（自治体施設等に設置配布）」が

73.7％で最も多かった。また、「その他」と回答

した自治体が 26.0％あり、その方法として出張

授業（小学校中学校高等学校などでの思春期教

育、健康教育、性教育など）、母子手帳交付時や

母親学級（パンフレットの配布や説明など）が

あった（表 40）。HIV 母子感染に関する啓発資材

や資料の入手方法（複数回答）では、「その他」

を除き「報告書から（厚生労働省や衛生試験所

等の研究報告書など）」が 38.6％、次いで「専

門書から（感染症学や産婦人科学等の書籍や学

術論文など）」が 20.0％、「インターネットから」

が 19.7％であった。また、「その他」として公
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的機関や関連団体が作成した啓発資材や教育

資材販売会社から購入した教材などの回答が

あった（表 41）。HIV 母子感染に関する啓発を行

ったことがない自治体で HIV母子感染に関する

啓発を行ったことがない理由について（複数回

答）質問したところ、「自治体内に HIV感染者が

少ない（またはいない）と推定される」が 48.1％

で最も多く、次いで「HIV 母子感染に関する啓

発資材や資料がない（または少ない）」が 42.3％、

「政策優先度が低い」が 41.4％であった。また、

「その他」として都道府県、保健所、医療機関

などで行なっているため自治体としては行な

っていないなどがあった（表 42）。 

 

D.考察 

D-1. 回答率 

2020 年の産婦人科病院一次調査、小児科病

院一次調査の回答率はそれぞれ 79.1％、66.9％

であり、産婦人科病院調査では 9年連続で 70％

を超え、小児科病院調査でも 9年連続で 50％を

上回った。しかし、データの精度を上げるため

に今後も回答率を上昇させる工夫が必要であ

る。 

 

D-2. 妊婦 HIV スクリーニング検査実施率 

1999〜2020 年の日本地図を比較しても分か

るように、全国的に HIVスクリーニング検査実

施率の上昇が認められ、2009 年調査以降は地域

差が見られず地域間での差は無くなったと言

える。過去の研究班では 2001 年より 2010 年ま

でエイズ予防財団主催による研究成果等普及

啓発事業研究成果発表会を毎年全国 3都市で行

ってきたが、開催地のある都道府県の翌年の検

査実施率上昇や、研修会の際のアンケート調査

により啓発活動に有効性があると判断されて

いる。2018年調査では全国での HIV スクリーニ

ング検査実施率が 2017 年に比べて 0.28％減少

した。この減少の原因となるのが福岡県と長崎

県における HIVスクリーニング検査実施率の急

激な低下にある。福岡県では 10.2％（99.9％

→89.7％）、長崎県では 6.5％（100％→93.5％）

の減少であった（2017年→2018年）。この両県

の 2019 年調査では、福岡県 100％、長崎県

99.9％に回復し、2020 年調査ではいずれも

100％であった。2020 年調査では岐阜県のみ検

査実施率が 100％ではなかった。岐阜県では

2019 年と比較して 8.3％（100％→91.7％）の減

少であった。これは岐阜県内の 1病院で HIVス

クリーニング検査を行わなくなったことが原

因であるが、その理由は本調査では不明である。 

産婦人科診療所における HIV スクリーニン

グ検査実施率は、3年前に行った 2015 年調査と

比較すると 0.23％上昇した。地域別に比較する

と、兵庫県 3.3％（96.7％→100％）、福井県 2.0％

（98.0％→100％）、大阪府 1.7％（98.3％

→100％）、京都府で 1.1％（98.7％→99.9％）

上昇していた（2015 年→2018 年）。一方、山梨

県で 17.1％（100％→82.9％）減少していた。

HIV スクリーニング検査実施率の急激な低下の

背景は不明である。 

2019年と 2020年の全国での妊婦 HIVスクリ

ーニング検査実施率はそれぞれ 99.996％と

99.916％であった。さらに、2019 年と 2020 年

の妊婦 HIV スクリーニング検査実施率を、都道

府県別、分娩は取り扱いの有無、エイズ拠点病

院での区分で比較しても大きな違いは見られ

なかった。これらの結果は、COVID-19パンデミ

ックによる妊婦 HIVスクリーニング検査実施率

への影響はなかったことを示していると考え

られた。 

全国調査では、妊婦健診を行なっている施設

での分娩取り扱いの有無による HIVスクリーニ

ング検査実施率の解析を行なっている。統計を

開始した 2007 年では、分娩を取り扱わない病

院で HIVスクリーニング検査を全例には実施し

ていない病院が 23.4％、分娩を取り扱う病院で

も 17.5％存在した。一方で、HIVスクリーニン

グ検査を全例に実施している病院は、分娩を取

り扱わない病院で 76.7％、分娩を取り扱う病院

で 82.5％であった。全例に HIV スクリーニング
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検査を実施している病院は年々増加し、2009 年

には分娩を取り扱う病院で 90％を超え、2010年

には分娩を取り扱わない病院でも 90％を超え

た。以前は、分娩を取り扱わない病院でまった

く HIVスクリーニング検査を実施していない病

院の割合は、分娩を取り扱う病院に比べて高か

ったが、2016 年と 2017 年には分娩の取り扱い

に関係なく、HIV スクリーニング検査を全例に

は実施していない病院は報告されなかった。

2020年では分娩を行なっている 1病院で HIVス

クリーニング検査を全例には実施していなか

った。妊娠初期での HIVスクリーニング検査の

未実施は、HIV 感染が判明した妊婦の母子感染

防止のための投薬や血中ウイルス量、CD4 陽性

T 細胞数のモニタリングの機会を遅らせること

にもなりかねない。感染妊婦へ適切な医療行為

を行えるために、分娩の取扱いに関係なく全例

に HIVスクリーニング検査を行うことが望まれ

る。 

妊婦が訪れる病院は、当然のことながらエイ

ズ拠点病院のみではない。すなわち、エイズ拠

点病院であろうとエイズ拠点病院以外の施設

であろうと、妊婦に対する HIV 検査の必要性、

重要性は変わらない。1999 年から 2004 年まで

の調査では、エイズ拠点病院とエイズ拠点以外

の病院でのスクリーニング検査実施率の差は 6

〜9％程度あったが、2009 年調査以降これらの

病院間での実施率の差は解消された。エイズ拠

点病院以外の施設でも広く HIVスクリーニング

検査が行われるようになったことが明らかに

なった。 

妊婦 HIV スクリーニング検査は公費負担と

の関連もあり実施率は年々上昇し近年では

99％以上を維持しているが、過去の調査では公

費負担の廃止とともに検査率が減少した経緯

あった。急激に HIV スクリーニング検査実施率

が低下した青森県は、1999 年調査では検査実施

率が 87.8％であったが、妊婦 HIVスクリーニン

グ検査の公費負担が廃止され検査実施率が減

少傾向にあった。2002 年調査では 41.1％まで

検査実施率が低下したが、全国的な妊婦 HIV ス

クリーニング検査実施率の向上気運に伴い検

査実施率は次第に回復していき、本研究班が啓

発活動を行った翌年である 2008 年調査では

1999 年の水準に並ぶ 85.4％まで回復した。青

森県内の市町村では 2009 年〜2011 年に公費負

担を開始した自治体が多くあった。2009 年は産

婦人科病院調査における検査実施率が 100％と

なり、その後も 2020 年調査まで病院での全例

検査が維持されていた。 

 

D-3. 未受診妊婦 

日本における HIV 母子感染の現状では、妊娠

初期に HIV スクリーニング検査が行われ、HIV

感染妊婦に対し適切な医療行為がなされた場

合には、児への HIV 感染をほぼ予防できること

が明らかになっている。妊娠初期の HIVスクリ

ーニング検査は近年 99％以上で推移している

が、散発的に HIV母子感染症例が報告されてい

る。これらの母子感染症例がどのような状況で

発生しているのかは明確にはなっていない。そ

こで、これまで検討されてこなかった未受診妊

婦の分娩（いわゆる飛び込み分娩）に焦点を当

て全国調査を行い、HIV 母子感染症例と未受診

妊婦に関連があるか検討した。年次により未受

診妊婦数の変動があるため、2016 年より続けて

調査を行った。調査の結果、2015 年分娩例では

全国の病院で妊婦の 0.26％、2016年と 2017 年

では 0.24％が未受診妊婦であることが明らか

になった。本調査では未受診妊婦を正式に定義

をして調査を行ってはいないが、大阪府と大阪

産婦人科医会の 2009年から 2012年までの 4年

間の調査では、未受診妊婦を「全妊娠経過を通

じての産婦人科受診回数が 3 回以下」と「最終

受診日から 3ヶ月以上の受診がない妊婦」と定

義し、大阪府内で約 30 万分娩中 861 例が未受

診妊婦であったと報告している（日本産婦人科

医会 第 68 回記者懇談会資料）。大阪の調査を

率にすると 0.29％となり、我々の全国調査結果

の 0.26％、0.24％と近似した数値であった。こ
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れらから、本調査での未受診妊婦数および分娩

全体に占める頻度は日本の現状を十分に表し

ていると考えられた。診療所での未受診妊婦の

分娩はほとんどないと予想されていたが、2018

年は実際に診療所に対しても未受診妊婦に関

して調査した。予想通り診療所での未受診妊婦

の割合は 0.01％と少なく、未受診妊婦に対応す

るのは病院であることを実際の数値として明

らかにした。 

児の HIV 感染から HIV 母子感染が判明した

症例は、未受診妊婦で HIV スクリーニング検査

を受けずに分娩した症例の可能性があると推

測していたが、未受診妊婦に対して全例に検査

を行っている施設は 95％にのぼり、ほとんどの

妊婦で HIVスクリーニング検査が実施されてい

ることが明らかになった。病院での未受診妊婦

の頻度の高い福岡県（0.57％）、宮城県（0.51％）、

栃木県（0.50％）の地域で HIV母子感染症例が

多発しているわけではない。以上のことから、

近年散発している HIV母子感染例で妊婦健診の

未受診が要因のすべてになりうるとは考えら

れない。しかしながら、妊娠初期に HIV感染の

有無が診断され、本研究班が推奨する母子感染

予防策を全て施行し得た例において日本国内

で 2000 年以降に母子感染症例が発生していな

いことから、未受診妊婦が HIVに感染している

場合、対応の遅れから HIV 母子感染症例が発生

する危険性は十分にあるため注視すべきであ

ると考えられる。その観点から、HIV 母子感染

の発生を防ぐためには未受診妊婦を減らすこ

とが重要であり、妊娠初期での HIV スクリーニ

ング検査および感染妊婦の管理を行う必要が

ある。日本国内の HIV検査実施率は年々上昇し

ているが、現状の検査実施率でもスクリーニン

グ検査を受けずに分娩し、HIV 母子感染が成立

するという危険性は依然として存在する。実際

に、2013 年から 2017 年までの 5 年間に HIV 母

子感染 6例がエイズ動向委員会から報告されて

おり、99％を超えた検査実施率でも充分とは言

えない。このような事態を回避するためにも、

全妊婦が妊婦健診を受診し、妊娠初期の段階で

HIV スクリーニング検査が全妊婦で行われるよ

うに今後も活動していく必要がある。 

 

D-4. 妊婦 HIVスクリーニング検査と偽陽性 

HIVの感染を確定するためにはスクリーニン

グ検査陽性後の確認検査が必要である。妊婦

HIV スクリーニング検査での偽陽性問題は厚生

労働省から「妊婦に対する HIV 検査について」

が 2007年 6月 29日に通知されており、それに

は、「妊婦に対する HIV検査については、（中略）、

近時、HIV 検査において妊婦に対するカウンセ

リングが十分に行われていないことが指摘さ

れており、特に HIV スクリーニング検査におけ

る陽性症例に対し、確認検査の結果が出る以前

に、適切な説明やカウンセリングを行わず陽性

告知し、妊婦の健康等に支障を及ぼしている事

例が報告されている。ついては貴職におかれて

も、貴管下医療機関に対し、妊婦に対して HIV

検査を実施する場合には、HIV スクリーニング

検査では一定の割合で偽陽性が生じうること

をふまえ、確認検査の結果が出ていない段階で

の説明方法について、十分工夫するとともに、

検査前及び検査後のカウンセリングを十分に

行うこととプライバシーの保護に十分配慮す

るよう周知徹底願いたい。」と記されている。し

かし、2018年調査では 2012 年および 2015 年調

査と同様に、診療所では病院と比較して有意に

「HIV スクリーニング検査で陽性と判定され、

自施設で確認検査を行わず他施設に紹介する」

と回答した施設の割合が多かった。これらの施

設においてどのような説明やカウンセリング

が行われているのか本調査では調査を行って

いないが、スクリーニング検査偽陽性問題に関

しての更なる啓発活動が必要である。 

 

D-5. 梅毒感染妊婦 

近年、若年女性の梅毒感染が増加している。

梅毒が HIVの感染リスクの相対危険度を高める

原因になることが報告されているため（CDC, 
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MMWR 55: 269-273, 2006）、産婦人科病院と診

療所調査で 2017年 1月から 12月の梅毒感染妊

婦の有無を質問した。病院調査と診療所調査で

合計 554例の報告があった。2017年の一年間に

報告された女性の梅毒感染者は 1,836例であり

（日本の梅毒症例の動向について：国立感染症

研究所感染症疫学センター・細菌第一部）、本調

査で重複症例が含まれている可能性は否定さ

れないが、この数値をもとにすると全女性の

30.2％が妊婦であったことになる。最も梅毒感

染妊婦の発生頻度が高かった熊本県は 2017 年

の全梅毒患者が 2016年比で 4.38倍と全国で最

も増加しており、本調査から熊本県内の 2017年

の全梅毒患者 70 例のうち 57.1％が妊婦だった

と推計される。ほとんどの妊婦検診では梅毒が

検査されるため妊婦以外の集団に比べ報告頻

度は相対的に高くなると考えられるが、2017 年

に全国で報告された全梅毒感染者が 5,471例で

そのうち 554 例（10.1％）が妊婦であったこと

から熊本県の梅毒感染妊婦の割合は高いと考

えられる。本調査では、熊本県において梅毒感

染妊婦の割合は高い理由は明らかになってい

ない。2017年に熊本県からは HIV感染妊婦の報

告はないが、注視する必要がある地域であると

思われる。 

 

D-6. 妊婦 HIV スクリーニング検査への公費負

担 

妊婦 HIV スクリーニング検査は公費負担と

の関連もあり実施率は年々上昇し近年では

99％以上を維持しているが、過去の調査では公

費負担の廃止とともに検査率が減少した経緯

あった。また、近年のHIV母子感染の現状は2012

年以降に HIV 母子感染が 4 例報告されており、

これらの症例の中には妊娠初期での検査は陰

性であったが、その後に HIV 感染し児への母子

感染に至った例もあった。このように、HIV 母

子感染を取り巻く状況は変化してきており、こ

れまでの妊娠初期の HIVスクリーニング検査率

上昇を主目的とした啓発では対応できていな

い。母子感染防止のための対策・啓発も新たな

方法を開発する必要があると考える。 

妊婦 HIV スクリーニング検査の公費負担に

関する自治体（都道府県、政令指定都市、東京

特別区）への調査は過去 2003 年に行われた。都

道府県に対する調査では 43 都道府県から回答

がありそのうち公費負担を行なっているのは

秋田県、茨城県、群馬県、埼玉県、沖縄県の 5

県であった。このうち、茨城県、群馬県、埼玉

県、沖縄県の 4県では県または県と市による一

部負担で、秋田県でのみ全額公費負担がなされ

ていた。回答のあった 13 政令指定都市ではさ

いたま市のみで一部公費負担が行われていた。

また、東京特別区では杉並区で希望する妊婦に

対して一部負担していた。2018年現在、受診券

方式を採用している自治体の 99.1％で妊婦 HIV

検査の公費負担を行なっており、この 15 年間

で公費負担を行う自治体は大きく拡大した。妊

婦HIV検査の公費負担の開始時期は2008〜2010

年に集中しており、この 3年間で全体の 67.1％

になる。2008 年には日本産科婦人科学会から

「産婦人科診療ガイドライン―産科編 2008」が

刊行され妊婦の HIVスクリーニングは推奨レベ

ル B（現在は A）とされた。また、平成 20年度

第 2次補正予算において妊婦健康診査臨時特例

交付金が創設され、2009 年 2 月 27 日に「妊婦

健康診査の実施について」(雇児母発第 0227001

号)が厚生労働省から通知された。この通知に

は、市町村における公費負担の対象となる検査

項目の設定にあたり HIV検査が明記された。こ

のような背景から妊婦 HIV検査の公費負担がこ

の時期に全国的に開始されたと考えられる。 

青森県では全国に先駆け 1993 年 10 月から

妊婦本人の希望および医師が必要と認めた場

合に HIV 検査の公費負担を開始した。しかし、

HIV 感染妊婦の発生例が県内になく、また、保

健所で無料検査が行われていることから公費

負担が 1999 年 4 月に公費負担が中止された。

これにより、妊婦 HIV スクリーニング検査実施

率は 1999 年の 87.8％から 2002 年には 41.1％
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に半減した。HIV 検査の公費負担は妊婦 HIV ス

クリーニング検査実施率に大きな影響を持っ

ていると考えられる。本調査では 98.9％の自治

体で今後の公費負担の継続を予定しているこ

とから、高い水準で妊婦 HIV スクリーニング検

査実施率が維持されると推察される。 

 

D-7. HIV以外の妊婦の感染症検査 

D-7-1. HIV以外の妊婦の感染症検査実施率 

HIVスクリーニング検査実施率を他の妊婦感

染症検査と比較するために、クラミジア、HCV、

HTLV-1、GBS、トキソプラズマ、CMVの各検査率

を調査した。他の妊婦感染症検査に関する調査

は、過去に 2003年、2008 年、2013 年に行って

いる。2003 年と 2008 年の調査はクラミジアと

HCV、2013 年の調査はクラミジア、HCV、HTLV-

1、2019 年の調査はクラミジア、HCV、HTLV-1、

GBS、トキソプラズマ、CMV を対象とした。前回

調査（2013 年）でのそれぞれの検査実施率は

HIV：99.7％、クラミジア：97.0％、HCV：98.3％、

HTLV-1：98.5％であり、妊婦に対する感染症検

査で調査を行った 4項目の中では HIVが最も検

査率が高かった。2003 年と 2008 年の調査と比

較すると、5 年間の検査率の変化は HIV で

10.0％、クラミジアで 22.1％、HCV で 1.2％上

昇していた。同様に 2013 年と 2019 年の調査結

果を比較すると、HIV で 0.3％、クラミジアで

2.5％、HCVで 1.1％、HTLV-1で 0.9％上昇して

いた。今回初めて調査を行なった GBS、トキソ

プラズマ、CMV の妊婦検査実施率はそれぞれ

99.7％、46.8％、12.4％であった。トキソプラ

ズマと CMVの妊婦検査実施率は低くまた地域差

も見られた。 

2013 年に行った全国調査で各施設での感染

症検査実施状況を解析したところ、以下の点が

明らかになった。 

(1) 施設ごとの HIVスクリーニング検査実施率

と他の感染症検査との関連は認められず、

HIV 検査実施率の低い施設において、他の

感染症検査の実施率も低いという傾向はな

かった。 

(2) 全例には HIV 検査を行っていない 23 施設

に着目した場合、それぞれの検査実施率は

HIV：85.1％、HCV：98.4％、クラミジア：

91.7％、HTLV-1：97.0％であった。 

(3) HCV が全例検査ではない 20 施設での検査

率は HIV：97.4％、HCV：36.4％、クラミジ

ア：60.2％、HTLV-1：57.2％であった。 

(4) クラミジアが全例検査ではない 61 施設で

の検査率は HIV：98.6％、HCV：87.8％、ク

ラミジア：63.5％、HTLV-1：88.7％であっ

た。 

(5) HTLV-1が全例検査ではない 33 施設での検

査率は HIV：97.7％、HCV：69.5％、クラミ

ジア：72.3％、HTLV-1：65.5％であった。 

(6) 他の感染症の検査実施率が低い施設でも

HIV 検査実施率は高い傾向にあった。 

2019 年調査では各施設でのトキソプラズマ

の検査実施率を全例群と非全例群で比較した

ところ、全例群で有意に検査実施率が高かった。

特に、トキソプラズマの検査実施率が 30％未満

の施設では、HIV、クラミジア、HCV、HTLV-1、

GBS の 5 項目のうち全例には実施していない検

査が 2 項目以上ある施設が 26.7％存在してい

た。これらの施設の中には HIV 以外の検査実施

率がいずれも 30％以下の施設も複数あり、妊婦

感染症全体の検査実施率が低い施設ではキソ

プラズマの検査実施率も低い傾向にあった。し

かし、トキソプラズマの検査実施率が 30％未満

の施設で HIV 検査実施率が 100％ではない施設

は 3施設（6.7％）で、これら 3施設での HIV検

査実施率はいずれも 99％以上であった。2013年

調査と同様、他の感染症の検査実施率が低い施

設でも HIV検査実施率は高い傾向にあることが

改めて明らかになった。何故このような結果と

なったかの理由は不明であり、この点に関して

はさらなる調査が必要である。 

 

D-7-2. 妊婦の感染症検査への公費負担と検査

実施率 
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他の感染症の公費負担と比較すると、妊婦

HIV 検査の公費負担は 99.1％の自治体（受診券

方式）で行われており、B型肝炎、C型肝炎、梅

毒、風しん、HTLV-1、クラミジアと同等の比率

であることが明らかになった。一方で、トキソ

プラズマ、CMV、ヒトパルボウイルス B19の公費

負担を行なっている自治体の割合は低かった。

これらの感染症に関し、自治体等で検査に関す

る費用対効果について検討され、母子感染対策

としてこれらの公費負担も望まれる。 

トキソプラズマと CMVは、一般に感染のリス

クが高い妊婦が対象で必要に応じて行うべき

検査とされており、そのため検査実施率が低い

と考えられた。一方で、妊婦 HIVスクリーニン

グ検査実施率の全国調査では、検査率と自治体

による公費負担に関連がみられた。そこで、GBS、

トキソプラズマ、CMV の検査実施率と自治体の

公費負担との関連を解析した。検査実施率の高

い GBS では、すでに自治体の公費負担が検査実

施率に影響を及ぼす段階にないと考えられた。

検査実施率の低い CMVでは、公費負担は返信の

あった 975 自治体中 12 自治体に過ぎずかつ、

37 都府県では公費負担が行われていないため

検査実施率との間に関連はないのはそのため

だと考えられた。検査実施率が 46.8％のトキソ

プラズマでは、公費負担を行なっている市町村

が 90％以上の県では有意に検査率が高かった。

参考までに、公費負担を行なっている自治体の

割合が「70％以上」「70％未満（0％を除く）」「0％

（公費負担を行なっている自治体なし）」の 3群

間で比較すると、「70％以上」行なっている道県

でのトキソプラズマの検査実施率は「0％（公費

負担を行なっている自治体なし）」と比較して

有意に高かった。一方、「70％未満（0％を除く）」

と「0％（公費負担を行なっている自治体なし）」

との 2群間および「70％以上」と「70％未満（0％

を除く）」の 2 群間に有意差はなかった（one-

way ANOVA; p < 0.05, data not shown）。これ

らの結果から、少なくとも各都道府県において

70％以上の市町村で公費負担が行われると検

査実施率が高くなると考えられた。トキソプラ

ズマや CMV感染と HIV母子感染予防との間に直

接的な関連はないが、自治体による妊婦健診へ

の公費負担による関与は今後も注視すべきこ

とと考えられる。 

 

D-8. 妊娠中期〜後期の HIV 再検査 

近年の HIV 母子感染の現状は 2012 年以降に

HIV 母子感染が 4 例報告されており、これらの

症例の中には妊娠初期での検査は陰性であっ

たが、その後に HIV 感染し児への母子感染に至

った例もあった。HIV 母子感染の完全な防止の

ためには妊娠初期の HIVスクリーニング検査を

全例に行なったとしても、このような症例には

対応できない。そのため、母子感染予防のため

に妊娠中期から後期に再度 HIV検査を行うこと

ついても検討する必要がある。そこで、妊娠中

期から後期における再検査の現状を調査した。

2014年に行なった全国調査では、妊娠後期に再

度 HIVスクリーニング検査を行っている施設は

全国で 0.3％程度であった。2019年調査では妊

娠中期から後期に再検査を行なっている病院

の割合は上昇したが、それでも 2.8％（913 病院

中 26 病院）であった。これまでの全国調査で

は、妊娠初期の HIV 検査で陰性となり妊娠後期

の再検査で陽性が確認された症例は報告され

ていない。また、全妊婦に妊娠中期から後期で

の再検査を実施することは費用対効果の観点

から現実的ではない。そのため、再検査の対象

を限定する必要がある。米国ガイドライン

（ Recommendations for Use of 

Antiretroviral Drugs in Pregnant HIV-1-

Infected Women for Maternal Health and 

Interventions to Reduce Perinatal HIV 

Transmission in the United States）では、 

• 15-45 歳女性の HIV または AIDS の発生率が

上昇している地域の妊婦 

• 妊婦 HIV スクリーニング検査で 1,000 人当

たり少なくとも 1 人の HIV 感染妊婦が判明

した施設で妊娠管理が行われている妊婦 
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• HIV 感染リスクが高い妊婦（例：麻薬静注を

行っている妊婦またはパートナー、金品もし

くは麻薬と引き換えに性行為を行う女性、

HIV 感染したパートナーのいる妊婦、複数ま

たは妊娠後に新たなパートナーと性行為を

行った妊婦） 

• HIV感染の急性期の徴候または症状を呈した

妊婦 

となっている。 

日本国内の現状として、HIV感染女性および

妊婦の陽性例の極めて高い地域及び施設は存

在しないことから、これらの条件は除外できる。

未受診妊婦（いわゆる飛び込み分娩）は HIV 母

子感染のハイリスクであると推定されること

から、本分担研究班ではこれまでに全国調査を

行い HIV母子感染症例と未受診妊婦に関連があ

るか検討した。年次により未受診妊婦数の変動

があるため、2016 年より続けて調査を行った。

調査の結果、2015年分娩例では全国の病院で妊

婦の 0.26％、2016 年と 2017 年では 0.24％が未

受診妊婦であることが明らかになった。さらに、

未受診妊婦に対して全例に検査を行っている

施設は 95％にのぼることが示された。病院での

未受診妊婦の頻度の高い福岡県（0.57％）、宮城

県（0.51％）、栃木県（0.50％）の地域で HIV 母

子感染症例が多発しているわけではないこと

から、近年散発している HIV 母子感染例では妊

婦健診の未受診が要因のすべてになりうると

は考えられない。しかし、過去の HIV 感染妊婦

症例を詳細に検討すると、経腟分娩症例 68 例

中飛び込み分娩は 18 例（26.5％）存在してい

た。さらに、この飛び込み分娩症例のうち 6例

（33.3％）で母子感染が報告された。今後の母

子感染予防対策において「未受診」を感染リス

クから排除すべきではないと考えられた。米国

ガイドライン、これまでの全国調査結果および

HIV の性質を鑑み、 

• 妊娠中に性風俗産業に従事・利用、複数のパ

ートナーとの性行為 

• 薬物使用（麻薬等の静注）、妊娠中に入れ墨

の施術 

• 妊娠初期 HIV 検査以降に他の性感染症検査

で陽性 

• 妊娠中に HIV 感染初期症状（発熱、頭痛、倦

怠感などのインフルエンザ様症状） 

• 未受診妊婦（いわゆる飛び込み分娩） 

以上の条件が、妊娠中期から後期に再度 HIV検

査の対象と考えられた。 

 

D-9. COVID-19 パンデミック下での HIV母子感

染予防のための医療提供 

COVID-19 のパンデミックにより、世界的に

HIV 感染者への医療提供が逼迫していることが

報告されている（Jiang H. et al. Lancet HIV. 

7:e308-e309 (2020)., Vrazo AC. et al. J Int 

AIDS Soc. 23:e25622 (2020).）。本調査は、

COVID-19 パンデミック時の HIV 母子感染予防

のための医療提供に関する国内初の全国調査

である。結果に示した様に、日本国内では現時

点（2021 年 2月）において HIV 母子感染予防に

対する診療体勢に COVID-19 の影響はほぼない

ことが明らかになった。UNAIDS の 2020年 10月

の報告では、世界的に HIV 感染妊婦の診療体制

は WHO がパンデミックを宣言した 2020 年 3 月

以降一時期低下したが、2020 年 6-7月には回復

したと報告している (UNAIDS. COVID-19’s 

impact on HIV vertical transmission 

services reversed. 27 October 2020)。一方、

ユニセフは cART を含む HIV 母子感染予防のた

めの医療提供が 6ヶ月間中断した時の HIV感染

児およびその AIDS 関連死亡に関して試算して

いる(UNICEF. Children, HIV and AIDS. How 

will progress be impacted by COVID-19? July 

2020)。25％の HIV 感染妊婦への医療提供が滞

ると、新規 HIV感染児は 1.24倍増加し児の AIDS

関連死は 1.09 倍増加する。さらに、100％の HIV

感染妊婦への医療提供が滞ると、新規 HIV感染

児は 1.86 倍増加し児の AIDS 関連死は 1.30 倍

増加する。すなわち、日本国内においても今後

の COVID-19 の発生状況により HIV 感染妊婦お
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よびその出生児に対する診療体制は影響を受

ける可能性はあり、今後も注視していく必要が

あると考えられた。 

COVID-19 患者は主として感染症指定医療機

関に搬送される。そこで、エイズ拠点病院およ

び HIV感染妊婦の診療経験のある病院と感染症

指定医療機関との重複を検討した。産婦人科ま

たは産科を有するエイズ拠点病院は全国に 306

施設存在する。このうち感染症指定医療機関

（特定、第一種、第二種）は 165施設でエイズ

拠点病院全体の 53.9％を占めた。群馬県、奈良

県、鳥取県、大分県、沖縄県では産婦人科また

は産科を有するエイズ拠点病院は全て感染症

指定医療機関であった。一方、岩手県と和歌山

県では重複はなかった。また、直近 10年（2011

〜2020 年）での HIV 感染妊婦の診療経験のある

病院は全国に 119 施設存在する。このうち感染

症指定医療機関は 55 施設で HIV 感染妊婦の診

療経験のある病院全体の 46.2％を占めた。石川

県、京都府、奈良県、鳥取県、岡山県、広島県、

徳島県、愛媛県、大分県、鹿児島県、沖縄県で

は HIV感染妊婦の診療経験のある病院は全て感

染症指定医療機関であった。一方、北海道、岩

手県、宮城県、福井県、愛知県、島根県、高知

県、長崎県、熊本県では重複はなかった。現状

の HIV 感染妊婦数は年間 20-40 例ほどであり、

かつ COVID-19 の現状からこれらの重複は喫緊

の課題になるとは考えにくい。しかし、SARS-

CoV-2 よりも強い感染性及び病原性を有した病

原体によるパンデミックが生じた場合、都道府

県によっては HIV母子感染予防のための医療提

供が滞る可能性があることを将来への提言と

したい。 

 

D-10. 小児科医師の HIV感染児の診療への対応 

産婦人科一次調査ではこれまでに 3回（2012

年、2015年、2018 年）、自施設で HIV感染妊婦

の分娩または中絶を行うかを質問しており、

2018 年調査では 18.9％の病院、0.8％の診療所

において自施設で対応するとの回答を得た。一

方、小児科において HIV感染児の診療に関して

は調査がなされていなかったので、2018 年の小

児科一次調査では HIV感染児の診療への対応に

ついて質問を行なった。自施設で対応すると回

答した小児科施設の割合は 15.4％であり、産婦

人科病院での受け入れ割合に近い数値であっ

た。特に、大学病院およびエイズ拠点病院で高

い割合であった。しかし、19.1％の大学病院お

よび 41.2％のエイズ拠点病院では他施設に紹

介するとの回答であった。大学病院、こども病

院、療育・福祉病院を除く小児科病院では

12.1％の施設において自施設で診察すると回

答した。これらの病院をより詳しく解析すると、

小児科常勤医師数が多いほど自施設で診察す

ると回答した施設の割合が高かった。他施設に

紹介すると回答した理由にマンパワー不足が

挙げられており、これを裏付ける結果であると

考えられた。都道府県別に解析を行なったとこ

ろ、各都道府県での成人を含めた全 HIV感染者

の発生状況と自施設で診察すると回答した施

設の割合に相関関係はなかった。他施設に紹介

すると回答した理由にマンパワー不足以外に

も知識不足、経験不足といったコメントが挙げ

られていた。小児、青少年期における抗 HIV療

法における推奨評価基準の内容は成人と異な

り（抗 HIV 治療ガイドライン（2018 年 3 月発

行））、専門性が要求される。そのため、地域に

よっては専門施設や基幹病院等に集約するこ

とを取り決めている地域もあり 1施設の対応で

はなく医療圏として対応している地域も存在

した。しかし、鳥取県や佐賀県では自施設で診

察するとした施設が存在しなかった。HIV 感染

児が全国どこでも医療機関にアクセスできる

ようにするために、このような地域において

HIV 感染児を診察できる施設の増加や集約化の

取り決めなどの整備が必要であると考えられ

る。 

 

D-11. HIV 母子感染の啓発 

本研究班では医療従事者への HIV 母子感染
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予防に関するマニュアルやガイドラインを作

成してきた。また、本研究班では 2001 年より

2010 年までエイズ予防財団主催による研究成

果等普及啓発事業研究成果発表会を市民公開

講座の形式で行なってきた。HIV 母子感染の更

なる減少のためには、医療従事者のみならず広

く国民に HIV母子感染に関して啓発を行う必要

がある。しかしながら、研究班単独での啓発活

動には限度があると考えられる。地方自治体に

は感染症のみならず多くの事象に対し市民に

啓発を行ってきた実績があると考えられ、将来

的な連携を目指し今年度は全国の自治体での

HIV 母子感染に関する啓発活動を調査した。 

HIV 母子感染に関する啓発（母子感染全般や

性感染症の啓発の一部で HIV母子感染を取り上

げている場合も含む）について質問したところ

67.1％の自治体で「行ったことがない」との回

答があった。HIV 母子感染に関する啓発を行っ

たことがない理由について質問したところ、

「自治体内に HIV 感染者が少ない（またはいな

い）と推定される」に次いで「HIV 母子感染に

関する啓発資材や資料がない（または少ない）」

と回答した自治体が約 4 割存在した。これは、

HIV 母子感染に関する啓発資材や資料があれば

約 4割の自治体において HIV母子感染に関する

啓発を行う可能性があると言える。本研究班で

HIV 母子感染に関する啓発資材や資料を作成す

る上で、これまでに啓発を行ったことがある自

治体の意見が参考になると考えられる。啓発を

行ったことがある自治体で HIV母子感染に関す

る啓発資材や資料の入手方法を質問したとこ

ろ、厚生労働省や衛生試験所等の研究報告書な

ど報告書を啓発用資料や公的機関や関連団体

が作成した啓発資材との回答を得た。即ち、本

研究班の報告書およびその調査結果から適切

な啓発資材を作成することにより自治体にお

いて活用してもらえる可能性は非常に高いと

思われる。 

性感染症に関する特定感染症予防指針（平成

三十年一月十八日 厚生労働省告示第十号）の

「第二 発生の予防及びまん延の防止 二 

普及啓発及び教育」には「教育を行う者は性感

染症に関する教育の重要性を認識するために、

性感染症から自分の身体を守るための情報を

正しく理解する必要がある。そのために、保健

所等は、教育関係機関及び保護者等と十分に連

携し、学校における教育と連動した普及啓発を

行うことが重要であり、国は、このような普及

啓発に利用可能な資材の開発等を支援してい

く必要がある。（一部抜粋）」とある。この指針

をもとに、本研究班では普及啓発に利用可能な

資材の開発を行い、さらには全国の自治体にお

いて HIV母子感染に関する啓発を行う人材育成

といった“間接的な啓発”を行うことも広く国民

に HIV母子感染を理解してもらう手段になり得

ると考察する。 

 

E.結論 

HIV による母子感染が cART や帝王切開での

分娩により十分に予防可能であることが周知

されるようになったことで、妊婦における HIV

スクリーニング検査が妊娠初期の重要な検査

のひとつとして認知され、多くの自治体で公費

負担もなされ、日本における HIV感染妊婦の諸

問題に関しての啓発活動が実を結びつつある。

その一方で、HIV 母子感染を取り巻く状況は変

化してきており、これまでの妊娠初期の HIVス

クリーニング検査率上昇を主目的とした啓発

では対応できていない。HIV 再検査を行う理由

として「妊娠初期 HIV 検査以降に他の性感染症

検査で陽性」が挙げられており、他の妊婦感染

症検査に関しても注視する必要がある。これに

加え、COVID-19 パンデミックの影響が HIV 母子

感染予防に今後影響を与えるかどうかも未知

数である。さらに、未受診妊婦の存在や妊娠中

期から後期での再検査といった HIV母子感染予

防のための啓発など、改善の余地がある分野も

残っている。しかし、妊娠初期の検査によって

HIV 感染が明らかになった場合、適切な予防対

策でほとんど母子感染が予防できることは事
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実であり、妊娠初期 HIV検査は依然として極め

て重要である。「母子感染ゼロ」に向け今後とも

調査・啓発活動を継続していく必要がある。本

研究班は、HIV スクリーニング検査実施率上昇

のための啓発活動を推進するとともに、これら

HIV 感染妊婦や HIV 感染児に対する諸問題に関

しても十分に取り組む必要がある。 
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表1　産婦人科病院一次調査の回答率

【産婦人科一次調査：病院】

2018年 1,155 864 74.8% 13 1,142 851 74.5%

2019年 1,141 955 83.7% 23 1,118 932 83.4%

2020年 1,122 891 79.4% 19 1,103 872 79.1%

表2　小児科一次調査の回答率

【小児科一次調査】

2018年 2,339 1,285 54.9% 17 2,322 1,268 54.6%

2019年 2,296 1,552 67.6% 20 2,276 1,532 59.2%

2020年 2,259 1,516 67.1% 14 2,245 1,502 66.9%

表3　産婦人科診療所一次調査の回答率

【産婦人科一次調査：診療所】

2018年 3,091 1,643 53.2% 168 2,923 1,475 50.5%

有効

送付数
回答数 回答率調査年 送付数 回収数 回収率 無効

回答率

調査年 送付数 回収数 回収率 無効
有効

送付数
回答数 回答率

回答数
有効

送付数
調査年 送付数 回収数 回収率 無効
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図1 病院での妊婦HIVスクリーニング検査実施率の推移

1999年 2000年 2001年 2002年

99%以上

95%以上〜99%未満

90%以上〜95%未満

80%以上〜90%未満

80%未満

2003年 2005年 2006年2004年

2007年 2008年 2009年 2010年

2011年 2012年 2013年 2014年

2015年 2016年 2017年 2018年

2019年 2020年

【2020年 産婦人科一次調査：病院】



65 

 

 

 

 

表4　病院での妊婦HIVスクリーニング検査実施率

《産婦人科一次調査：病院》

分娩件数 検査件数 実施率 分娩件数 検査件数 実施率 分娩件数 検査件数 実施率

北海道 20,292 20,292 100.00% 21,415 21,415 100.00% 20,004 20,004 100.00%

青森 3,857 3,857 100.00% 4,321 4,321 100.00% 2,699 2,699 100.00%

岩手 2,430 2,430 100.00% 4,445 4,445 100.00% 3,212 3,212 100.00%

宮城 8,484 8,482 99.98% 8,957 8,957 100.00% 7,524 7,524 100.00%

秋田 2,728 2,727 99.97% 2,462 2,462 100.00% 3,068 3,068 100.00%

山形 4,241 4,241 100.00% 4,802 4,802 100.00% 3,258 3,258 100.00%

福島 5,979 5,979 100.00% 4,138 4,138 100.00% 4,549 4,549 100.00%

茨城 9,996 9,996 100.00% 11,367 11,367 100.00% 9,506 9,506 100.00%

栃木 4,231 4,231 100.00% 4,633 4,633 100.00% 5,056 5,056 100.00%

群馬 5,467 5,467 100.00% 6,210 6,207 99.94% 6,623 6,623 100.00%

埼玉 19,880 19,880 100.00% 24,730 24,730 100.00% 19,053 19,053 100.00%

千葉 14,737 14,737 100.00% 14,114 14,114 100.00% 13,803 13,803 100.00%

東京 49,703 49,693 99.98% 56,756 56,756 100.00% 49,737 49,737 100.00%

神奈川 29,615 29,615 100.00% 32,249 32,249 100.00% 28,028 28,028 100.00%

新潟 7,194 7,194 100.00% 6,647 6,647 100.00% 5,843 5,843 100.00%

山梨 2,055 2,055 100.00% 1,871 1,871 100.00% 626 626 100.00%

長野 10,060 10,060 100.00% 10,145 10,145 100.00% 8,976 8,976 100.00%

富山 3,522 3,522 100.00% 3,844 3,844 100.00% 3,486 3,486 100.00%

石川 2,869 2,869 100.00% 4,155 4,155 100.00% 3,808 3,808 100.00%

福井 3,495 3,495 100.00% 2,889 2,889 100.00% 3,347 3,347 100.00%

岐阜 3,381 3,381 100.00% 5,353 5,353 100.00% 3,844 3,524 91.68%

静岡 10,779 10,779 100.00% 11,482 11,482 100.00% 10,051 10,051 100.00%

愛知 21,216 21,216 100.00% 22,261 22,261 100.00% 18,393 18,393 100.00%

三重 3,531 3,531 100.00% 4,758 4,758 100.00% 4,119 4,119 100.00%

滋賀 3,166 3,166 100.00% 2,527 2,527 100.00% 3,110 3,110 100.00%

京都 8,073 8,073 100.00% 8,588 8,588 100.00% 7,876 7,876 100.00%

大阪 26,839 26,831 99.97% 30,656 30,648 99.97% 29,364 29,364 100.00%

兵庫 17,616 17,616 100.00% 15,914 15,914 100.00% 15,791 15,791 100.00%

奈良 4,003 4,003 100.00% 3,942 3,942 100.00% 3,255 3,255 100.00%

和歌山 2,700 2,700 100.00% 3,446 3,446 100.00% 3,364 3,364 100.00%

鳥取 1,911 1,911 100.00% 1,737 1,737 100.00% 1,573 1,573 100.00%

島根 3,147 3,147 100.00% 2,847 2,847 100.00% 3,192 3,192 100.00%

岡山 6,563 6,563 100.00% 7,221 7,221 100.00% 7,366 7,366 100.00%

広島 11,068 11,068 100.00% 11,103 11,103 100.00% 10,197 10,197 100.00%

山口 5,209 5,209 100.00% 5,479 5,479 100.00% 4,782 4,782 100.00%

徳島 2,142 2,142 100.00% 3,410 3,410 100.00% 2,598 2,598 100.00%

香川 5,643 5,643 100.00% 4,850 4,850 100.00% 4,618 4,618 100.00%

愛媛 3,095 3,095 100.00% 3,888 3,888 100.00% 3,137 3,137 100.00%

高知 1,296 1,296 100.00% 1,975 1,975 100.00% 1,600 1,600 100.00%

福岡 8,981 8,059 89.73% 10,328 10,328 100.00% 9,074 9,074 100.00%

佐賀 1,380 1,380 100.00% 1,404 1,404 100.00% 1,516 1,516 100.00%

長崎 3,270 3,056 93.46% 3,546 3,543 99.91% 3,194 3,194 100.00%

熊本 7,940 7,940 100.00% 7,863 7,862 99.99% 7,304 7,304 100.00%

大分 2,230 2,230 100.00% 1,929 1,926 99.84% 2,133 2,133 100.00%

宮崎 2,779 2,779 100.00% 3,077 3,077 100.00% 3,382 3,382 100.00%

鹿児島 5,223 5,223 100.00% 5,834 5,834 100.00% 5,636 5,636 100.00%

沖縄 8,145 8,145 100.00% 7,928 7,928 100.00% 7,375 7,375 100.00%

全国 392,161 391,004 99.71% 423,496 423,477 100.00% 380,050 379,730 99.92%

都道

府県

2018年調査 2019年調査 2020年調査
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表5　2018年 妊婦へのHIVスクリーニング検査実施率のまとめ

《産婦人科一次調査：病院》 【2018年 産婦人科一次調査】

合計 病院 診療所

分娩件数 検査件数 実施率 分娩件数 検査件数 実施率 分娩件数 検査件数 実施率

北海道 26,205 26,205 100.0% 20,292 20,292 100.00% 5,913 5,913 100.0%

青森 6,022 6,022 100.0% 3,857 3,857 100.00% 2,165 2,165 100.0%

岩手 5,983 5,983 100.0% 2,430 2,430 100.00% 3,553 3,553 100.0%

宮城 11,863 11,861 100.0% 8,484 8,482 99.98% 3,379 3,379 100.0%

秋田 3,198 3,197 100.0% 2,728 2,727 99.97% 470 470 100.0%

山形 7,190 7,190 100.0% 4,241 4,241 100.00% 2,949 2,949 100.0%

福島 10,847 10,847 100.0% 5,979 5,979 100.00% 4,868 4,868 100.0%

茨城 14,877 14,877 100.0% 9,996 9,996 100.00% 4,881 4,881 100.0%

栃木 10,752 10,752 100.0% 4,231 4,231 100.00% 6,521 6,521 100.0%

群馬 9,819 9,819 100.0% 5,467 5,467 100.00% 4,352 4,352 100.0%

埼玉 28,537 28,537 100.0% 19,880 19,880 100.00% 8,657 8,657 100.0%

千葉 29,546 29,546 100.0% 14,737 14,737 100.00% 14,809 14,809 100.0%

東京 64,958 64,948 100.0% 49,703 49,693 99.98% 15,255 15,255 100.0%

神奈川 42,606 42,606 100.0% 29,615 29,615 100.00% 12,991 12,991 100.0%

新潟 11,424 11,424 100.0% 7,194 7,194 100.00% 4,230 4,230 100.0%

山梨 3,926 3,606 91.8% 2,055 2,055 100.00% 1,871 1,551 82.9%

長野 13,856 13,856 100.0% 10,060 10,060 100.00% 3,796 3,796 100.0%

富山 4,752 4,752 100.0% 3,522 3,522 100.00% 1,230 1,230 100.0%

石川 4,883 4,883 100.0% 2,869 2,869 100.00% 2,014 2,014 100.0%

福井 5,230 5,230 100.0% 3,495 3,495 100.00% 1,735 1,735 100.0%

岐阜 9,828 9,828 100.0% 3,381 3,381 100.00% 6,447 6,447 100.0%

静岡 20,889 20,889 100.0% 10,779 10,779 100.00% 10,110 10,110 100.0%

愛知 40,117 40,117 100.0% 21,216 21,216 100.00% 18,901 18,901 100.0%

三重 8,782 8,782 100.0% 3,531 3,531 100.00% 5,251 5,251 100.0%

滋賀 5,162 5,162 100.0% 3,166 3,166 100.00% 1,996 1,996 100.0%

京都 11,940 11,935 100.0% 8,073 8,073 100.00% 3,867 3,862 99.9%

大阪 41,576 41,568 100.0% 26,839 26,831 99.97% 14,737 14,737 100.0%

兵庫 30,083 30,083 100.0% 17,616 17,616 100.00% 12,467 12,467 100.0%

奈良 7,183 7,183 100.0% 4,003 4,003 100.00% 3,180 3,180 100.0%

和歌山 5,857 5,857 100.0% 2,700 2,700 100.00% 3,157 3,157 100.0%

鳥取 3,744 3,744 100.0% 1,911 1,911 100.00% 1,833 1,833 100.0%

島根 4,468 4,468 100.0% 3,147 3,147 100.00% 1,321 1,321 100.0%

岡山 10,618 10,618 100.0% 6,563 6,563 100.00% 4,055 4,055 100.0%

広島 16,323 16,323 100.0% 11,068 11,068 100.00% 5,255 5,255 100.0%

山口 9,236 9,236 100.0% 5,209 5,209 100.00% 4,027 4,027 100.0%

徳島 4,138 4,138 100.0% 2,142 2,142 100.00% 1,996 1,996 100.0%

香川 6,697 6,697 100.0% 5,643 5,643 100.00% 1,054 1,054 100.0%

愛媛 6,871 6,871 100.0% 3,095 3,095 100.00% 3,776 3,776 100.0%

高知 2,596 2,596 100.0% 1,296 1,296 100.00% 1,300 1,300 100.0%

福岡 27,244 26,322 96.6% 8,981 8,059 89.73% 18,263 18,263 100.0%

佐賀 4,451 4,451 100.0% 1,380 1,380 100.00% 3,071 3,071 100.0%

長崎 7,679 7,465 97.2% 3,270 3,056 93.46% 4,409 4,409 100.0%

熊本 13,771 13,771 100.0% 7,940 7,940 100.00% 5,831 5,831 100.0%

大分 7,267 7,267 100.0% 2,230 2,230 100.00% 5,037 5,037 100.0%

宮崎 6,046 6,046 100.0% 2,779 2,779 100.00% 3,267 3,267 100.0%

鹿児島 10,374 10,374 100.0% 5,223 5,223 100.00% 5,151 5,151 100.0%

沖縄 12,493 12,493 100.0% 8,145 8,145 100.00% 4,348 4,348 100.0%

全国 651,907 650,425 99.8% 392,161 391,004 99.71% 259,746 259,421 99.9%

都道

府県
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図2 診療所での妊婦HIVスクリーニング検査実施率の変遷

99%以上 95%以上〜99%未満 90%以上〜95%未満

80%以上〜90%未満 80%未満

2003年 2006年 2009年

2012年 2015年 2018年

【産婦人科 診療所調査】

表6-1　2018年調査での分娩の取扱いと妊婦HIVスクリーニング検査実施率（病院）

【2018年 産婦人科・病院調査】

100％検査 74 100.0% 769 99.2% 843 99.2%

99％以上100％未満 0 − 3 0.4% 3 0.4%

95％以上99％未満 0 − 1 0.1% 1 0.13%

50％以上90％未満 0 − 0 − 0.8% 0 − 0.7%

50％未満 0 − 0 − 0 − 

0％（実施なし） 0 − 2 0.3% 2 0.3%

合計 74 100.0% 775 100.0% 849 100.0%

病院数 病院数 病院数
HIV検査率

分娩なし 分娩あり 合計

表6-2　2019年調査での分娩の取扱いと妊婦HIVスクリーニング検査実施率

【2019年 産婦人科・病院調査】

100％（全例実施） 76 100.0% 851 99.4% 927 99.5%

95％以上100％未満 0 − 5 0.6% 5 0.5%

90％以上95％未満 0 − 0 − 0 − 

50％以上90％未満 0 − 0 − 0.6% 0 − 0.5%

50％未満 0 − 0 − 0 − 

0％（実施なし） 0 − 0 − 0 − 

合計 76 100.0% 856 100.0% 932 100.0%

分娩あり 合計

病院数 病院数 病院数
HIV検査率

分娩なし
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表7　2018年調査での分娩の取扱いと妊婦HIVスクリーニング検査実施率（診療所）

【2018年 産婦人科・診療所調査】

100％（全例実施） 699 96.0% 740 99.7% 1,439 97.9%

99％以上100％未満 1 0.1% 0 − 1 0.1%

95％以上99％未満 2 0.3% 0 − 2 0.1%

90％以上95％未満 4 0.5% 1 0.1% 5 0.3%

80％以上90％未満 1 0.1% 4.0% 0 − 0.3% 1 0.1% 2.1%

50％以上80％未満 2 0.3% 0 − 2 0.1%

50％未満 6 0.8% 0 − 6 0.4%

0％（未実施） 13 1.8% 1 0.1% 14 1.0%

合計 728 100.0% 742 100.0% 1,470 100.0%

HIV検査率
分娩なし 分娩あり 合計

診療所数 診療所数 診療所数

表6-3　2020年調査での分娩の取り扱いの有無と妊婦HIVスクリーニング検査実施率

【2020年 産婦人科・病院調査】

100％（全例実施） 67 100.0% 803 99.9% 870 99.9%

95％以上100％未満 0 − 0 − 0 − 

90％以上95％未満 0 − 0 − 0 − 

50％以上90％未満 0 − 0 − 0.1% 0 − 0.1%

50％未満 0 − 0 − 0 − 

0％（実施なし） 0 − 1 0.1% 1 0.1%

合計 67 100.0% 804 100.0% 871 100.0%

HIV検査率
分娩なし 分娩あり 合計

病院数 病院数 病院数

表8　エイズ拠点病院区分での妊婦HIVスクリーニング検査の実施率

【産婦人科・病院調査】

拠点病院 128,787 128,785 100.00%

拠点以外の病院 263,374 262,219 99.56%

合計 392,161 391,004 99.71%

拠点病院 141,396 141,393 100.00%

拠点以外の病院 282,100 282,084 99.99%

合計 423,496 423,477 100.00%

拠点病院 126,074 126,074 100.00%

拠点以外の病院 253,976 253,656 99.87%

合計 380,050 379,730 99.92%

検査

実施率
調査年 　病院区分

2020年

2019年

2018年

分娩件数 検査件数
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表9　2018年病院調査での未受診妊婦数 表10　2018年病院調査での未受診妊婦の頻度

【2018年 産婦人科・病院調査】 【2018年 産婦人科・病院調査】

東京 26 105 福岡 8,981 51 0.57%

大阪 18 76 栃木 4,231 21 0.50%

神奈川 22 73 宮城 8,484 42 0.50%

北海道 20 53 大分 2,230 10 0.45%

福岡 7 51 佐賀 1,380 6 0.43%

千葉 14 50 長崎 3,270 14 0.43%

愛知 16 45 愛媛 3,095 11 0.36%

宮城 6 42 福井 3,495 12 0.34%

兵庫 12 42 熊本 7,940 27 0.34%

埼玉 14 39 三重 3,531 12 0.34%

茨城 9 30 千葉 14,737 50 0.34%

静岡 12 28 青森 3,857 13 0.34%

熊本 6 27 宮崎 2,779 9 0.32%

栃木 4 21 茨城 9,996 30 0.30%

広島 7 18 岐阜 3,381 10 0.30%

長崎 5 14 大阪 26,839 76 0.28%

青森 6 13 石川 2,869 8 0.28%

長野 6 13 北海道 20,292 53 0.26%

福井 3 12 静岡 10,779 28 0.26%

三重 6 12 神奈川 29,615 73 0.25%

京都 6 12 兵庫 17,616 42 0.24%

群馬 6 11 和歌山 2,700 6 0.22%

新潟 7 11 愛知 21,216 45 0.21%

岡山 5 11 東京 49,703 105 0.21%

愛媛 4 11 岩手 2,430 5 0.21%

岐阜 3 10 群馬 5,467 11 0.20%

大分 4 10 埼玉 19,880 39 0.20%

沖縄 4 10 山梨 2,055 4 0.19%

宮崎 3 9 秋田 2,728 5 0.18%

福島 5 8 岡山 6,563 11 0.17%

石川 4 8 広島 11,068 18 0.16%

鹿児島 3 8 島根 3,147 5 0.16%

香川 4 7 鹿児島 5,223 8 0.15%

和歌山 3 6 新潟 7,194 11 0.15%

山口 5 6 京都 8,073 12 0.15%

佐賀 2 6 徳島 2,142 3 0.14%

岩手 3 5 福島 5,979 8 0.13%

秋田 3 5 長野 10,060 13 0.13%

島根 4 5 滋賀 3,166 4 0.13%

山形 3 4 香川 5,643 7 0.12%

山梨 2 4 沖縄 8,145 10 0.12%

富山 2 4 山口 5,209 6 0.12%

滋賀 4 4 富山 3,522 4 0.11%

徳島 2 3 鳥取 1,911 2 0.10%

鳥取 2 2 山形 4,241 4 0.09%

奈良 1 1 高知 1,296 1 0.08%

高知 1 1 奈良 4,003 1 0.02%

全国 314 946 全国 392,161 946 0.24%

都道

府県
病院数

未受診

妊婦数

都道

府県

病院調査

分娩数

未受診

妊婦数
頻度
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図3 病院調査での未受診妊婦の頻度

2016年 2017年

0.4%以上 0.3%以上〜0.4%未満 0.2%以上〜0.3%未満

0.1%以上〜0.2%未満 0.1%未満

2018年

【産婦人科 病院調査】

図4 2016〜2018年病院調査での未受診妊婦の頻度

0.4%以上

0.3%以上〜0.4%未満

0.2%以上〜0.3%未満

0.1%以上〜0.2%未満

0.1%未満

【産婦人科 病院調査】
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表11　2016〜2018年病院調査での未受診妊婦の発生頻度

【2018年 産婦人科・病院調査】 【2018年 産婦人科・病院調査】

宮崎 10,013 54 0.54%

栃木 14,456 75 0.52%

愛媛 12,095 49 0.41%

福岡 31,549 123 0.39%

岐阜 13,570 52 0.38%

宮城 24,671 91 0.37%

千葉 45,129 159 0.35%

大分 7,292 25 0.34%

三重 12,873 44 0.34%

大阪 97,714 315 0.32%

岩手 9,984 31 0.31%

静岡 34,971 108 0.31%

群馬 19,146 59 0.31%

埼玉 64,656 198 0.31%

北海道 61,044 182 0.30%

佐賀 4,063 12 0.30%

山梨 7,820 23 0.29%

青森 10,096 28 0.28%

茨城 31,062 83 0.27%

鳥取 6,043 16 0.26%

長崎 11,687 30 0.26%

福井 9,096 23 0.25%

熊本 22,900 56 0.24%

岡山 21,836 48 0.22%

東京 165,777 359 0.22%

愛知 71,538 146 0.20%

兵庫 54,299 110 0.20%

鹿児島 16,389 31 0.19%

広島 34,799 65 0.19%

神奈川 99,160 184 0.19%

京都 26,722 48 0.18%

福島 14,181 25 0.18%

石川 10,611 17 0.16%

高知 4,392 7 0.16%

山形 12,078 19 0.16%

秋田 8,913 14 0.16%

沖縄 24,985 38 0.15%

新潟 21,270 32 0.15%

富山 11,952 17 0.14%

島根 9,946 14 0.14%

奈良 12,119 17 0.14%

和歌山 9,963 13 0.13%

山口 17,861 22 0.12%

徳島 8,421 10 0.12%

香川 15,239 18 0.12%

長野 29,526 32 0.11%

滋賀 10,645 10 0.09%

全国 1,274,552 3,132 0.25%

調査

分娩数

未受診

妊婦数
頻度

都道

府県
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表12　2018年病院調査での未受診妊婦へのHIVスクリーニング検査の実施状況

【2018年 産婦人科・病院調査】 【2018年 産婦人科・病院調査】

全例に検査を実施する（分娩前に結果が確認できるかどうかにかかわらず） 297 95.2%

全例に検査しない 5 1.6%

状況に応じて一部の妊婦に検査を実施する 10 3.2%

合計 312 100.0%

未受診妊婦に対するHIVスクリーニング検査の実施状況 病院数
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表13　診療所調査での未受診妊婦数 表14　診療所調査での未受診妊婦の頻度

【2018年 産婦人科・診療所調査】 【2018年 産婦人科・診療所調査】

千葉 3 5 広島 5,255 5 0.10%

広島 1 5 高知 1,300 1 0.08%

兵庫 3 4 愛媛 3,776 2 0.05%

愛媛 2 2 鹿児島 5,151 2 0.04%

鹿児島 2 2 千葉 14,809 5 0.03%

岩手 1 1 兵庫 12,467 4 0.03%

茨城 1 1 宮崎 3,267 1 0.03%

高知 1 1 岩手 3,553 1 0.03%

大分 1 1 茨城 4,881 1 0.02%

宮崎 1 1 大分 5,037 1 0.02%

北海道 0 0 北海道 5,913 0 −　

青森 0 0 青森 2,165 0 −　

宮城 0 0 宮城 3,379 0 −　

秋田 0 0 秋田 470 0 −　

山形 0 0 山形 2,949 0 −　

福島 0 0 福島 4,868 0 −　

栃木 0 0 栃木 6,521 0 −　

群馬 0 0 群馬 4,352 0 −　

埼玉 0 0 埼玉 8,657 0 −　

東京 0 0 東京 15,255 0 −　

神奈川 0 0 神奈川 12,991 0 −　

新潟 0 0 新潟 4,230 0 −　

山梨 0 0 山梨 1,871 0 −　

長野 0 0 長野 3,796 0 −　

富山 0 0 富山 1,230 0 −　

石川 0 0 石川 2,014 0 −　

福井 0 0 福井 1,735 0 −　

岐阜 0 0 岐阜 6,447 0 −　

静岡 0 0 静岡 10,110 0 −　

愛知 0 0 愛知 18,901 0 −　

三重 0 0 三重 5,251 0 −　

滋賀 0 0 滋賀 1,996 0 −　

京都 0 0 京都 3,867 0 −　

大阪 0 0 大阪 14,737 0 −　

奈良 0 0 奈良 3,180 0 −　

和歌山 0 0 和歌山 3,157 0 −　

鳥取 0 0 鳥取 1,833 0 −　

島根 0 0 島根 1,321 0 −　

岡山 0 0 岡山 4,055 0 −　

山口 0 0 山口 4,027 0 −　

徳島 0 0 徳島 1,996 0 −　

香川 0 0 香川 1,054 0 −　

福岡 0 0 福岡 18,263 0 −　

佐賀 0 0 佐賀 3,071 0 −　

長崎 0 0 長崎 4,409 0 −　

熊本 0 0 熊本 5,831 0 −　

沖縄 0 0 沖縄 4,348 0 −　

全国 16 23 全国 259,746 23 0.01%

未受診

妊婦数
頻度

都道

府県
診療所数

未受診

妊婦数

都道

府県

診療所調査

分娩数
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表15　診療所調査での未受診妊婦へのHIVスクリーニング検査の実施状況

【2018年 産婦人科・診療所調査】 【2018年 産婦人科・診療所調査】

全例に検査を実施する（分娩前に結果が確認できるかどうかにかかわらず） 15 93.8%

全例に検査しない 1 6.3%

状況に応じて一部の妊婦に検査を実施する 0 −　

合計 16 100.0%

未受診妊婦に対するHIVスクリーニング検査の実施状況 診療所数

表16　施設別での妊婦HIVスクリーニング検査陽性時の対応

【2018年 産婦人科調査】

自施設でHIV確認検査を行い、陽性の場合も分娩(または中絶)を行う 152 18.4% 9 0.6% 161 7.1%

自施設でHIV確認検査を行い、陽性の場合は他施設に紹介する 596 72.2% 942 65.8% 1,538 68.2%

自施設でHIV確認検査は行わず、他施設に紹介する 72 8.7% 455 31.8% 527 23.4%

その他 6 0.7% 25 1.7% 31 1.4%

合計 826 100.0% 1,431 100.0% 2,257 100.0%

病院 診療所
妊婦に対するHIVスクリーニング検査が陽性の場合

施設数
合計

表17　妊婦HIVスクリーニング検査陽性時の対応について施設の比較

【2018年 産婦人科調査】 【2018年 産婦人科調査】

病院 596 72

診療所 942 455
< 0.0001 112.9 3.998

自施設でHIV確認検査は行わず、

他施設に紹介する
p χ

2 オッズ比
自施設でHIV確認検査を行い、

陽性の場合は他施設に紹介する

図5 梅毒感染妊婦の報告数

病院 診療所

20例以上 10例以上〜20例未満 5例以上〜10例未満

1例以上〜5例未満 報告例なし

合計

【2018年 産婦人科調査】
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表18　2018年病院調査での梅毒感染妊婦数と頻度 表19　診療所調査での梅毒感染妊婦数と頻度

【2018年 産婦人科・病院調査】 【2018年 産婦人科・診療所調査】

宮崎 5 9 2,779 0.324% 熊本 5 23 5,831 0.394%

熊本 5 17 7,940 0.214% 宮城 3 10 3,379 0.296%

長崎 2 5 3,270 0.153% 和歌山 6 8 3,157 0.253%

埼玉 14 30 19,880 0.151% 東京 23 34 15,255 0.223%

山梨 1 3 2,055 0.146% 秋田 1 1 470 0.213%

福島 5 8 5,979 0.134% 北海道 3 12 5,913 0.203%

千葉 11 19 14,737 0.129% 香川 1 2 1,054 0.190%

奈良 3 5 4,003 0.125% 京都 6 7 3,867 0.181%

兵庫 11 22 17,616 0.125% 栃木 6 11 6,521 0.169%

石川 3 3 2,869 0.105% 岡山 3 6 4,055 0.148%

広島 8 11 11,068 0.099% 山梨 2 2 1,871 0.107%

栃木 2 4 4,231 0.095% 大阪 14 15 14,737 0.102%

山形 4 4 4,241 0.094% 山形 2 3 2,949 0.102%

宮城 4 8 8,484 0.094% 徳島 2 2 1,996 0.100%

福井 1 3 3,495 0.086% 神奈川 11 13 12,991 0.100%

大阪 18 22 26,839 0.082% 鹿児島 3 5 5,151 0.097%

神奈川 17 24 29,615 0.081% 奈良 3 3 3,180 0.094%

愛知 12 17 21,216 0.080% 青森 2 2 2,165 0.092%

青森 3 3 3,857 0.078% 群馬 3 4 4,352 0.092%

東京 23 37 49,703 0.074% 長崎 4 4 4,409 0.091%

佐賀 1 1 1,380 0.072% 千葉 11 13 14,809 0.088%

静岡 4 7 10,779 0.065% 茨城 3 4 4,881 0.082%

島根 2 2 3,147 0.064% 兵庫 10 10 12,467 0.080%

茨城 5 6 9,996 0.060% 福岡 12 14 18,263 0.077%

長野 4 6 10,060 0.060% 広島 4 4 5,255 0.076%

鹿児島 2 3 5,223 0.057% 島根 1 1 1,321 0.076%

三重 2 2 3,531 0.057% 愛知 11 14 18,901 0.074%

福岡 2 5 8,981 0.056% 埼玉 3 5 8,657 0.058%

鳥取 1 1 1,911 0.052% 鳥取 1 1 1,833 0.055%

京都 4 4 8,073 0.050% 滋賀 1 1 1,996 0.050%

岡山 3 3 6,563 0.046% 福島 2 2 4,868 0.041%

北海道 7 9 20,292 0.044% 佐賀 1 1 3,071 0.033%

新潟 3 3 7,194 0.042% 静岡 3 3 10,110 0.030%

岩手 1 1 2,430 0.041% 長野 1 1 3,796 0.026%

香川 2 2 5,643 0.035% 新潟 1 1 4,230 0.024%

愛媛 1 1 3,095 0.032% 岐阜 1 1 6,447 0.016%

岐阜 1 1 3,381 0.030% 岩手 0 0 3,553 −　

山口 1 1 5,209 0.019% 富山 0 0 1,230 −　

群馬 1 1 5,467 0.018% 石川 0 0 2,014 −　

秋田 0 0 2,728 −　 福井 0 0 1,735 −　

富山 0 0 3,522 −　 三重 0 0 5,251 −　

滋賀 0 0 3,166 −　 山口 0 0 4,027 −　

和歌山 0 0 2,700 −　 愛媛 0 0 3,776 −　

徳島 0 0 2,142 −　 高知 0 0 1,300 −　

高知 0 0 1,296 −　 大分 0 0 5,037 −　

大分 0 0 2,230 −　 宮崎 0 0 3,267 −　

沖縄 0 0 8,145 −　 沖縄 0 0 4,348 −　

全国 199 313 392,161 0.080% 全国 169 243 259,746 0.094%

報告

診療所数

梅毒感染

妊婦数

診療所調査

分娩数
頻度

都道

府県

都道

府県

報告

病院数

梅毒感染

妊婦数

病院調査

分娩数
頻度
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表20　2018年調査の梅毒感染妊婦のまとめ

【2018年 産婦人科・診療所調査】 【2018年 産婦人科調査】

熊本 10 40 13,771 0.290%

宮城 7 18 11,863 0.152%

宮崎 5 9 6,046 0.149%

栃木 8 15 10,752 0.140%

和歌山 6 8 5,857 0.137%

山梨 3 5 3,926 0.127%

埼玉 17 35 28,537 0.123%

長崎 6 9 7,679 0.117%

奈良 6 8 7,183 0.111%

東京 46 71 64,958 0.109%

千葉 22 32 29,546 0.108%

兵庫 21 32 30,083 0.106%

山形 6 7 7,190 0.097%

福島 7 10 10,847 0.092%

京都 10 11 11,940 0.092%

広島 12 15 16,323 0.092%

大阪 32 37 41,576 0.089%

神奈川 28 37 42,606 0.087%

岡山 6 9 10,618 0.085%

青森 5 5 6,022 0.083%

北海道 10 21 26,205 0.080%

愛知 23 31 40,117 0.077%

鹿児島 5 8 10,374 0.077%

福岡 14 19 27,244 0.070%

茨城 8 10 14,877 0.067%

島根 3 3 4,468 0.067%

石川 3 3 4,883 0.061%

香川 3 4 6,697 0.060%

福井 1 3 5,230 0.057%

鳥取 2 2 3,744 0.053%

群馬 4 5 9,819 0.051%

長野 5 7 13,856 0.051%

徳島 2 2 4,138 0.048%

静岡 7 10 20,889 0.048%

佐賀 2 2 4,451 0.045%

新潟 4 4 11,424 0.035%

秋田 1 1 3,198 0.031%

三重 2 2 8,782 0.023%

岐阜 2 2 9,828 0.020%

滋賀 1 1 5,162 0.019%

岩手 1 1 5,983 0.017%

愛媛 1 1 6,871 0.015%

山口 1 1 9,236 0.011%

富山 0 0 4,752 −　

高知 0 0 2,596 −　

大分 0 0 7,267 −　

沖縄 0 0 12,493 −　

全国 368 556 651,907 0.085%

梅毒感染

妊婦数

調査

分娩数
頻度

都道

府県

報告

施設数
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表21　 病院調査での妊婦スクリーニング検査実施率
【2019年 産婦人科・病院調査】

北海道 99.9% 100.0% 99.9% 100.0% 82.8% 9.9%

青森 100.0% 100.0% 100.0% 99.3% 16.9% 0.5%

岩手 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 88.3% 3.1%

宮城 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 30.5% 18.3%

秋田 95.4% 95.4% 95.4% 96.8% 0.7% 0.7%

山形 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 26.8% 2.4%

福島 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 18.8% 0.5%

茨城 99.8% 100.0% 100.0% 99.3% 65.1% 7.0%

栃木 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 96.1% 4.3%

群馬 99.9% 99.9% 93.7% 99.9% 30.7% 13.4%

埼玉 100.0% 100.0% 97.9% 99.7% 51.6% 17.1%

千葉 99.0% 100.0% 100.0% 99.8% 55.5% 26.2%

東京 99.9% 100.0% 98.3% 99.9% 53.9% 17.8%

神奈川 98.0% 99.8% 100.0% 99.3% 48.2% 8.6%

新潟 99.4% 100.0% 100.0% 99.8% 4.6% 3.1%

山梨 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 60.1% 6.6%

長野 100.0% 100.0% 100.0% 99.6% 79.2% 23.9%

富山 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 52.8% 27.1%

石川 100.0% 94.1% 100.0% 100.0% 82.9% 20.9%

福井 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 52.3% 4.7%

岐阜 95.9% 95.8% 95.8% 96.3% 46.5% 16.8%

静岡 100.0% 100.0% 100.0% 98.9% 63.4% 9.3%

愛知 96.5% 100.0% 100.0% 99.4% 20.7% 11.1%

三重 100.0% 100.0% 100.0% 98.5% 11.6% 61.4%

滋賀 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 39.7% 27.7%

京都 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 17.5% 9.3%

大阪 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 33.0% 7.3%

兵庫 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 62.3% 12.5%

奈良 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 69.1% 29.4%

和歌山 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 23.1% 12.9%

鳥取 100.0% 100.0% 100.0% 99.1% 74.7% 5.4%

島根 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 44.8% 4.9%

岡山 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 23.3% 7.6%

広島 100.0% 100.0% 100.0% 99.7% 51.6% 5.3%

山口 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 26.3% 0.2%

徳島 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 3.8% 2.0%

香川 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 26.6% 0.6%

愛媛 99.8% 100.0% 100.0% 100.0% 38.2% 3.9%

高知 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 57.9% 1.6%

福岡 99.7% 100.0% 100.0% 98.6% 20.7% 9.3%

佐賀 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 2.1% 3.7%

長崎 99.9% 99.9% 99.9% 99.9% 60.3% 58.3%

熊本 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 13.5% 1.8%

大分 99.8% 99.8% 99.8% 99.8% 33.1% 0.8%

宮崎 100.0% 100.0% 100.0% 100.0% 64.4% 20.8%

鹿児島 100.0% 100.0% 100.0% 99.9% 100.0% 2.3%

沖縄 100.0% 100.0% 98.4% 100.0% 34.5% 9.1%

全国 99.5% 99.8% 99.4% 99.7% 46.8% 12.4%

トキソ

プラズマ

都道

府県
クラミジア HCV HTLV-1 GBS CMV
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図7 妊婦に対する感染症検査の実施率

99%以上 95%以上〜99%未満 90%以上〜95%未満 80%以上〜90%未満 80%未満

クラミジア HCV HTLV-1

GBS トキソプラズマ サイトメガロ

【2019年 産婦人科・病院調査】
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表22　妊婦への公費負担を行っている自治体の割合

【2018年 自治体調査】

北海道 86.8% 98.2% 3.5%

青森 93.8% 6.3% 0.0%

岩手 68.0% 96.0% 8.0%

宮城 69.2% 76.9% 0.0%

秋田 94.4% 0.0% 0.0%

山形 73.9% 0.0% 0.0%

福島 83.3% 0.0% 0.0%

茨城 97.1% 2.9% 0.0%

栃木 88.2% 0.0% 0.0%

群馬 84.2% 5.3% 0.0%

埼玉 89.2% 0.0% 0.0%

千葉 84.2% 5.3% 2.6%

東京 100.0% 0.0% 0.0%

神奈川 -　 -　 -　

新潟 88.9% 5.6% 0.0%

山梨 66.7% 16.7% 0.0%

長野 72.7% 6.1% 3.0%

富山 100.0% 15.4% 0.0%

石川 100.0% 0.0% 0.0%

福井 70.0% 0.0% 0.0%

岐阜 88.0% 0.0% 0.0%

静岡 72.0% 96.0% 0.0%

愛知 76.5% 0.0% 0.0%

三重 84.2% 0.0% 0.0%

滋賀 62.5% 0.0% 0.0%

京都 100.0% 0.0% 0.0%

大阪 100.0% 76.5% 0.0%

兵庫 77.8% 11.1% 0.0%

奈良 -　 -　 -　

和歌山 80.0% 10.0% 10.0%

鳥取 92.3% 7.7% 7.7%

島根 100.0% 0.0% 0.0%

岡山 100.0% 0.0% 0.0%

広島 53.8% 0.0% 0.0%

山口 93.3% 0.0% 0.0%

徳島 90.0% 0.0% 0.0%

香川 90.9% 0.0% 0.0%

愛媛 100.0% 0.0% 0.0%

高知 66.7% 0.0% 0.0%

福岡 85.7% 0.0% 0.0%

佐賀 100.0% 0.0% 0.0%

長崎 61.5% 0.0% 0.0%

熊本 72.0% 8.0% 0.0%

大分 92.3% 0.0% 0.0%

宮崎 100.0% 5.9% 5.9%

鹿児島 90.9% 97.0% 3.0%

沖縄 60.9% 4.3% 0.0%

全国 85.1% 24.0% 1.2%

トキソ

プラズマ
CMV

都道

府県
GBS
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図12 妊娠中期から後期に再度HIV検査を実施している病院数

4病院以上

3病院

2病院

1病院

0病院

【2019年 産婦人科 病院調査】

図13 妊娠中期から後期に再度HIV検査を行う施設の割合

15％以上

10％以上15％未満

5％以上10％未満

1％以上5％未満

0％

【2019年 産婦人科・病院調査】
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表23　妊娠初期にHIV検査を行い、陰性結果を確認した妊婦の妊娠中期・後期検査の実施状況
【2019年 産婦人科・病院調査】

検査対象

　妊娠初期HIV検査以降に他の性感染症検査で陽性 3 12.5%

　妊娠中に性風俗産業に従事・利用、複数のパートナーとの性行為 0 　　-

　薬物使用（麻薬等の静注）、妊娠中に入れ墨の施術 0 　　-

　妊娠中にHIV感染初期症状（発熱、頭痛、倦怠感などのインフルエンザ様症状） 0 　　-

　その他 21 87.5%

合計 24 100.0%

※検査対象無記入：2病院を除く

　　施設数

表24　エイズ拠点病院区分でのHIV感染児の診療対応

【2018年 小児科調査】

自施設で診察する 188 15.5% 115 43.7% 73 7.8%

状況により診療する 183 15.1% 54 20.2% 129 13.9%

他施設に紹介する 801 66.0% 106 40.3% 695 74.7%

その他 42 3.5% 9 3.4% 33 3.5%

合計 1,214 100.0% 284 100.0% 930 100.0%

HIV感染児の診療 全施設 拠点病院 拠点以外の病院

図14 エイズ拠点病院区分でのHIV感染児の診療対応

全施設

拠点病院 拠点以外の病院

自施設で診察する

状況により診療する

他施設に紹介する

その他

【2018年 小児科調査】
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表25　病院区分でのHIV感染児の診療対応

【2018年 小児科調査】

自施設で診察する 188 15.5% 48 70.6% 2 16.7% 1 8.3% 137 12.2%

状況により診療する 183 15.1% 7 10.3% 3 25.0% 3 25.0% 170 15.2%

他施設に紹介する 801 66.0% 13 19.1% 6 50.0% 6 50.0% 776 69.2%

その他 42 3.5% 0 0.0% 1 8.3% 2 16.7% 39 3.5%

合計 1,214 100.0% 68 100.0% 12 100.0% 12 100.0% 1,122 100.0%

①大学病院 ②こども病院 ③療育・福祉
④それ以外の病院

（①②③以外）
HIV感染児の診療 全施設

図15 病院区分でのHIV感染児の診療対応

① 大学病院 ② こども病院

③ 療育・福祉病院

自施設で診察する

状況により診療する

他施設に紹介する

その他

④ その他の病院

【2018年 小児科調査】

図16 HIV感染児の診療対応：「自施設で診察する」施設の割合 

30%以上

20%以上〜30%未満

10%以上〜20%未満

1%以上〜102%未満

1%未満

【2018年 小児科調査】
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図18 常勤医師数区分HIV感染児の診療対応（④その他の病院）

常勤なし 1人 2人

自施設で診察する 状況により診療する

他施設に紹介する その他

3〜5人 6〜10人 11人以上

【2018年 小児科調査】

表26　「④それ以外の病院」での小児科常勤医児数区分によるHIV感染児の診療対応

【2018年 小児科調査】

小児科常勤医師数 常勤なし 1人 2人 3-5人 6-10人 11人以上

回答施設数 121 331 163 278 154 75

自施設で診察する 7.4% 4.2% 8.0% 12.6% 25.3% 36.0%

状況により診療する 9.9% 13.6% 14.7% 15.8% 24.0% 10.7%

他施設に紹介する 81.0% 77.9% 74.2% 68.0% 48.1% 48.0%

その他 1.7% 4.2% 3.1% 3.6% 2.6% 5.3%

※ ④それ以外（①②③以外）の病院：1,122施設
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表27　 自治体調査の回収率 表28　妊婦健診の公費負担の助成券交付方法

【2018年 自治体調査】 【2018年 自治体調査】

北海道 179 117 65.4% 北海道 115 1 1

青森 40 32 80.0% 青森 32 0 0

岩手 33 25 75.8% 岩手 25 0 0

宮城 35 16 45.7% 宮城 13 3 0

秋田 25 19 76.0% 秋田 19 0 0

山形 35 24 68.6% 山形 23 1 0

福島 59 36 61.0% 福島 36 0 0

茨城 44 35 79.5% 茨城 35 0 0

栃木 25 17 68.0% 栃木 17 0 0

群馬 35 19 54.3% 群馬 19 0 0

埼玉 63 40 63.5% 埼玉 37 3 0

千葉 54 38 70.4% 千葉 38 0 0

東京 62 40 64.5% 東京 40 0 0

神奈川 33 20 60.6% 神奈川 0 20 0

新潟 30 18 60.0% 新潟 18 0 0

山梨 27 19 70.4% 山梨 6 13 0

長野 77 42 54.5% 長野 33 9 0

富山 15 13 86.7% 富山 13 0 0

石川 19 13 68.4% 石川 13 0 0

福井 17 10 58.8% 福井 10 0 0

岐阜 42 27 64.3% 岐阜 25 2 0

静岡 35 26 74.3% 静岡 25 1 0

愛知 54 37 68.5% 愛知 34 3 0

三重 29 20 69.0% 三重 19 1 0

滋賀 19 9 47.4% 滋賀 8 1 0

京都 26 16 61.5% 京都 16 0 0

大阪 43 26 60.5% 大阪 17 9 0

兵庫 41 28 68.3% 兵庫 9 18 1

奈良 39 19 48.7% 奈良 0 19 0

和歌山 30 11 36.7% 和歌山 10 1 0

鳥取 19 13 68.4% 鳥取 13 0 0

島根 19 11 57.9% 島根 11 0 0

岡山 27 10 37.0% 岡山 10 0 0

広島 23 20 87.0% 広島 13 7 0

山口 19 15 78.9% 山口 15 0 0

徳島 24 10 41.7% 徳島 10 0 0

香川 17 11 64.7% 香川 11 0 0

愛媛 20 15 75.0% 愛媛 13 0 2

高知 34 12 35.3% 高知 12 0 0

福岡 60 28 46.7% 福岡 28 0 0

佐賀 20 13 65.0% 佐賀 13 0 0

長崎 21 13 61.9% 長崎 13 0 0

熊本 45 25 55.6% 熊本 25 0 0

大分 18 13 72.2% 大分 13 0 0

宮崎 26 17 65.4% 宮崎 17 0 0

鹿児島 43 33 76.7% 鹿児島 33 0 0

沖縄 41 23 56.1% 沖縄 23 0 0

全国 1,741 1,094 62.8% 全国 978 112 4

都道

府県
送付数 回収数 回収率

都道

府県
受診券方式 補助券方式 その他
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表29　受診券方式の妊婦HIV検査の公費負担の実施状況

【2018年 自治体調査】

現在検査項目に含まれている 969 99.1%

過去に検査項目に含まれていたが、現在は含まれていない 0 −　

検査項目に含まれたことはない 9 0.9%

合計 978 100.0%

自治体数

表30　受診券方式の妊婦HIV検査の

　　　公費負担の開始時期

【2018年 自治体調査】

開始年

1995年 1 0.2%

1996年 3 0.7%

1997年 18 4.2%

1998年 2 0.5%

1999年 2 0.5%

2000年 0 − 

2001年 2 0.5%

2002年 1 0.2%

2003年 3 0.7%

2004年 2 0.5%

2005年 5 1.2%

2006年 16 3.8%

2007年 11 2.6%

2008年 32 7.5%

2009年 196 46.1%

2010年 57 13.4%

2011年 27 6.4%

2012年 11 2.6%

2013年 5 1.2%

2014年 2 0.5%

2015年 1 0.2%

2016年 26 6.1%

2017年 2 0.5%

合計 425 100.0%

自治体数

表31　受診券方式の妊婦HIV検査の公費負担の継続

【2018年 自治体調査】

自治体数

開始から現在まで公費負担を継続 872 100.0%

公費負担の中止期間あり 0 −　

現在は中止している 0 −　

表32　受診券方式の自治体での今後の妊婦HIV検査公費負担の予定

【2018年 自治体調査】

公費負担の継続を予定している 959 98.9%

公費負担の中止を予定している 0 −　

公費負担の開始（または再開）を予定している 0 −　

未定 11 1.1%

合計 970 100.0%

表33　受診券方式での妊娠後期のHIV検査（妊娠中2回目のHIV検査）の公費負担

【2018年 自治体調査】

公費負担を行っている 33 3.4%

公費負担を行っていない 934 96.6%

合計 967 100.0%

自治体数

自治体数

表34　受診券方式で現在行われているHIV以外の妊婦感染症検査の公費負担の有無

【2018年 自治体調査】

なし

Ｂ型肝炎 8 967 98.9% 3 978

HTLV（ヒトT細胞白血病） 8 967 98.9% 3 978

Ｃ型肝炎 16 959 98.1% 3 978

風しん 17 958 98.0% 3 978

梅毒 22 953 97.4% 3 978

クラミジア 32 943 96.4% 3 978

GBS（B群溶連菌） 145 830 84.9% 3 978

トキソプラズマ 741 234 23.9% 3 978

ヒトパルボウイルスB19 960 15 1.5% 3 978

サイトメガロウイルス 963 12 1.2% 3 978

麻しん 968 7 0.7% 3 978

水痘 973 2 0.2% 3 978

検査項目
公費負担

無回答 合計
　あり　
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表35　補助券方式での妊婦健診の

　　　公費負担の開始時期

【2018年 自治体調査】

開始年

1989 1 1.2%

1994 1 1.2%

1995 1 1.2%

1996 0 −　

1997 18 20.9%

1998 2 2.3%

1999 0 −　

2000 0 −　

2001 0 −　

2002 0 −　

2003 0 −　

2004 0 −　

2005 1 1.2%

2006 10 11.6%

2007 2 2.3%

2008 7 8.1%

2009 30 34.9%

2010 5 5.8%

2011 3 3.5%

2012 2 2.3%

2013 0 −　

2014 0 −　

2015 3 3.5%

86 100.0%

自治体数

表36　補助券方式での妊婦HIV検査の実施状況

【2018年 自治体調査】

補助券方式での交付以前に自治体独自の取り組みとして、HIV検査の公費負担を行っていた 5 5.0%

補助券方式での交付以前にHIV検査の名目で公費負担は行ったことがない 96 95.0%

合計 101 100.0%

表37　補助券方式の妊婦HIV検査の公費負担の

開始時期 【2018年 自治体調査】

開始年

1993年 2 40.0%

2009年 2 40.0%

2015年 1 20.0%

5 100.0%

表38　補助券方式での妊婦HIV検査公費負担の状況

【2018年 自治体調査】

開始から補助券方式で公費負担を継続 3 60.0%

公費負担の中止期間あり 0 −　

無記入 2 40.0%

5 100.0%

自治体数

自治体数

自治体数
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表39　HIV母子感染に関する啓発の実施状況

【2018年 自治体調査】

啓発

行ったことがある 366 33.5%

行ったことがない 722 66.0%

無回答 6 0.5%

合計 1,094 100.0%

表40　HIV母子感染に関する啓発方法

【2018年 自治体調査】

啓発方法（複数回答）365自治体

有識者や自治体職員による公開講座 25 6.8%

自治体等HP 24 6.6%

自治体広報誌（各戸配布） 24 6.6%

パンフレット，小冊子など（自治体施設等に設置配布） 269 73.7%

その他 95 26.0%

自治体数

表41　HIV母子感染に関する啓発資材・資料の入手方法

【2018年 自治体調査】

啓発資材、資料の入手方法（複数回答）365自治体

有識者から（口演を含む） 54 14.8%

専門書から（感染症学や産婦人科科学の書籍や学術論文など） 73 20.0%

報告書から（厚生労働省や衛生試験所等の研究報告書など） 141 38.6%

インターネットから 72 19.7%

その他 183 50.1%

表42　HIV母子感染に関する啓発を行ったことがない理由

【2018年 自治体調査】

啓発を行ったことがない理由（複数回答）711自治体

自治体内にHIV感染者が少ない（いない）と推察される 342 48.1%

自治体内の生殖年齢人口比が低い 69 9.7%

HIV母子感染に関する啓発資材や資料がない（または少ない） 301 42.3%

政策優先度が低い 294 41.4%

その他 85 12.0%
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平成 30～令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

総合分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊娠に関する臨床情報の集積と解析およびデータベースの更新 

 

研究分担者：杉浦 敦 奈良県総合医療センター産婦人科、副部長 

研究協力者：石橋理子  奈良県総合医療センター産婦人科、医長 

      市田宏司  伊東レディースクリニック、院長 

      太田 寛  北里大学医学部公衆衛生学、助教 

      岸本倫太郎 成増産院、医員 

      小林裕幸  筑波大学大学院人間総合科学研究科、教授 

      佐久本薫  沖縄県立南部医療センター・こども医療センター、嘱託医師 

      高野政志  防衛医科大学校病院産科婦人科、教授 

      竹田善紀  奈良県立医科大学産婦人科、医員 

      中西美紗緒 独立行政法人国立国際医療研究センター病院産婦人科、医員 

      松田秀雄  松田母子クリニック、院長 

      箕浦茂樹  新宿区医師会区民健康センター、所長 

      桃原祥人  都立大塚病院産婦人科、部長 

      山中彰一郎 奈良県立医科大学産婦人科、医員 

研究補助員：藤田 綾  奈良県総合医療センター産婦人科 

 

研究要旨： 

HIV 感染妊娠の報告数は毎年 40 例前後で推移していたが、2017 年は 37 例、2018 年は 36 例、2019

年は 27 例と 3 年間でやや減少傾向にある。今後も感染数の推移に関して注意深く経過を追う必要

がある。都道府県では大都市圏が中心であることに変化はないが、妊婦の国籍は年々日本人の占め

る割合が増加しており近年では過半数を占めるようになっている。分娩様式では帝王切開分娩がほ

とんどを占め、経腟分娩は飛び込み分娩や自宅分娩等を除きほぼゼロとなっている。これは HIV

母子感染予防のために、経腟分娩を回避することが徹底されている結果であると思われる。現在諸

外国では血中 HIV ウイルス量のコントロールが良好であれば、経腟分娩が許容されつつある。本

邦でも一定条件を満たせば経腟分娩が許容される可能性があるが、まず条件を明らかにした上で、

受け入れ施設など医療体制の整備を進めていく必要がある。母子感染例は母子感染予防対策が確立

されつつあるものの、近年もほぼ毎年発生し続けている。近年の母子感染は妊娠後期・分娩後判明

例から生じており、妊娠初期スクリーニング検査陰性例からの母子感染例も認め、このような経路

による母子感染予防対策は非常に困難である。妊婦における HIV スクリーニング検査の標準化に

より妊娠中のスクリーニング検査施行率は 99.9%となっており、本研究班が推奨する母子感染予防

対策を全て施行し得た例において、日本国内で平成 12 年以降に母子感染症例が発生していないこ

とは、本研究班が作成し周知してきた母子感染予防対策マニュアルなどによる教育・啓発活動の成

果であろうと考える。しかし母子感染例は継続して発生しており、今後現在までに構築した母子感
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染予防対策にどのような対策を加えることで、さらに HIV 母子感染を予防し得るか検討すること

が必須と思われる。そのために、HIV 母子感染予防に関する研究の恒久的な継続が必要である。 

 

A.研究目的 

国内における HIV 感染妊婦とその出生児に

関するデータベースを更新する。さらに現行の

HIV母子感染予防対策の妥当性と問題点を検証

し、予防対策の改訂および母子感染率のさらな

る低下を図る。 

 

B.研究方法 

1．産婦人科小児科統合データベースの更新（吉

野分担班および田中分担班との共同研究） 

 産婦人科、小児科それぞれの 2019 年（令和

元年度）の全国調査で報告された症例を新たに

追加し、令和 2 年度統合データベースを作成す

る。 

 

2．全国産婦人科二次調査  

 全国一次調査で HIV 感染妊婦の診療経験あ

りと回答した産婦人科診療施設に対し二次調

査を行い、HIV 感染妊婦の疫学的・臨床的情報

を集積・解析する。これにより HIV 感染妊婦の

年次別・地域別発生状況を把握し、妊婦やパー

トナーの国籍の変化、婚姻関係の有無、医療保

険加入などの経済状況、抗 HIV 療法の効果、妊

娠転帰の変化や分娩法選択の動向などを検討

する。 

 

（倫理面への配慮） 

臨床研究においては、文部科学省・厚生労働省

「疫学研究の倫理指針」を遵守しプライバシー

の保護に努めた。症例の識別は本研究における

通し番号を用い、各情報は登録番号のみで処理

されるため個人情報が漏洩することはなく、ま

たデータから個人を特定することも不可能で

ある。 

 

C.研究結果 

1．産婦人科小児科統合データベースの更新お

よび解析 

小児科研究分担班（研究分担者：田中瑞恵）と

当産婦人科研究分担班のデータとを照合し、平

成 31 年～令和 2 年度産婦人科小児科統合デー

タベースとして更新した。その結果を図 1 に示

す。2019 年（令和元年）12 月までに妊娠転帰

が明らかとなった症例の集積である。2019 年

末までの HIV 感染妊娠の報告総数は 1,106 例

となり、そのうち産婦人科小児科の重複例は

484 例で、産婦人科 519 例と小児科 103 例は各

科独自の症例であった。双胎が 10 例、品胎が 1

例含まれ、出生児数は 774 児となった。（ただ

し産婦人科と小児科のデータの照合作業によ

る統合データベースの更新はそれぞれの全国

調査を行った年度の次年度に行うため、解析は

1 年遅れとなっている。） 

 

1) HIV 感染妊娠の報告数 

HIV 感染妊娠の報告数を図 2 に示す。1997 年

の 39 例以降年間 30 例以上で推移しており、

2004年～2015年にかけて 2009年と 2011年を

除き年間 40 例以上で推移していたが、2016 年

以降は 2016 年 31 例、2017 年 37 例、2018

年 36例、2019年 27例とやや減少傾向にある。 

2）HIV 感染妊娠の報告都道府県別分布 

都道府県別・年次別分布を表 1 に示す。地方ブ

ロック別では東京・愛知・大阪といった大都市

圏を含む地域が中心となっている。2019 年ま

でに感染妊娠の報告がない都道府県は、和歌

山・佐賀の 2 県のみとなっている。HIV 感染妊

娠の報告都道府県別分布を図 3 に示す。東京が

295 例、次いで神奈川 107 例、愛知 106 例、千

葉 90例、大阪 71例と大都市圏が多数を占める。

東京は毎年複数例の報告があり、また神奈川・

愛知からも毎年報告があるが 2018 年は大阪か

らの報告はなかった。 
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3）HIV 感染妊婦およびパートナーの国籍と

HIV 感染状況 

HIV 感染妊婦の国籍別・年次別変動を表 2 に示

した。日本 482 例（43.6%）、タイ 232 例（21.0%）

でこの 2 カ国で 6 割以上を占めている。次いで

ブラジル 76例（6.9%）、フィリピン 40例（3.6%）、

インドネシア 37例（3.3%）、ケニア 25例（2.3%）

であった。地域別にみると、日本が 482 例

（43.6%）、日本を除くアジアが 389 例（35.2%）、

アフリカが 108 例（9.8%）、中南米が 93 例

（8.4%）であった。 

HIV 感染妊婦国籍の変動を図 4 に示す。日本国

籍は増加の一途をたどり、2004 年以前では全

体の 3 割程度であったが 2015～2019 年には全

体の 59.5%を占めるようになった。一方、2004

年以前は 3割程度であったタイ国籍の報告は近

年減少しており、2015~2019 年は 12 例（6.9%）

のみであった。2004 年以前はケニア、エチオ

ピア、タンザニアなどのアフリカ地域の妊婦が

多かったが、近年は報告が少なく、代わってブ

ラジルやインドネシアの報告が増加している。 

パートナーの国籍別症例数および HIV の感染

割合を表 3 に示した。国籍は日本が 572 例

（51.7%）で最も多く、次いでブラジル 62 例

（5.6%）、タイ 30 例（2.7%）であった。HIV

の感染割合は、10 例未満の報告が少ない国を除

くと、ペルーが 88.9％と最も高く、次いでケニ

アが 71.4％、ナイジェリアが 68.8%、タイが

57.9%、インドネシアが 50.0％、ブラジルが

48.8%、ガーナが46.2％、アメリカが33.3％で、

日本は 29.3%と最も低率であった。地域別にみ

ても、症例数が 10 例以下の欧州、中東を除く

と、アフリカが 65.8%と最も高く、次いで中南

米が 58.2%、アジアが 53.3%、北米が 30.0%で

あった。 

パートナーの感染率は不明例を除くと、2004

年以前は46.3%であったが徐々に減少傾向にあ

り、2015～2019 年では 30.8%まで減少してい

る。（図 5） 

HIV 感染妊婦とパートナーの国籍の組み合わ

せ別 5 年群別変動を図 6 に示した。感染妊婦、

パートナーともに日本国籍が増加しているこ

とから、「妊婦－パートナー」の国籍が「日本

―日本」である組み合わせが 2004 年以前は

22.6%であったが、2015～2019 年では 45.9%

へ増加している。それに伴い特に「外国―日本」

の組み合わせは 43.3%から 16.9%まで減少して

いる。 

 

4）妊娠転帰と母子感染 

HIV 感染妊娠の妊娠転帰別・年次別変動を図 7

に示した。1995 年以降毎年 30 例前後から 40

例前後の報告が継続している。 

分娩に至った症例のみの分娩様式 5年群別変動

を図 8 に示した。近年は経腟分娩例はごく少数

となっている。 

在胎週数と出生児体重の平均を表 4 に示した。

予定帝切分娩の平均在胎週数は 36w5d、平均出

生児体重は 2,646g、緊急帝切分娩の平均在胎週

数は 35w0d、平均出生児体重は 2,348g、経腟

分娩の平均在胎週数は 38w2d、平均出生児体重

は 2,875g であった。2015～2019 年では予定帝

切 110 例ではそれぞれ 37w1d、2,786g、緊急帝

切 25 例ではそれぞれ 34w4d、2,227g、経腟分

娩 4例ではそれぞれ 34w4d、2,748gであった。 

分娩様式・妊娠転帰別の母子感染数を表 5 に示

した。1,106例中、予定帝切分娩564例（51.0%）、

緊急帝切分娩 106 例（9.6%）、経腟分娩 85 例

（7.7%）、分娩様式不明 7 例（0.6%）、自然流

産 42 例（3.8%）、異所性妊娠 6 例（0.5%）、人

工妊娠中絶 206例（18.6%）、妊娠中 4例（0.4%）、

妊娠転帰不明 86 例（7.8%）となっている。母

子感染は予定帝切分娩の 7 例、緊急帝切分娩の

9 例、経腟分娩の 38 例、分娩様式不明の 6 例、

計 60 例が確認されている。HIV 感染妊娠の年

次別妊娠転帰と母子感染を表 6 に示した。1991

～2000 年までは毎年数例発生しているが、そ

の後も 2002 年、2005 年、2006 年、2008 年、

2009 年、2010 年、2012 年、2013 年、2015

年、2016 年、2017 年とほぼ毎年報告されてお
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り、特に近年は妊娠初期スクリ―ニング検査陰

性例からの母子感染例が増加傾向にある。 

 

5）HIV 感染妊婦への抗ウイルス薬投与ついて 

HIV感染妊婦の血中ウイルス量最高値を表7に

示した。最高値が 10 万コピー/ml 以上は 38 例

（5.9%）、1 万コピー/ml 以上 10 万コピー/ml

未満は 147 例（22.9%）、1,000 コピー/ml 以上

1 万コピー/ml 未満は 133 例（20.7%）、検出限

界以上 1,000 コピー/ml 未満は 73 例（11.4%）、

検出限界未満は 252 例（39.2%）であった。 

近年 HIV 感染が分からずに分娩に至る例や妊

娠を契機に初めて HIV 感染が判明する例は減

少している（図 9）が、感染判明後初めての妊

娠例には初産婦も多数含まれる（図 10）。感染

判明契機を見ると、妊娠以外の機会での感染判

明例が増加傾向にあり（図 11）、このような例

では感染が判明していない状況で妊娠した例

と比較し HIV ウイルス量コントロールが良好

である症例が多く、近年さらにコントロールは

良好になりつつある（図 12）。 

 

6）HIV 感染妊娠の転帰場所 

HIV 感染妊娠の転帰場所を図 13 に示した。全

1,106 例中、妊娠転帰不明 86 例と妊娠中 4 例を

除いた 1,016 例について解析した。拠点病院が

848 例（83.5%）と約 8 割を占めた。拠点以外

の病院 67 例（6.6%）、診療所 17 例（1.7%）、

助産院 2 例（0.2%）自宅 6 例（0.6%）、外国 32

例（3.1%）、不明 44 例（4.3%）であった。 

最近 5 年間（2015 年～2019 年）の HIV 感染

妊娠 172 例の転帰場所を図 14 に示した。拠点

病院が 166 例（96.5%）と図 13 よりも占める

割合が高くなり、拠点以外の病院は 2 例（1.2%）

のみになっている。 

日本で経腟分娩した 71 例の詳細を表 8 に示し

た。妊娠中に抗ウイルス薬が投与されていた症

例が 8 例あり、飛び込み分娩が 19 例(26.8%)

を占めていた。 

都道府県別エイズ拠点病院の分娩取扱状況と

HIV 感染妊娠最終転帰施設数を表 9 に示す。全

国にはエイズ拠点病院が 392 施設存在し、その

うち産科標榜施設は 304 施設（77.6%）であっ

た。HIV 感染妊娠の最終転帰場所となった施設

数は全国で 135 施設（44.4%）であった。茨城、

栃木、千葉、長野の各県では産科を標榜する拠

点病院の 7 割以上が実際に HIV 感染妊娠の最

終転帰病院となっていたが、他の都道府県では、

拠点病院の数に比べて実際に最終転帰病院と

なっている病院は少なかった。20 例以上の都府

県でみても、茨城、栃木、千葉、長野以外では

最終転帰病院となっていない拠点病院が多数

存在していた。 

 

7）妊娠中・分娩後に母体の HIV 感染が初めて

判明した例について 

2000 年～2019 年に、妊娠中・分娩後に初めて

HIV 感染が判明した例（初回判明群）は 290

例であった。近年 HIV 感染判明後妊娠が増加

している。初回判明群において、妊娠初期に

HIV 感染が判明している例は半数に過ぎず、感

染判明時期が遅れるにつれ血中 HIV ウイルス

量のコントロールは不良になっている。実際に

2000 年以降に生じた HIV 母子感染 18 例は全

て初回判明群から生じており、さらに全て妊娠

後期や分娩後に初めて HIV 感染が判明した例

から生じている。（図 15） 

 

8）HIV 感染判明後の再妊娠について 

HIV 感染が判明した後に妊娠（感染判明後妊

娠）した妊婦の妊娠回数を表 10 に示した。妊

娠回数 1 回は 206 人、2 回は 75 人、3 回は 31

人、4 回は 13 人、6 回が 1 人であった。当研究

班で把握しているHIV感染妊婦数は 741人で、

326 人が HIV 感染を認識した上で妊娠し、120

人が 2 回以上複数回妊娠していることになる。 

2010 年～2019 年の 10 年間での HIV 感染判明

時期別の平均年齢を図 16 に示す。感染判明後

妊娠は感染判明前妊娠と比較し、平均年齢は大

きな差を認めていない。10 年間での感染判明後
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妊娠は 285 例あり、2010 年から 2019 年の HIV

感染判明の有無と妊娠時期の年次別推移を図

17 に、妊娠時期の変動を図 18 に示す。感染判

明後妊娠は 2010 年～2014 年は 71.1％、2015

年～2019 年は 78.0％で、2019 年は 85.2％であ

った。また感染判明後初めて妊娠した 156 例の

うち、前回妊娠時に判明したものは 50 例

（32.1%）であった。2010 年以降感染判明後妊

娠の妊婦国籍、パートナー国籍を図 19、図 20

に示す。それぞれ日本国籍が 55.8%、60.0％と

過半数を占めた。感染判明後妊娠の加入保険内

容を図 22 に示す。社保が 21.4％、国保が 25.3％、

生保が 5.6％と妊娠後感染判明妊娠と比較し社

保・国保の占める割合が高い。感染判明後妊娠

の転帰年別分娩転帰を図 22 に示す。感染判明

後妊娠においても一定の割合で人工妊娠中絶

が含まれ、分娩様式は 90％以上が帝王切開であ

った。感染判明後妊娠の予定内・予定外妊娠の

割合を図 23 に示す。53.9%が予定内妊娠と考え

られた。感染判明後妊娠の妊娠中投薬の有無を

図 24 に示す。感染判明後妊娠においても 3.2

～29.2%の投薬なし・不明例が存在した。感染

判明後妊娠の血中ウイルス量最高値を図 25 に

示す。感染判明後妊娠においても、ウイルス量

1,000 コピー/ml 以上の症例は 14.2%存在する。

感染判明後妊娠の分娩転帰場所を図26に示す。

感染判明後妊娠の 6.0％は拠点病院以外が最終

転帰場所となっていた。 

 

9）分娩様式に関する検討 

2000 年以降の分娩に至った 565 例を対象とす

ると、初産婦が 248 例（43.9%）を占め、既往

帝王切開症例ではなく、母体血中ウイルス量が

検出限界未満であることを経腟分娩が許容さ

れ得る条件とすると、初産婦のうち 143 例

(25.3%)で母体血中ウイルス量が検出限界未満

であった。これより年間 30 例の HIV 感染妊娠

が発生すると仮定すると、年間約 7～8 例の経

腟分娩許容例が存在する可能性がある。 

 

10）母子感染 60 例についての解析 

母子感染 60 例の転帰年と分娩様式を図 29 に、

それらの臨床情報を表 11 に示した。1984 年に

分娩様式不明の外国での分娩例で初めての母

子感染が報告されている。1987 年は外国で経

腟分娩となった症例で、国内での分娩の母子感

染例は 1991 年の 2 例が初めてである。その後

cART が治療の主流になる 2000 年まで毎年継

続して報告された。それらの大部分の分娩様式

は経腟分娩であった。その後は 2002 年に転帰

場所は不明で経腟分娩した 1 例、2005 年に外

国で予定帝切分娩した 1 例、2006 年に国内で

経腟分娩した 1 例が報告された。さらに 2008

年に経腟分娩で 1 例、2009 年に緊急帝切分娩 2

例、2010 年には予定帝切分娩 1 例、分娩様式

不明 1 例と経腟分娩で 2 例、2012 年、2013 年、

2015 年、2016 年は経腟分娩でそれぞれ 1 例、

2017 年は緊急帝切分娩で 1 例の母子感染例が

報告された。2002 年、2006 年、2008 年、2010

年、2012 年、2013 年、2015 年および 2016 年

の経腟分娩例は分娩後に母親の HIV 感染が判

明しており、9 例とも抗ウイルス薬は投与され

ていなかった。 

母子感染 60例の転帰都道府県を表 12に示した。

外国が 18 例（30.0%）と最も多く、次いで千葉

が 8 例（13.3%）、東京が 6 例（10.0%）と続く。 

妊婦国籍を表 13 に示した。日本とタイが 17 例

（28.3%）と最も多く、次いでケニア 8 例

（13.3%）であった。日本転帰の 39 例（表 14）

では日本とタイが 15 例(38.5%)であった。 

パートナーの国籍を表 16 に示した。日本人が

37 例（61.7%）と大半を占め、その他は 3 例以

下であった。日本転帰の 39 例（表 17）でも同

様に日本人が 26 例(66.7%)で最多であった。パ

ートナーとの国籍の組み合わせを図 32 に示し

た。「妊婦－パートナー」は「外国－日本」が

24 例（40.0%）と最も多く、「外国－外国」が

14 例（23.3%）、「日本－日本」が 13 例（21.7%）

で、「日本－外国」は 4 例（6.7%）のみであっ

た。日本転帰の 39 例（図 33）では、「外国－
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日本」が 14 例(35.9%)と最多であった。 

分娩様式を図 35 に示した。経腟分娩が 38 例

（63.3%）と 6 割以上を占め、ついで緊急帝切

分娩 9例（15.0%）、予定帝切分娩 7例（11.7%）、

分娩様式不明 6 例（10.0%）であった。日本転

帰の 39 例（図 36）でも経腟分娩が 26 例(66.7%)

と最多であった。 

転帰場所を図 38 に示した。外国が 18 例

（30.0%）と最も多く、拠点病院が13例（21.7%）、

拠点以外の病院が 9 例（15.0%）、診療所 10 例

（16.7%）、自宅 1 例（1.7%）、不明 9 例（15.0%）

であった。 

妊婦の HIV 感染診断時期を図 39 に示した。妊

娠前に判明した症例が 3 例（5.0%）で、今回妊

娠時が 8例（13.3%） 、分娩直前が 1例（1.7%）、

分娩直後が 6 例（10.0%）、児から判明が 21 例

（35.0%）、分娩後その他の機会が16例（26.7%）

であった。また日本転帰の 39 例（図 40）では

妊娠前に判明した症例が 1 例（2.6%）で、今回

妊娠時が 6例（15.4%）、分娩直前が 1例（2.6%）、

分娩直後が 6 例（15.4%）、児から判明が 16 例

（41.0%）、分娩後その他機会が 8 例（20.5%）、

不明が 1 例（2.6%）であった。母子感染例は、

感染判明時期が遅れた症例で多いことが分か

る。特に分娩後に母体の感染が初めて判明し、

母子感染が生じた 16 例のうち 6 例では、妊娠

時の HIV 初期スクリーニング検査は陰性であ

った。（図 42）こういった例では妊娠・出産に

関する情報を収集することが非常に困難であ

り、今後の母子感染予防対策を検討する上で非

常に困難な問題となっている。 

 

11)データベースの web 化 

HIV 感染妊娠に関する恒久的なデータベース

構築を目標に、産婦人科・小児科二次調査の

Electronic Data Capture (EDC)化を進めてい

る。本年度中にシステム構築を終了し、来年度

から本格導入予定としている。 

 

D.考察 

HIV 感染妊娠の報告数は近年 40 例前後で推移

していたが、2017年は 37例、2018年は 36例、

2019 年は 27 例と減少傾向にある。感染妊娠数

が減少傾向にある原因は不詳であるが、女性の

新規 HIV 感染者はほぼ横ばいで推移している

ことから、感染者数の増減以外の要因で感染妊

娠数が変動している可能性がある。また

COVID-19 の影響から新規 HIV 感染者の報告

数が減少していることもあり、今後 HIV 感染

妊娠は減少する可能性がある。近年の感染妊娠

の背景に関し、今後より詳細な解析を加えるこ

とで、症例数の推移を予測することが必要と考

える。 

大都市圏に多いことや日本人の占める割合が

増加していることには変わりはない。同様に

HIV 感染妊婦とパートナーの国籍の組み合わ

せは「日本―日本」が増加している。これは近

年の新規 HIV 感染者のうち、80%以上を日本国

籍男性が占め、また近年多数を占める感染判明

後の再妊娠において、日本－日本の組み合わせ

が占める割合が高い影響と思われる。 

分娩様式は、経腟分娩例はほぼゼロとなってお

り、これは本研究班が推奨してきた母子感染予

防対策としての帝王切開分娩が浸透している

結果であると思われる。今後諸外国と同様に、

血中 HIV ウイルス量のコントロールが良好な

例に関しては本邦でも経腟分娩が許容され得

る可能性があり、現在検討を重ねている。他方

本邦で散発している経腟分娩例は、飛び込み分

娩や妊娠初期 HIV スクリーニング陰性例など

ウイルス量コントロールが不良な例であり、

2000 年以降の母子感染 11 例のうち 8 例は経腟

分娩例から生じている。諸外国の報告から妊娠

中のウイルス量コントロールが良好であれば

経腟分娩でも母子感染率は低いと考えられる

が、コントロール不良例では帝王切開分娩が第

一選択となることに変わりはない。他方既往帝

王切開分娩例が増加しており、今後既往帝王切

開分娩による合併症も考慮する必要がある。 

平均在胎週数は予定帝切分娩においても 37 週
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未満であり、これは休日・夜間帯といったマン

パワーが低下している時間帯での緊急手術を

避けるために、医師・スタッフが対応しやすい

時間帯で予定帝王切開術を施行していること

が要因のひとつと思われる。COVID-19 の感染

予防とは異なり、スタンダードプリコーション

に準拠することで分娩対応は可能であるが、実

際に各施設で経腟分娩に対応していくために

は、医療従事者の HIV に対する知識を向上さ

せる必要があると思われる。 

近年 HIV 感染が判明している妊娠例に対して

はほぼ全例 cART が施行されており、平成 12

年以降感染予防策として「初期 HIV スクリー

ニング検査」「予定帝王切開」「抗ウイルス薬 3

剤以上」「児の投薬あり」「断乳」の全てを施行

した例での母子感染症例はなかった。しかし、

近年も新規母子感染例は報告され続けている。

特徴として母子感染例の全てが、妊娠感染判明

時期は妊娠後期もしくは分娩後となっている。

特に妊娠初期 HIV スクリーニング検査では陰

性であったが、次子妊娠時に HIV スクリーニ

ング検査が陽性となったために前出生児の

HIV 感染の有無を調べたところ、母子感染が判

明した例や、児の何らかの HIV 関連症状を発

症することを契機として児の HIV 感染が判明

し、その上で母体の HIV 感染が初めて判明す

る例が多くを占めている。このような例では感

染経路の特定は不可能であり、近年の傾向を見

ると今後も同様の経過で母子感染を生じる可

能性が高い。こういった母子感染例では妊娠中

に母体の HIV 感染が判明していないため、妊

娠・分娩中のウイルス量や妊娠背景などの詳細

なデータ収集は不可能であり、予防対策を構築

することは困難を極める。今後の母子感染予防

対策として、まず一つは妊婦健診を妊娠判明後

早期に受診し、妊娠初期・中期で HIV 感染を

判明させることと思われる。また妊娠初期スク

リーニング検査陰性例に対する予防対策とし

て、妊娠中・授乳中でも常に HIV 感染は生じ

得るため、妊娠中に複数のパートナーと性交渉

をもった例や他の性感染症を合併している例

などといった場合には、妊娠後期や授乳期でも

HIV スクリーニング検査を再度施行すること

を推奨していく必要がある。これらにより妊娠

中・授乳中に確実に母体の HIV 感染を把握す

ることが、母子感染予防対策として最重要とな

ってきている。 

HIV 感染妊娠例のうち約 70％を感染判明後妊

娠が占める傾向が続いている。しかしその内訳

を見ると、妊娠以外の機会で HIV 感染が判明

した上で初めて妊娠・出産する例が増加傾向に

ある。こういった例では妊娠前から cART が施

行されていることが多く、ウイルス量コントロ

ールは良好な初産婦という症例が含まれる。こ

の中に経腟分娩が許容され得る例は多数含ま

れると思われ、今後実際に経腟分娩を試行して

いく上でこのような症例を対象として、妊婦の

意識調査や医療体制の整備を検討していく必

要があると思われる。 

また母子感染予防対策が確立しつつある現状

から、今後も感染判明後の妊娠が多数を占めた

状態で推移する可能性が高いと思われる。しか

し妊娠以外の機会での HIV スクリーニング検

査件数が明らかに減少した影響から、妊娠時に

初めてコントロール不良な状態で HIV 感染が

判明する機会が増加する可能性がある。その場

合早期の cART導入など早急な医療連携等が必

要となり、COVID-19 流行下においても綿密な

医療体制を構築・維持する必要がある。 

また感染判明後のフォローも、非常に重要とな

っている。HIV 感染妊娠の転帰場所においてエ

イズ拠点病院が占める割合は増加傾向にあり、

約 95％は最終転帰場所がエイズ拠点病院とな

っている。今後経腟分娩が許容された場合エイ

ズ拠点病院での対応が必須となることからも、

好ましい傾向であると思われる。この中から医

療体制を整備することで、実際に経腟分娩に対

応可能な施設が選定されることになると思わ

れる。 

2019 年末までに HIV 感染妊娠に関する一次調
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査・産婦人科、小児科二次調査により、1106

例のHIV感染妊娠を集積してきた。今後もHIV

感染妊娠に関する全国調査を継続することは

必須と考え、恒久的に継続した上で、よりデー

タベースの精度を向上させることを目的に、

EDC 化を進めている。次年度以降も継続して、

システム構築を進めていく。 

 

E.結論 

HIV 感染妊娠はやや減少傾向となる可能性は

あるものの毎年一定数は存在し、母子感染例も

継続して発生している。2000 年以前と比較し

母子感染例の背景は全く異なってきており、近

年の母子感染例の大多数は、現在までに構築さ

れた母子感染予防対策では防ぐことが不可能

になってきている。今後さらなる HIV 母子感

染予防対策を構築するためには、現在まで確立

されてきた予防対策を継続しつつ、さらに妊娠

中・授乳中に新規に感染した HIV 感染妊婦を

抽出する手法を確立させる必要に迫られてい

る。そのため今後も全国調査を継続し、新たな

母子感染予防対策を検討していく必要がある。

またウイルス量のコントロール良好例では、分

娩様式に関する選択肢が増えていることを念

頭に置き、今後どのような条件が揃えば実際に

経腟分娩が可能となっていくかを患者背景、医

療体制ともに、具体的に検討を進めていく必要

がある。COVID-19 の流行により感染症に対す

る国民の関心が増す中で、HIV 感染に関しても

国民全体へのさらなる啓発が必須であり、それ

が母子感染予防対策において一助をなすと思

われる。 
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資料 産婦人科二次調査用紙 
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産婦人科データ

1003例 小児科データ

587例

産婦人科のみ

519例
小児科のみ

103例

重複データ

484例

統合データベース：1106例（妊娠数）

うち、双胎：10例、品胎1例

出生児数：774児

図 1 令和 2 年度産婦人科小児科統合データベース 
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図 2 HIV 感染妊娠の報告数 
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図 3 HIV 感染妊娠の報告都道府県別分布 
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2004年以前 2005～2009年

国籍 症例数 国籍 症例数

日本 156 日本 93

タイ 149 タイ 35
ブラジル 33 ブラジル 18
ケニア 16 インドネシア 12
フィリピン 15 ベトナム 8
中国 11 フィリピン 7
タンザニア 9 タンザニア 5
エチオピア 5 ミャンマー 4
ミャンマー 4 中国 3
ウガンダ 4 カメルーン 3
ザンビア 4 ウクライナ 3
ベトナム 3 ラオス 2
韓国 2 カンボジア 2
マレーシア 2 ケニア 2
ガーナ 2 ウガンダ 2
ペルー 2 ペルー 2
ボリビア 2 韓国 1
インドネシア 1 エチオピア 1
カンボジア 1 スーダン 1
インド 1 ナイジェリア 1
ジンバブエ 1 レソト 1
ルワンダ 1 ホンジュラス 1
ブルンジ 1 ルーマニア 1
マラウイ 1 合計 208

アルゼンチン 1
ロシア 1
合計 428

2010～2014年 2015～2019年
国籍 症例数 国籍 症例数

日本 108 日本 103

タイ 20 タイ 12
インドネシア 15 インドネシア 8
ブラジル 12 ブラジル 7
フィリピン 9 中国 5
カメルーン 9 ケニア 5
中国 4 ベトナム 4
ベトナム 4 ミャンマー 4
ミャンマー 4 カメルーン 3
ラオス 4 ガーナ 3
ペルー 4 ペルー 3
エチオピア 3 フィリピン 2
スーダン 3 タンザニア 2
ケニア 2 ウガンダ 2
ガーナ 2 ロシア 2
ルーマニア 2 ラオス 1
カンボジア 1 ネパール 1
ウガンダ 1 台湾 1
ルワンダ 1 ジンバブエ 1
モザンビーク 1 ナイジェリア 1
ボリビア 1 ガンビア 1
ロシア 1 コートジボワール共和国 1
合計 211 ボリビア 1

合計 173

日本

156（36.4%）

タイ

149（34.8%）

ブラジル

33（7.7%）
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図 4 HIV 感染妊婦国籍の変動 
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表 3 パートナーの国籍別症例数および HIV 感染割合 

総計 感染 非感染 不明

日本 572 51.7% 129 29.3% 312 131

アジア 88 8.0% 32 53.3% 28 28

タイ 30 2.7% 11 57.9% 8 11

インドネシア 18 1.6% 7 50.0% 7 4

ベトナム 9 0.8% 3 42.9% 4 2

中国 6 0.5% 0.0% 3 3

フィリピン 5 0.5% 2 66.7% 1 2

マレーシア 4 0.4% 4 100.0%

インド 4 0.4% 1 50.0% 1 2

ミャンマー 3 0.3% 1 50.0% 1 1

カンボジア 2 0.2% 1 100.0% 1

ネパール 2 0.2% 1 100.0% 1

バングラデシュ 2 0.2% 1 50.0% 1

韓国 1 0.1% 1

パキスタン 1 0.1% 0.0% 1

ラオス 1 0.1% 0.0% 1

中東 6 0.5% 2 50.0% 2 2

イラン 3 0.3% 0.0% 2 1

トルコ共和国 2 0.2% 2 100.0%

イラク 1 0.1% 1

アフリカ 96 8.7% 48 65.8% 25 23

ナイジェリア 20 1.8% 11 68.8% 5 4

ガーナ 18 1.6% 6 46.2% 7 5

ケニア 14 1.3% 10 71.4% 4

カメルーン 9 0.8% 4 80.0% 1 4

ウガンダ 7 0.6% 4 100.0% 3

タンザニア 5 0.5% 2 40.0% 3

マラウイ 5 0.5% 4 100.0% 1

エジプト 4 0.4% 1 33.3% 2 1

チュニジア共和国 3 0.3% 2 66.7% 1

ジンバブエ 3 0.3% 1 50.0% 1 1

セネガル 2 0.2% 1 100.0% 1

コンゴ民主共和国 1 0.1% 1 100.0%

シェラレオネ共和国 1 0.1% 1

モザンビーク 1 0.1% 0.0% 1

南アフリカ共和国 1 0.1% 1 100.0%

ギニア 1 0.1% 1

コートジボワール共和国 1 0.1% 1

中南米 83 7.5% 32 58.2% 23 28

ブラジル 62 5.6% 21 48.8% 22 19

ペルー 15 1.4% 8 88.9% 1 6

ボリビア 4 0.4% 2 100.0% 2

ドミニカ 1 0.1% 1 100.0%

メキシコ 1 0.1% 1

北米 20 1.8% 3 30.0% 7 10

アメリカ 18 1.6% 3 33.3% 6 9

カナダ 2 0.2% 0.0% 1 1

欧州 6 0.5% 1 50.0% 1 4

ルーマニア 2 0.2% 2

イタリア 1 0.1% 1

ベルギー 1 0.1% 1 100.0%

ウクライナ 1 0.1% 1

フランス 1 0.1% 0.0% 1

不明 235 21.2% 13 59.1% 9 213

合計 1,106 100.0% 260 39.0% 407 439

地域・国名
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図 5 パートナーの感染有無 
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図 6 HIV 感染妊婦とパートナーの国籍組み合わせ別変動 
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図 7 HIV 感染妊娠の妊娠転帰別・年次別変動 
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図 8 分娩様式別変動 

 

表 4 在胎週数と出生児体重の平均 

 

 

表 5 分娩様式・妊娠転帰別の母子感染  

感染 非感染 不明

選択的帝切 7 489 68 564 51.0%

緊急帝切 9 84 13 106 9.6%

経腟 38 36 11 85 7.7%

分娩様式不明 6 1 7 0.6%

自然流産 42 3.8%

異所性妊娠 6 0.5%

人工妊娠中絶 206 18.6%

妊娠中 4 0.4%

妊娠転帰不明 86 7.8%

総計 60 610 92 1,106 100.0%

母子感染
合計
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表 6 年次別妊娠転帰と母子感染 

分娩数 選択/分娩 感染 非感染 分娩数 緊急/分娩 感染 非感染 分娩数 経腟/分娩 感染 非感染 分娩数 感染 非感染 中絶/妊娠

S59 1984 1 1 100.0% 1 1

S60 1985
S61 1986
S62 1987 3 3 100.0% 1 33.3% 1 2 66.7% 1
S63 1988 1 1 100.0% 1 100.0% 1 0.0%
H1 1989 4 4 100.0% 1 25.0% 1 3 75.0% 3
H2 1990 2 1 50.0% 1 100.0% 1 0.0% 1 50.0%
H3 1991 7 6 85.7% 1 16.7% 1 5 83.3% 3 1 1 14.3%
H4 1992 9 7 77.8% 3 42.9% 3 3 42.9% 2 1 1 1 2 22.2%
H5 1993 20 15 75.0% 5 33.3% 1 4 2 13.3% 1 7 46.7% 4 2 1 1 5 25.0%
H6 1994 20 15 75.0% 6 40.0% 6 3 20.0% 1 2 6 40.0% 3 3 4 20.0% 1
H7 1995 28 22 78.6% 10 45.5% 1 9 3 13.6% 1 1 8 36.4% 6 2 1 1 1 4 14.3% 1
H8 1996 29 22 75.9% 10 45.5% 10 4 18.2% 1 3 8 36.4% 2 5 7 24.1%
H9 1997 39 22 56.4% 18 81.8% 2 15 1 4.5% 1 3 13.6% 2 1 14 35.9% 3
H10 1998 44 32 72.7% 23 71.9% 19 2 6.3% 1 6 18.8% 2 3 1 1 12 27.3%
H11 1999 41 27 65.9% 22 81.5% 21 1 3.7% 1 4 14.8% 2 1 10 24.4% 3
H12 2000 39 24 61.5% 19 79.2% 17 2 8.3% 1 1 2 8.3% 2 1 1 2 2 6 15.4% 5
H13 2001 32 28 87.5% 24 85.7% 22 3 10.7% 3 1 3.6% 1 3 9.4% 1
H14 2002 37 32 86.5% 26 81.3% 21 3 9.4% 3 3 9.4% 1 2 4 10.8% 1
H15 2003 36 27 75.0% 22 81.5% 19 1 3.7% 1 4 14.8% 3 1 7 19.4% 1
H16 2004 47 28 59.6% 24 85.7% 23 2 7.1% 1 2 7.1% 2 2 1 14 29.8% 2
H17 2005 44 32 72.7% 28 87.5% 1 25 3 9.4% 3 1 3.1% 1 1 1 10 22.7%
H18 2006 52 36 69.2% 32 88.9% 30 2 5.6% 2 2 5.6% 1 1 1 13 25.0% 2
H19 2007 40 31 77.5% 27 87.1% 23 4 12.9% 3 0.0% 2 6 15.0% 1
H20 2008 42 30 71.4% 22 73.3% 19 6 20.0% 6 2 6.7% 1 1 11 26.2%
H21 2009 32 22 68.8% 15 68.2% 14 7 31.8% 2 5 0.0% 3 7 21.9%
H22 2010 41 27 65.9% 18 66.7% 1 17 6 22.2% 6 2 7.4% 2 1 1 5 9 22.0%
H23 2011 38 27 71.1% 19 70.4% 19 7 25.9% 5 1 3.7% 1 4 7 18.4%
H24 2012 41 33 80.5% 26 78.8% 23 6 18.2% 5 1 3.0% 1 2 6 14.6%
H25 2013 42 31 73.8% 23 74.2% 21 6 19.4% 6 2 6.5% 1 1 4 1 6 14.3%
H26 2014 49 37 75.5% 27 73.0% 24 7 18.9% 7 3 8.1% 2 1 1 10 20.4%
H27 2015 42 33 78.6% 25 75.8% 17 7 21.2% 6 1 3.0% 1 3 5 11.9% 1
H28 2016 31 26 83.9% 23 88.5% 17 1 3.8% 1 2 7.7% 1 3 2 6.5%
H29 2017 37 32 86.5% 23 71.9% 21 9 28.1% 1 8 0.0% 1 4 10.8%
H30 2018 36 26 72.2% 23 88.5% 15 3 11.5% 2 0.0% 3 7 19.4%
R1 2019 27 22 81.5% 16 72.7% 11 5 22.7% 2 1 4.5% 1 1 4 14.8%

73 0 0.0% 5 6.8% 64 4
1106 762 68.9% 564 74.0% 7 489 106 13.9% 9 84 85 11.2% 38 36 7 6 1 42 6 206 18.6% 86 4

緊急帝切

不明

合計

転帰年 分娩/妊娠分娩数妊娠数
選択的帝切

妊娠中
経腟 分娩様式不明 自然

流産
異所性
妊娠

人工妊娠中絶 転帰
不明

 

 

表 7 HIV 感染妊婦の血中ウイルス量最高値 

ウイルス量（コピー/ml） 症例数 (%)

100,000以上 38 5.9%

10,000以上100,000未満 147 22.9%

1,000以上10,000未満 133 20.7%

検出限界以上1,000未満 73 11.4%

検出限界未満 252 39.2%

総計 643 100.0%
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図 9 感染判明時期の推移 
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図 10 分娩歴 
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図 11 感染判明時期の推移 

 

図 12 分娩前ウイルス量の推移 
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図 13 HIV 感染妊娠の転帰場所          図 14 HIV 感染妊娠転帰場所 

（妊娠転帰不明例、妊娠中例を除く）          （2015～2019 年） 

拠点病院

166(96.5%)

拠点以外の病院

2(1.2%)

診療所

1(0.6%)

自宅

1(0.6%)

外国

1(0.6%) 不明

1(0.6%)



116 

 

表 8 日本で経腟分娩した 71 例 

No 分娩年
母子感
染

妊婦国籍
在胎週
数

妊娠中の
ウイルス量

妊娠中の
抗ウイルス薬

児への
抗ウイルス薬

母乳投与 感染判明時期
分娩場
所

備考

1 1987 不明 日本 36W 不明 無 不明 無 今回妊娠時 病院

2 1989 非感染 外国 36W 不明 不明 無 無 分娩直後 病院

3 1989 非感染 日本 38W 不明 不明 不明 無 不明 不明

4 1989 非感染 外国 不明 不明 不明 無 有 不明 不明

5 1991 感染 外国 41W 不明 不明 無 有 児から判明 病院

6 1991 不明 外国 35W 不明 不明 無 無 不明 診療所

7 1992 感染 日本 40W 不明 不明 無 無 児から判明 不明

8 1992 非感染 外国 40W 不明 不明 無 有 不明 病院

9 1992 感染 日本 40W 不明 不明 無 有 児から判明 病院

10 1993 感染 外国 36W 不明 不明 不明 不明 児から判明 自宅

11 1993 非感染 日本 43W 不明 不明 無 無 分娩直後 病院

12 1993 感染 外国 36W 不明 無 無 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩

13 1993 感染 外国 36W 不明 不明 無 有 児から判明 診療所

14 1993 不明 外国 不明 不明 不明 不明 不明 今回妊娠時 病院

15 1994 非感染 外国 39W 不明 無 不明 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩

16 1994 感染 日本 29W 不明 不明 無 有 児から判明 不明

17 1994 感染 日本 41W 不明 不明 不明 無 児から判明 診療所

18 1994 非感染 外国 37W 不明 不明 無 不明 不明 病院

19 1994 感染 外国 39W 不明 無 無 不明 分娩後その他機会 病院

20 1995 非感染 外国 39W 不明 無 不明 無 前回妊娠時 病院 飛び込み分娩

21 1995 感染 外国 39W 不明 不明 無 有（1W) 分娩直後 診療所

22 1995 感染 外国 37W 不明 無 無 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩

23 1995 非感染 外国 40W 不明 無 無 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

24 1995 感染 日本 34W 不明 無 無 無 分娩直後 病院 飛び込み分娩

25 1995 感染 外国 38W 不明 無 不明 不明 分娩直前 病院 飛び込み分娩

26 1995 感染 外国 39W 不明 無 有（6M) 無 分娩後その他機会 不明

27 1996 非感染 日本 38W 不明 無 不明 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

28 1996 不明 日本 不明 不明 不明 無 無 分娩直後 病院 堕落分娩

29 1996 感染 日本 38W 不明 不明 無 有（3W） 前回妊娠時 不明

30 1996 非感染 外国 39W 不明 無 不明 無 今回妊娠時 病院

31 1996 非感染 外国 39W 不明 不明 不明 不明 今回妊娠時 病院

32 1996 非感染 外国 41W 不明 無 不明 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

33 1996 感染 日本 39W 不明 不明 無 有 児から判明 不明

34 1996 非感染 外国 不明 不明 不明 不明 不明 妊娠前 病院

35 1997 感染 外国 不明 不明 不明 不明 有 児から判明 診療所

36 1997 感染 外国 39W 不明 不明 有 無 前回妊娠時 不明

37 1998 非感染 外国 37W 不明
35W～37W
AZT

有 無 前回妊娠時 病院

38 1998 非感染 外国 39W 不明 不明 不明 不明 分娩直前 病院

39 1998 感染 日本 40W 不明 不明 無 有 分娩後その他機会 不明 次子妊娠時に判明

40 1998 不明 外国 39W 不明 無 不明 不明 前回妊娠時 病院 飛び込み分娩

41 1998 非感染 外国 40W 不明 無 無 不明 分娩後その他機会 診療所

42 1999 感染 外国 40W 不明 無 無 有 分娩後その他機会 病院 次子妊娠時に判明

43 1999 不明 外国 38W 不明 無 不明 不明 前回妊娠時 病院 飛び込み分娩

44 1999 不明 日本 36W
19W：14,000
35W：800

AZT 不明 不明 今回妊娠時 病院

45 1999 感染 外国 39W 不明 不明 不明 無 児から判明 病院 飛び込み分娩

46 2000 感染 日本 38W 不明 無 無 有 児から判明 病院

47 2001 非感染 日本 33W

18W：64,000
22W：50未

満
32W：100

20W～
AZT+3TC+NV

P
ＡＺＴ 無 今回妊娠時 病院

自然陣痛、前期破
水

48 2002 非感染 外国 35W 不明 無 ＡＺＴ 無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

49 2002 非感染 外国 38W
31W：1,200
35W：50以

下

31W～35W
AZT+3TC+NF

V
ＡＺＴ 無 今回妊娠時 病院

陣痛誘発、人工破
膜

50 2002 感染 不明 不明 不明 不明 AZT 不明 分娩後その他機会 不明

51 2003 非感染 不明 40W 不明 不明 不明 有（6M） 分娩直前 病院 飛び込み分娩

52 2003 非感染 外国 39W
39W6D：
40,000

分娩時
AZT点滴
NVP内服

AZT+NVP（1回の
み）

無 今回妊娠時 病院 飛び込み分娩

53 2003 非感染 日本 不明 不明 不明 無 不明 分娩後その他機会 助産院

54 2003 不明 外国 不明 不明 無 不明 不明 分娩直後 診療所

55 2004 非感染 日本 33W 不明
分娩時
AZT点滴

AZT+NVP+NFV+3T
C

無 分娩直前 病院 飛び込み分娩

56 2004 非感染 外国 40W 不明 無 無 無 分娩後その他機会 診療所

57 2006 感染 外国 39W 不明 無 AZT
無

（守られたか
は不明）

分娩直後 病院

58 2006 非感染 日本 39W 不明
20W～39W
AZT+3TC+NF

V
不明 不明 前回妊娠後 助産院

59 2008 不明 外国 36W 不明 無 AZT 無 分娩直後 自宅

60 2008 感染 外国 不明 不明 不明 不明 不明 分娩後その他機会 診療所 次子妊娠時に判明

61 2010 感染 日本 39W 不明 無 無 無 児から判明 病院 飛び込み分娩

62 2011 非感染 日本 40W 不明 不明 不明 不明 妊娠前 自宅

63 2012 感染 外国 38W 不明 無 不明 有（3Y2M） 分娩後その他機会 病院 次子妊娠時に判明

64 2013 感染 日本 37W 不明 無 不明 不明 分娩後その他機会 診療所 次子妊娠時に判明

65 2013 非感染 日本 40W 不明 無 無 有（3M） 分娩後その他機会 診療所

66 2014 非感染 日本 41W 不明 無
AZT+NVP+3TC→
AZT+NFV+3TC

無 分娩直前 病院
未妊健

飛び込み分娩
67 2014 非感染 日本 40W 不明 不明 不明 不明 妊娠前 自宅

68 2014 不明 外国 35W 不明 不明 不明 不明 妊娠前 自宅 堕落分娩

69 2016 不明 日本 不明 不明
妊娠前から
TVD+RAL

AZT 無 妊娠前 自宅

70 2016 感染 日本 35W 不明 無 無 有（10M） 児から判明 診療所

71 2019 非感染 外国 39W
39w4d：
56,000

無 AZT+NVP+3TC 無 分娩直前 拠点 飛び込み分娩  
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表 9 都道府県別エイズ拠点病院の分娩取扱状況と HIV 感染妊婦最終転帰施設数 
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図 15 妊娠中・分娩後に HIV 感染が初めて判明した症例の母子感染例 

 

表 10 HIV 感染判明以降の妊娠回数 

妊娠回数 妊婦数

1回 206

2回 75

3回 31

4回 13

5回 0

6回 1

合計 326
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図 16 HIV 感染判明時期別平均年齢（2010～2019 年） 
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図 17 HIV 感染判明の有無と妊娠時期の年次別推移（2010～2019 年） 
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図 18 HIV 感染判明の有無と妊娠時期の変動（2010～2019 年） 
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国籍 症例数

日本 159

タイ 28

インドネシア 17

ブラジル 14

カメルーン 10

ペルー 7

中国 7

ケニア 6

ラオス 5

ベトナム 4

ミャンマー 4

スーダン 3

フィリピン 3

ロシア 3

ウガンダ 2

エチオピア 2

ガーナ 2

タンザニア 2

ボリビア 2

ルーマニア 2

カンボジア 1

コートジボワール共和国 1

台湾 1

合計 285

日本

159(55.8%)

タイ

28(9.8%)

インドネシア

17(6.0%)

ブラジル

14(4.9%)

カメルーン

10(3.5%)

ペルー

7(2.5%)

中国

7(2.5%)

その他

43(15.1%)

  

 

 

 

図 19 感染判明後妊娠の妊婦国籍       図 20 感染判明後妊娠のパートナー国籍 

（2010～2019 年）     （2010～2019 年） 
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図 21 感染判明後妊娠の加入保険内容（2010～2019 年） 
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図 22 感染判明後妊娠の転帰年別分娩様式（2010～2019 年） 

国籍 症例数

日本 171

不明 29

ブラジル 13

ガーナ 8

ペルー 8

ナイジェリア 7

アメリカ 5

インドネシア 5

カメルーン 5

ケニア 4

タイ 4

マラウイ 3

中国 3

インド 2

ベトナム 2
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マレーシア 2
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シェラレオネ共和国 1

セネガル 1

チュニジア共和国 1

フランス 1

ミャンマー 1

ラオス 1

南アフリカ共和国 1

合計 285

日本

171（60.0%）

ブラジル

13（4.6%）

ガーナ

8（2.8%）

ペルー

8（2.8%）

ナイジェリア

7（2.5%）

不明

29（10.2%）

その他

49例（17.2%）
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図 23 感染判明後妊娠の予定内・予定外妊娠（2010～2019 年） 
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図 24 感染判明後妊娠の妊娠中投薬の有無（2010～2019 年） 

 

144(70.2%)

32(15.6%)

12(5.9%)

15(7.3%)

2(1.0%)

0 20 40 60 80 100 120 140 160

検出限界未満

検出限界以上1,000未満

1,000以上10,000未満

10,000以上100,000未満

100,000以上

 

図 25 感染判明後妊娠の血中ウイルス量最高値（2010～2019 年） 
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図 26 感染判明後妊娠の転帰場所（2010～2019 年） 
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図 27 妊娠歴（2000 年以降） 
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図 28 初産婦の分娩前ウイルス量（2000 年以降） 
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表 11 母子感染の 60 例 

No 分娩年 国籍 感染判明時期 分娩場所 陣痛 破水後時間 在胎週数 分娩様式 母乳栄養 妊娠中CD4
妊娠中

ウイルス量
妊娠中の

抗ウイルス薬
備考

1 1991 日本 分娩後その他機会 不明（日本） 不明 不明 40W 選択的帝切 あり 不明 不明 不明

2 1991 外国 児から判明 病院 不明 不明 41W 経腟 あり 不明 不明 不明

3 1992 日本 児から判明 不明（日本） 不明 不明 40W 経腟 なし 不明 不明 不明

4 1992 日本 児から判明 病院 不明 27分 40W 経腟 あり 41 不明 不明

5 1993 外国 児から判明 自宅 不明 不明 36W 経腟 不明 不明 不明 不明

6 1993 外国 分娩直後 病院 自然陣痛
人工破水
23分

36W 経腟 なし 不明 不明 投与なし 飛び込み分娩

7 1993 外国 児から判明 診療所 不明 不明 36W 経腟 あり 不明 不明 不明

8 1993 外国 不明 病院 不明 不明 36W 選択的帝切 不明 不明 不明 不明

9 1994 外国 分娩直後 病院 不明 不明 40W 緊急帝切 なし 不明 不明 不明

10 1994 日本 児から判明 不明（日本） 不明 不明 29W 経腟 あり 不明 不明 不明 飛び込み分娩

11 1994 日本 児から判明 診療所 不明 不明 41W 経腟 なし 不明 不明 不明

12 1994 外国 分娩後その他機会 病院 不明 不明 39W 経腟 不明 不明 不明 投与なし

13 1995 外国 分娩直後 診療所 不明 16分 39W 経腟 あり 不明 不明 不明

初診時にWaRを施行。
陽性であったため、HIV
抗体検査施行。分娩後
に陽性判明。

14 1995 外国 今回妊娠時 病院 不明 破水無し 36W 選択的帝切 なし 不明 不明 不明

15 1995 外国 分娩直後 病院 自然陣痛
人工破水
39分

37W 経腟 なし 不明 不明 投与なし 飛び込み分娩

16 1995 日本 分娩直後 病院 　　有り
有り
24時間

34W 経腟 なし 不明 不明 投与なし 飛び込み分娩

17 1995 外国 今回妊娠時 病院 不明 不明 35W 緊急帝切 あり
26W：116
30W：64

不明
30W～
AZT

18 1995 外国 分娩直前 病院 不明 不明 38W 経腟 不明 不明 不明 投与なし 飛び込み分娩

19 1996 外国 今回妊娠時 病院 不明 不明 36W 緊急帝切 なし 不明 不明 不明

20 1996 日本 前回妊娠時 不明（日本） 不明 不明 38W 経腟 あり 不明 不明 不明

21 1996 日本 児から判明 不明（日本） 不明 不明 39W 経腟 あり 不明 不明 不明

22 1997 外国 児から判明 診療所 不明 不明 不明 経腟 あり 不明 不明 不明

23 1997 外国 今回妊娠時 病院 不明 不明 不明 選択的帝切 なし 不明 不明 AZT+3TC+NFV
言葉の問題により投薬
指示が守られなかった
可能性あり

24 1997 日本 児から判明 診療所 不明 不明 39W 緊急帝切 あり 不明 不明 不明

25 1998 外国 児から判明 診療所 不明 不明 37W 緊急帝切 あり 不明 不明 不明

26 1998 日本 分娩後その他機会 不明（日本） 不明 不明 40W 経腟 あり 不明 不明 不明

27 1999 外国 分娩後その他機会 病院 あり 不明 40W 経腟 あり 不明 不明 投与なし

28 1999 外国 児から判明 病院
自然陣痛

自然破水
（陣痛後）11
時間10分

39W 経腟 なし 不明 不明 不明
母帰国後に児HIV感染
判明

29 2000 日本 児から判明 病院 自然陣痛 26時間42分 38W 経腟 あり 不明 不明 不明

30 2000 外国 児から判明 診療所 不明 不明 41W 緊急帝切 あり 不明 不明 不明

31 2006 外国 分娩直後 病院 自然あり 32分 39W 経腟
不明

指示守られた
か不明

不明 不明 不明

32 2008 外国 分娩後その他機会 診療所 不明 不明 不明 経腟 不明 不明 不明 不明

第1子分娩時、妊婦陰
性。
第2子妊娠時に感染判
明。
第1子感染。

33 2009 日本 分娩後その他機会 病院 不明 不明 不明 緊急帝切 不明 不明 不明 投与なし
妊娠初期のスクリーニ
ング陰性。

34 2010 日本 児から判明 病院 自然陣痛 人工破膜 39W 経腟 なし 不明 不明 不明
陰性の検査報告を持参
して受診。HIV陰性の妊
婦として対応。

35 2010 外国 今回妊娠時 病院 陣痛なし 人工破膜 37W 選択的帝切 なし
34w6d：471

34w6d：
14,000

36w6d：95

34W～37W
AZT+3TC+RAL

36 2012 外国 分娩後その他機会 病院 有 不明 38W 経腟 あり 不明 不明 不明

出産後(次子妊娠中）に
HIV感染判明。児の妊
娠中19週のHIV抗体陰
性。感染経路不明。

37 2013 日本 分娩後その他機会 診療所 不明 不明 37W 経腟 不明 不明 不明 投与なし

妊娠18週のHIVスクリー
ニング陰性。その後異
常なく正常経腟分娩
第2子妊娠時母親の
HIV感染判明　第1子感
染。

38 2016 日本 児から判明 診療所 有 不明 35W 経腟 あり 不明 不明 投与なし

39 2017 外国 分娩直前 病院 陣痛なし 人工破膜 31W 緊急帝切 なし 31w3d：18
31w3d：
120,000

帝王切開直前
のみAZT

27週前医来院。31週採
血でHIV陽性。意識障
害あり搬送。同日緊急
帝王切開。

40 1984 外国 不明 外国 不明 不明 不明 分娩様式不明 不明 不明 不明 不明

41 1987 日本 不明 外国 不明 不明 38W 経腟 あり 不明 不明 不明

42 1991 外国 不明 外国 不明 不明 不明 経腟 なし 不明 不明 不明

43 1991 外国 今回妊娠時 外国 不明 不明 不明 経腟 不明 不明 不明 不明

44 1992 外国 分娩後その他機会 外国 不明 不明 不明 分娩様式不明 不明 不明 不明 不明

45 1993 外国 不明 外国 不明 不明 不明 分娩様式不明 不明 不明 不明 不明

46 1993 外国 分娩後その他機会 外国 不明 不明 40W 経腟 なし 不明 不明 不明

47 1995 外国 今回妊娠時 外国 不明 不明 不明 分娩様式不明 不明 不明 不明 不明

48 1995 外国 児から判明 外国 不明 不明 40W 経腟 あり 不明 不明 不明

49 1997 外国 児から判明 外国 不明 不明 40W 選択的帝切 なし 不明 不明 不明

50 1998 外国 児から判明 外国 不明 不明 不明 経腟 不明 不明 不明 不明

51 2000 外国 児から判明 外国 不明 不明 不明 経腟 不明 不明 不明 不明

52 2000 外国 分娩後その他機会 外国 不明 不明 不明 分娩様式不明 あり 不明 不明 不明

53 2005 外国 前回妊娠時 外国 不明 不明 37W 選択的帝切 なし 557 不明 不明

54 2009 外国 児から判明 外国 有り 不明 不明 緊急帝切 不明 不明 不明 不明

55 2010 日本 分娩後その他機会 外国 不明 不明 40W 経腟 不明 不明 不明 不明
第2子妊娠時母親の
HIVが判明し、児検査の
結果HIV感染が判明。

56 2010 外国 分娩後その他機会 外国 不明 不明 不明 分娩様式不明 不明 不明 不明 投与なし

57 2015 外国 分娩後その他機会 外国 不明 不明 29W 経腟 あり 不明 不明 投与なし

58 1995 外国 分娩後その他機会 不明 不明 不明 39W 経腟 あり 不明 不明 投与なし

59 1997 外国 前回妊娠時 不明 不明 不明 39W 経腟 あり 不明 不明 不明

60 2002 不明 分娩後その他機会 不明 不明 不明 不明 経腟 不明 不明 不明 不明  



124 

 

0

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

’84 ’85 ’86 ’87 ’88 ’89 ’90 ’91 ’92 ’93 ’94 ’95 ’96 ’97 ’98 ’99 ’00 ’01 ’02 ’03 ’04 ’05 ’06 ’07 ’08 ’09 ’10 ’11 ’12 ’13 ’14 ’15 ’16 ’17 ’18 ’19

選択的帝切 緊急帝切 経腟 分娩様式不明
 

図 29 母子感染 60 例の転帰年と分娩様式 
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図 30 母子感染、日本転帰 39 例の転帰年と分娩様式 
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図 31 母子感染、外国転帰 18 例の転帰年と分娩様式 

 



125 

 

表 12 母子感染 60 例の転帰都道府県 

ブロック 都道府県 症例数 ％

北海道・東北 北海道 1 1.7%

関東・甲信越 茨城 5 8.3%

埼玉 1 1.7%

千葉 8 13.3%

東京 6 10.0%

神奈川 2 3.3%

北陸・東海 富山 1 1.7%

岐阜 1 1.7%

静岡 1 1.7%

近畿 滋賀 2 3.3%

大阪 2 3.3%

兵庫 1 1.7%

中国・四国 広島 2 3.3%

九州・沖縄 大分 1 1.7%

宮崎 1 1.7%

鹿児島 2 3.3%

沖縄 2 3.3%

外国 18 30.0%

不明 3 5.0%

合計 60 100.0%  

 

表 13 母子感染 60 例の妊婦国籍 

地域 国籍 症例数 ％

日本 17 28.3%

アジア タイ 17 28.3%

ミャンマー 3 5.0%

中国 3 5.0%

インドネシア 2 3.3%

ネパール 1 1.7%

ベトナム 1 1.7%

アフリカ ケニア 8 13.3%

タンザニア 3 5.0%

中南米 ブラジル 4 6.7%

不明 1 1.7%

合計 60 100.0%  

 

表 14 母子感染、日本転帰 39 例の妊婦国籍    表 15 母子感染、外国転帰 18 例の妊婦国籍 

地域 国籍 症例数 ％

日本 15 38.5%

アジア タイ 15 38.5%

ミャンマー 3 7.7%

中国 1 2.6%

インドネシア 1 2.6%

ベトナム 1 2.6%

アフリカ ケニア 1 2.6%

タンザニア 1 2.6%

中南米 ブラジル 1 2.6%

合計 総計 39 100.0%       

地域 国籍 症例数 ％

日本 2 11.1%

アジア 中国 2 11.1%

タイ 1 5.6%

インドネシア 1 5.6%

ネパール 1 5.6%

アフリカ ケニア 6 33.3%

タンザニア 2 11.1%

中南米 ブラジル 3 16.7%

合計 総計 18 100.0%
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表 16 母子感染 60 例のパートナーの国籍 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 17 母子感染、日本転帰 39 例のパートナー   表 18 母子感染、外国転帰 18 例のパートナー 

   の国籍                     の国籍 

地域 国籍 症例数 ％

日本 26 66.7%

アジア タイ 2 5.1%

カンボジア 1 2.6%

フィリピン 1 2.6%

マレーシア 1 2.6%

アフリカ タンザニア 1 2.6%

チュニジア共和国 1 2.6%

北米 アメリカ 1 2.6%

不明 5 12.8%

合計 39 100.0%  

地域 国籍 症例数 ％

日本 10 55.6%

アジア インドネシア 1 5.6%

ネパール 1 5.6%

アフリカ ケニア 2 11.1%

中南米 ブラジル 3 16.7%

北米 アメリカ 1 5.6%

合計 18 100.0%

地域 国籍 症例数 ％

日本 37 61.7%

アジア タイ 2 3.3%

インドネシア 1 1.7%

カンボジア 1 1.7%

ネパール 1 1.7%

フィリピン 1 1.7%

マレーシア 1 1.7%

アフリカ ケニア 3 5.0%

タンザニア 1 1.7%

チュニジア共和国 1 1.7%

中南米 ブラジル 3 5.0%

北米 アメリカ 2 3.3%

不明 6 10.0%

合計 60 100.0%
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♀日本-♂日本

13（21.7%）

♀日本-♂外国

4（6.7%）

♀外国-♂日本

24（40.0%）

♀外国-♂外国

14（23.3%）

不明

5（8.3%）

 

図 32 母子感染 60 例のパートナーと国籍組み合わせ 

♀日本-♂日本

12（30.8%）

♀日本-♂外国

3（7.7%）

♀外国-♂日本

14（35.9%）

♀外国-♂外国

5（12.8%）

不明

5（12.8%）

 

図 33 母子感染、日本転帰 39 例のパートナー   図 34 母子感染、外国転帰 18 例のパートナー 

   と国籍組み合わせ       と国籍組み合わせ 

 

選択的帝切

7（11.7%）

緊急帝切

9（15.0%）

経腟

38（63.3%）

分娩様式不明

6（10.0%）

 

図 35 母子感染 60 例の分娩様式 

選択的帝切

5（12.8%）

緊急帝切

8（20.5%）
経腟

26（66.7%）

 

図 36 母子感染、日本転帰 39 例の分娩様式     図 37 母子感染、外国転帰 18 例の分娩様式 
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選択的帝切

2（11.1%） 緊急帝切

1（5.6%）

経腟

9（50.0%）

分娩様式不明

6（33.3%）
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拠点病院

13（21.7%）

拠点以外の病院

9（15.0%）

診療所

10（16.7%）

自宅

1（1.7%）

外国

18（30.0%）

不明

9（15.0%）

 

図 38 母子感染 60 例の転帰場所 

 

前回妊娠時

3（5.0%）

今回妊娠時

8（13.3%）

分娩直前

1（1.7%）

分娩直後

6（10.0%）

児から判明

21（35.0%）

分娩後その他機会

16（26.7%）

不明

5（8.3%）

 

図 39 母子感染 60 例の HIV 感染診断時期 

 

前回妊娠時

1（2.6%）

今回妊娠時

6（15.4%）

分娩直前

1（2.6%）

分娩直後

6（15.4%）
児から判明

16（41.0%）

分娩後その他機会

8（20.5%）

不明

1（2.6%）

 

図 40 母子感染、日本転帰 39 例の感染診断時期  図 41 母子感染、外国転帰 18 例の感染診断時期 
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図 42 母子感染例における妊娠初期スクリーニング検査陰性例 
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今回妊娠時

2（11.1%）

児から判明
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平成 30〜令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名： HIV 感染女性と出生児の臨床情報の集積と解析およびウェブ登録によるコホー

トシステムの全国展開 

 

研究分担者：田中瑞恵 国立国際医療研究センター 小児科 医師 

研究協力者：外川正生 大阪市立総合医療センター小児医療センター  

小児総合診療科・小児救急科部長 

兼重昌夫 国立国際医療研究センター 小児科 医師 

細川真一 愛育病院 新生児科 医師 

前田尚子 独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター 小児科 医長 

寺田志津子  独立行政法人国立病院機構 大阪医療センター 小児科 科長 

中河秀憲 大阪市立総合医療センター感染症内科 医長 

 

要旨： 

全国病院小児科に対して通算 22 年目となる HIV 感染妊婦から出生した児（子ども）の診療実態

を調査した。一次調査で過去 1 年(前年 9 月～該当年 8 月)に新規あるいはそれ以前で未報告の子ど

もを診療した施設を抽出し、二次調査で詳細を得た。二次調査の結果、3 年間での報告総数 90 例

（18 年度 31 例、19 年度 28 例、20 年度 31 例）で、既報や重複症例を除いた新規症例数は 73 例

（18 年度 24 例、19 年度 26 例、20 年度 23 例）だった。うち 13 例(18 年度 8 例、19 年度 1 例、

20 年度 4 例)が未報告だった。感染例が 5 例報告された。感染例は 2 例であり、全例で完全な母子

感染予防が施行されていなかった。特徴としては、いずれの症例も感染児を妊娠した際の初期スク

リーニングで HIV は陰性だった。1 例は、感染が明らかでなかった家族が AIDS を発症したことを

きっかけに、児の陽性が明らかになった例、もう一例は児が AIDS 発症し、感染判明した例だった。

非感染例のほとんどは母体のウイルスコントロールが良好な例であり、母体コントロールが良好で、

予防法を確実に行えば、感染予防は可能である。一方で、2010 年以来、この 6 年間で 7 例の感染

例、この 3 年でも 2 例の報告と同胞として 1 例が報告された。少なくとも感染例として報告のあっ

た例は母子感染予防策が遂行されていないもしくは不完全な症例であり、完全に遂行された例では、

感染例はないことから現行の予防策は有効であり、如何に早期に母体の HIV 感染症を把握するか

が重要であると考えられる。今回の調査結果、累計報告数は 625 例であった。感染／非感染／未確

定の内訳は感染 55 例、非感染 450 例、未確定 120 例となった。  

フォローアップシステムの構築では、NCGM でのパイロット研究の継続および、全国展開に向け、

研究計画書を立案、研究を開始した。パイロット研究では、NCGM の倫理委員会で平成 29 年 8 月

2 日付で承認を得た(研究名：ヒト免疫不全ウイルス陽性女性と出生した児の長期予後に関するコホ

ー ト 研 究 The Japan Woman and Child HIV Cohort Study(JWCICS) 、 承 認 番 号 ：

NCGM-G-002104-01)。倫理委員会の承認後、平成 29 年 8 月 23 日から症例の登録を開始し、2021

年 2 月 26 日現在、計 28 例が登録されたが、1 例の脱落があり現在 27 例の登録がされている。多
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施設コホート研究は、主施設である国立国際医療研究センター倫理委員会審査の承認を 2020 年 4

月 2 日に得た（承認番号：NCGM-G-003469-00）。多施設コホート研究への移行について説明し同

意を得た。2021 年 2 月 28 日現在、22 例から同意を取得した。また、他施設からは、2021 年 2 月

28 日現在、新たに 2 例の登録があった。 

 

 

A.研究目的 

１）小児科二次調査 

①可能な限り、子どもの数、子どもの家族情報、

周産期情報、薬剤情報、罹病と生育の正確な状

況を把握し、母子感染率を検討する。 

②本邦の国情に合った子どもの健康管理およ

び発達支援に必要なデータベースを構築・更新

する。 

２）コホートシステムの開発 

①従来の小児科二次調査では、長期予後につい

ての調査は困難であり、コホートシステムの開

発により、HIV 陽性女性から出生した児の長期

予後を調査することを目的とする。この 3 年間

で、現在単施設である研究施設を、4 施設程度

に拡大することを目的とする。  

②症例の集積を図り、妊娠した女性および出生

児の長期予後についてデータを集積する。  

③また、システムを通じた患者支援ツールにつ

いて検討する。 

B.研究方法 

１）小児科二次調査 

全国の小児科を標榜する病院にアンケート

調査（吉野班による小児科一次調査）を行い、

子どもの診療経験について匿名連結不能型で

発生動向を把握した。全国の小児科を標榜する

病院に対し一次調査用紙を送付し、返信はがき

により回答を得た。質問は以下に該当する症例

数を問うものであった。 

質問１．該当前年(2017～2019年)9月 1日～該

当年(2018～2020 年)8 月 31 日までに出生した

症例（新規症例） 

 質問２．該当前年(2017 年～2019 年)8 月 31

日以前に出生した症例で、過去の調査に報告し

ていない症例（未報告症例） 

 上記質問に対しての有効回答の解析を行っ

た。 

 この一次調査で把握された症例について、将

来の追跡調査を目的とした匿名連結不可能型

の詳細な二次調査を行った。 

尚、一部症例登録用紙の改訂を行った。それに

伴い、国立国際医療研究センター倫理委員会で

審査し、平成 28 年 8 月 8 日付で承認された。(研

究名：HIV 感染妊婦から出生した児の実態調査、

承認番号：NCGM-G-001874-01) 

２）コホートシステムの開発 

 H27～29 年に開始した、NCGM でのパイロ

ット研究を踏まえ、HIV 陽性女性および出生児

のコホート調査を全国展開する。研究は、web

登録で行い、医師(医療者)および、対象に対し

て健康調査を行う。 

 わが国における、HIV 陽性女性から出生児の

長期予後、罹病、成長・発達についてコホート

研究を行うための、システム立案を行う。前年

度まで施行していた、小児長期予後についての

研究結果や、各国のコホートシステムを参考に、

わが国で実行可能なシステムを検討する。登録

症例について、半年（もしくは 1 年）に一度、

現況、罹病、成長・発達（児のみ）について、

対象による現況入力および、主治医による web

登録し、データセンターでデータ管理する。女

性のフォロー中に、妊娠があれば、その時点で、

妊娠・出産の状況も登録し、児も登録する。集

計されたデータをもとに、1 年に一度解析を行

い、報告する。 

 全国展開に向けては、昨年度パイロット調査

を継続する中で明らかとなった問題点、患者の

移動(転院)についても配慮されたシステムの在

り方について検討し、その内容を反映した研究
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計画を立案する。 

（倫理面への配慮） 

本調査は「人を対象とする医学系研究に関する

倫理指針」及びヘルシンキ宣言を遵守して実施

する。当調査の扱う課題は HIV 感染を中心に、

その周産期・小児医療、社会医学との関わりで

あり、基本的に「倫理面への配慮」は欠くべか

らざるものであり、細心の注意をもって対処す

る。 

C.研究結果 

１）2018～2020 年度小児科二次調査結果 

 全国病院小児科から 2018～2020 年の施設回

答率は、76～94.7％だった。3 年間で、複数年

回答を含む 59 施設から回答得た。回答のあっ

た 59 施設中、初めて報告があったのは 13 施設

だった。 

 3 年間での報告総数 90 例（18 年度 31 例、

19 年度 28 例、20 年度 31 例）で、既報や重複

症例を除いた新規症例数は 73 例（18 年度 24

例、19 年度 26 例、20 年度 23 例）だった。う

ち 13 例(18 年度 8 例、19 年度 1 例、20 年度 4

例)が未報告だった。（※20 年報告書では 7 例だ

がそのうち 3 例は 2018 年出生のため 3 年報告

では期間内） 

この 73 例について以下の解析を行った。ま

た、双胎 2 組（2019 年 1 組、2020 年 1 組）、

品胎 1 組（2020 年）を含むため、母体数は 69

例であり、母体、父親に関するデータについて

は総数 69 例で解析を行った。 

 カッコ内は、総数のうち 2017 年 8 月 31 日以

前に出生した例数を示す。 

①年次別出生数と感染状況 

 年度毎の報告症例数には波があるが、該当年

の新規症例については、2018/19/20 年度でそれ

ぞれ 21/24/10 例とほぼ例年通りであった。また、

この 3 年間で 2 例の感染例の報告があるが、2

例とも未報告症例として報告されたため、3 年

間での感染例はなかった。2016 年以前出生の

報告症例数は、それぞれ 2002 年 1 例、2006 年

1 例、2008 年 1 例、2009 年 1 例、2013 年 2

例、2014 年 2 例、2015 年 1 例、2016 年 2 例、

2017 年 7 例だった。 

以下、カッコ内の数字は総数の中の未報告症例

の数として示す。 

 3 年間で報告のあった症例の感染状況は感染

2 例（2）、非感染 59 例、未確定 12 例だった。 

②地域別出生数  

関東甲信越 32 例（2）、東北 3 例、中部 10 例

（2）、近畿 13 例（2）、中国・四国 10 例（3）、

九州・沖縄 5 例（3）であり、3 年間で北海道か

らの報告はなかった。 

③母親の国籍  

母親の国籍は日本 46 例（9 例）、外国 23 例

（4 例）であった。外国 23 例の詳細はアフリカ

8 例、東南アジア 10 例（1 例）、東アジア 1 例

（1例）、南アメリカ3例、ロシア1例であった。 

④実父の国籍と実父の感染状況 

日本 39 例（7）、外国 26 例（5）、不明 4 例（1）

で、感染状況は、陰性 28 例（5）、陽性 14 例（3）、

不明 27 例（5）だった。 

⑤同胞について 

38 例において同胞が 1〜2 人あり、5 症例で

同胞の感染例があった。このうち 4 症例（2 組）

は一緒に報告された兄弟児の同胞であり、同一

児であったため、報告のあった感染例同胞は 3

例だった。 

⑥妊婦の感染判明時期と抗ウイルス薬投与状

況  

 妊婦の感染判明時期は妊娠中が 22 例（7）で

1 例は妊娠直前の判明だった。妊娠前の判明は

44 例（3 例）で、出産後１例（1 例）、児の感

染判明後 1 例（1 例）、不明 1 例（1 例）だった。 

 妊婦への ART は、4 例（2）がなし、1 例（1

例）が不明だった。投薬のあった 64 例の開始

時期は、妊娠前から服用が 40 例（3 例）、妊娠

中開始が 24 例（7 例）だった。 

 薬剤名の詳細不明 1 例（1 例）を除く 63 例

についてキードラッグについて解析したとこ

ろ RAL が 36 例（2 例）、DTG が 5 例（1 例は

14 週から RAL に変更）、ATV+RTV が 2 例、
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DRV+RTV が 8 例、LPV/RTV が 6 例（6 例）、

GEN2 例、TRI が 1 例、STB が 1 例、NFV が

1 例だった。また、9 例は途中で RAL に薬剤変

更している為、最終的に45例がRALを使用し、

最も多かった。 

バックボーンでは、TVD が品胎出産例を含む

18 例（3 例）（途中で 1 例は EZC に、1 例は

DVY に変更）、DVY が 14 例（1 例は 14 週か

ら TVD に変更）、EZC が双胎を含む 15 例、

AZT/3TC：6 例（6 例）、COM：2 例（2 例）（1

例は 23 週から AZT/3TC に変更）、3TC1 例（キ

ードラッグが RAL と DRV/RTV 併用）であっ

た。DVY 使用の分娩時に使用さ例のうち 4 例

は 5～12 週で TVD に変更しており、最終的に

バックボーンでは、TVD が 20 例で最多であっ

た。 

⑦分娩前妊婦の免疫学的・ウイルス学的指標 

 妊婦の分娩前のウイルス量（copies/ml）は

66 例（10 例）で記載があった。20copies/ml

以下が 48 例（6 例）で、うち感度以下は 36 例

（5 例）だった。20－200copies/ml は 15 例（3

例）であった。200-500 が 1 例（1 例）、103-107

が 2 例あった。また、感染例 2 例は未記載であ

った。 

 妊婦の分娩前の CD４数（/㎕）は 61 例（10

例）で記載があり、109 から 3420/㎕に分布し

た。61 例のうち、CD4 数が 500 未満であった

のは 32 例（7 例）だった。61 例のうち 1 例は

200 未満だった。 

⑧出生児の背景  

 出生した児の性別は、男：42 例（7 例）、女：

31 例(6 例)、在胎週数は、37 週以上 43 例（8

例）だった。早産は 29 例（4 例）で、そのうち

9 例（1 例）は 36 週未満だった。（2 例（2）未

記載） 

 分娩様式は 72 例で記載があり、予定帝王切

開が 58 例（11 例）、緊急帝王切開が 12 例（0）、

経腟分娩が 2 例（1 例）だった。経腟分娩 2 例

のうち 1例は妊娠初期スクリーニングが陰性で

母乳感染が疑われる症例、もう 1 例は分娩直前

に母体の感染が判明し、母が帝王切開を拒否し

たため経腟分娩で出産した。 

⑨新生児への対応 

 新生児への抗ウイルス薬については 2 例（2

例）がなしで、どちらも感染例だった。残り 71

例が投与あり、1 例（1 例）が不明だった。薬

剤の種類は投与ありのうち 68 例（10 例）が

AZT 単剤（静注含む）、2 例は母子感染リスク

が高いため AZT に NVP と３TC を併用してい

た。 

AZT の投与回数は、6 例（5 例）が 4 回/日で、

残り 64 例（5 例）は 2 回/日だった。 

投与期間は 6 週間以上が 1 例、4～6 週間が 47

例（9 例）、2～4 週間が 20 例、2 週間未満が 1

例（1 例）、記載なし 1 例だった。 

母乳の投与について 69 例（10 例）で記載が

あり、1 例の感染例を除く 68 例（9 例）で母乳

は禁止されていた。 

⑩新生児における問題 

新生児期異常の有無は、記載があった 69 例

（19 例）のうち「あり」が 20 例だった。早産、

低出生体重を除いた異常の詳細は、極出生体重

児、脳室内出血、胎児便栓症候群、新生児一過

性多呼吸の併発が 1 例、新生児仮死 1 例、新生

児一過性多呼吸 15 例、無呼吸 3 例、呼吸窮迫

症候群 3 例、低血糖 1 例、胃軸捻転 1 例であっ

た。 

 貧血は 59 例（6 例）において指摘された。最

低 Hb 値は、7.9～10.8g/dl に分布していた。 

最低 Hb 値 9g/dL 未満は 22 例（3 例）だった。 

最低 Hb 値であった時期は、生後 0 か月が 4 例

（1 例）、生後 1 ヵ月が 50 例（5 例）、生後 2 か

月が 4 例、生後 4 ヶ月が 1 例だった。貧血の治

療は、経過観察が 33 例（2 例）、鉄剤投与が 16

例（3 例）、エリスロポエチン、鉄剤の併用が

10 例（1 例）であった。輸血施行例はなかった。 

 奇形は 2 例に認め心室中隔欠損症 1 例、頭皮

欠損 1 例（1 例）っだった。 

⑪感染例について 

3 年間の調査で 2 例の感染例と未報告と思われ
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る 1 例の同胞例が報告された。 

報告例の 1 例は 2018 年報告の未報告症例（2009

年出生）で、家族の AIDS 発症から家族内スクリ

ーニングを施行して HIV 陽性が判明した。報告

施設の報告では、児も診断前から血小板減少症が

あり、慢性 ITP として治療、経過を見られていた

例だった。診断後に転院しており、2018 年度の

報告時点では免疫状態などの詳細は不明であっ

たが、翌年、転院先の病院より続報が方向された。

続報によると児に対しても ART が開始されてお

り、続報時点では症状なし、ウイルス量感度以下

でコントロール良好とのことだった。 

もう 1 例は、2019 年度報告の未報告症例（2016

年出生）で、妊娠中のスクリーニングは陰性、経

腟分娩で出生、母乳の投与があった。児の AIDS

発症から、母体の感染も判明した。経過から母乳

感染が疑われている。発症時、精神運動発達遅滞、

HIV 脳症、脳動脈壁不整（VZV 血管炎の疑い）、

播種性 MAC、CMV 感染などがあり重篤な状況で

あった。2019 年の報告時点では、ART 開始され

ていたが状態は安定していないとのことだった。 

 2020 年度に同胞例として未報告と思われる例

が報告されたが、詳細は不明である。 

2）小児科二次調査 22 年間のまとめ（表 1） 

 今回の調査結果、累計報告数は 625 例であっ

た。感染／非感染／未確定の内訳は、今回追跡

調査で「未確定」から「非感染」に移行した情

報も踏まえた結果、感染 55 例、非感染 450 例、

未確定 120 例となった。また、「非感染」には、

過去に報告を受けたが詳細な情報が得られな

かった 1 例も含まれている。 

3)フォローアップシステムの構築 

 今年度は、NCGM のパイロット調査の継続

と、全国展開に向け研究を開始した。 

①パイロット調査の現況 

 2017 年 8 月 23 日より、症例登録を開始した。

2021 年 2 月 26 日現在、28 例の登録を得たが、

1 例が転院等で追跡対象外となり、27 例の登録

を継続している。 

a.同意取得状況（図 1） 

 同意については以下の 4項目について取得し

た。 

ⅰ.医療者が、あなたの過去の診療状況および現

在の状態の調査に回答すること 

ⅱ.医療者が、あなたのお子さんの過去の診療 

 状況および現在の状態の調査に回答するこ 

 と 

ⅲ.あなたが、あなたの現在の状態の調査に回答 

すること 

ⅳ.あなたが、あなたのお子さんの状態の調査に 

回答すること 

それぞれ 1～4 の同意取得数（％）は、28  

（100%）、27 (96.4%)、25(89.3 %)、24(85.7％)

だった。 

b.回答状況(図 2) 

 期間内で 4 例の新規登録（および新たに出生

した児 4 例）があった。パイロット調査開始の

2017 年 8 月 23 日からの累計で女性 28 例、34

例の児が登録された。登録された児のうち、当

院カルテのある児は 25 例。更に、児の出生時

から情報があるのは累計 8 例の他、2 例は出産

に至らなかったため、10 例の妊娠が登録されて

いる。 

c.生存状況 

状況は、年 1 回のフォローアップと、年２回

のアンケート（メール登録のある人のみ）で行

われる。登録されている 28 例の女性のうち、1

名は期間内に受診がなく、アンケートの回答も

なかったため生存状況が不明であった。また、

当院にカルテのある 25 名の児についても、8

例は期間内に受診がなく、アンケートの回答も

なかったため生存状況は不明であった。 

d.妊娠転帰(図 3) 

 2021 年 4 月 1 日までに妊娠転帰が明らかと

なったのは、のべ 55 例だった。転帰の内訳は、

選択的帝王切開 22 例、緊急帝王切開 7 例、経

腟分娩 6 例、自然流産 4 例、人工中絶 16 例だ

った。転帰年毎にみると、2007 年以降に選択

帝王切開の例が全例含まれていた。また、感染

判明後に経腟分娩した例はなかった。 



134 

 

e.女性の現況(図 4) 

登録例は、全例生存中であった。2020 年 4 月

1 日現在の年齢分布(カッコ内は出産歴あり)は、

26～30 歳が 3 例（2 例）、31 歳～35 歳が 5 例

(4 例)、36～40 歳が 9 例(7 例)、41～45 歳が 5

例 （3 例）、46~50 歳が 5 例（4 例）、50 歳以

上が 1 例（1 例）だった。出生児の数は一女性

あたり、1～3 例だった。 

f.出生児の現況(図 5) 

登録例は、25 例で全例死亡の報告はなかった。

感染児は 1 例、非感染児は 24 例だった。出生

児の年齢分（2020 年 4 月 1 日現在）は、0 歳が

1 例、1～3 歳未満が 10 例、3～6 歳未満が 5 例、

6 歳以上が 9 例だった。 

f.女性の現状（2019 年度調査（2020 年 2 月 14

日現在） 

脱落例を除く 25 例について検討したところ、 

CD4 数は 29.7～1080/㎕に分布し、500 未満が

7 名であった（図 6）。ウイルス量は 2 例が 20

以上 200 以下であり、残り 23 例は全例感度以

下だった（図 7）。 

ART は 1 例の未記載を除き、24 例で施行中

だった。なお、期間内に受診がなく詳細なデー

タが得られなかった 1 例についても、未治療で

経過観察中という情報があった。薬剤投与につ

いて詳細な記載があった 24 例について、投与

薬剤の種類は、7 例は合剤投与で ODF、GEN、

DTG がそれぞれ 1 例、TRI と BIC/TAF/FTC

がそれぞれ 2 例だった。その他の 14 例につい

ては、キードラッグは RAL10 例、DTG1 例、

DRV+RTV3 例で RAL の使用が最も多かった。

バックボーンは TVD2 例、EZC8 例、DVY4 例

で、EZC が最も多かった。抗 HIV 薬剤による

副作用の記載はいずれもなかった。また、予防

内服をしている症例はなかった。 

 現在の臨床病期については 23 名が AC で変

化なし、2 例は斬回の調査時に AIDS 状態とな

ったため、今回の調査でも AIDS 状態が継続と

なっているが、現在症状は認めない。 

ここ 1 年の罹患有無については 6名でありだ

った。病名の詳細は、Basedow 病、無月経、鉄

欠乏性貧血、２型糖尿病、甲状腺亢進症、脂質

異常があった。 

g.子どもの状況 

当院にカルテのある 25 例の児（登録女性 18

例）について以下の解析を行った。 

25 例のうち ObGyn があるのは 8 例であり、以

下数字の後ろに（ ）で示す。 

ア）児の出生時の AZT 投与について 

25 例（8 例）全てで AZT の投与が行われてい

た。AZT の投与回数は、3 例が 4 回/日で、1 例

が 3 回/日、残り 21 例（8 例）は 2 回/日だった。 

投与期間は 6 週間が 10 例、4 週間以上 6 週間

未満が 13 例（8 例）、2 週間未満が 2 例であっ

た。 

イ）児における問題 

 当院にカルテのある児に対し、出生時～18

カ月までのフォローアップ、初回登録時、年 1

回のフォローアップの項目において、下記の項

目を解析した。 

新生児期の異常については、9 例（2 例）で

異常ありであった。以上の詳細は、艇 Ca 血症、

LFD、動脈管開存症、無呼吸発作、甲状腺機能

亢進症・高ビリルビン血症・TTN、NTED の併

発、新生児仮死状態、呼吸窮迫症候群、ダウン

症・低酸素血症・房室中隔欠損（AVSD）完全

型 Rastelli 分類 A・多血症・低血糖の併発、呼

吸窮迫症候群・動脈管開存症の併発、新生児低

血糖、早産児であった。（重複症例有り） 

貧血ついては、不明 1例を除く 24例のうち、

18 例（4 例）で貧血が認められた。最低値は

7.1～10.6g/dl に分布した。 

奇形については、不明・未記載の 7 例を除く

18 例のうち、3 例で奇形が認められた。奇形の

詳細は PDA と VSD の併発, 肺動脈狭窄症、房

室中隔欠損（AVSD）完全型 Rastelli 分類 A だ

った。 

精神発達障害は不明1例を除く24例のうち2

例で認められた。詳細は言語障害、学習障害、

自閉症であった。心疾患は 2 例であった。 
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2 回以上の痙攣、麻痺、ミオパチー、1 歳未

満の死亡は全例で認めなかった。 

HIV 感染は 1 例で、15 例で非感染が確定し

ていた。9 例については、未確定だった。 

h.アンケート調査結果 

2019 年 4 月と 10 月に実施したアンケートの

結果について、メールアドレスが登録された 23

例（うち、児の数は 18 例）のうち 2019 年 4

月に 15 例（児 17 例）、2019 年 10 月 15 例（児

14 例）の回答を得た。 

問 1現在のあなたの健康状態について回答して

ください 

問 2お子さんの健康状態について回答してくだ

さい 

問 3 お子さんの成長、発達で異常を指摘されて

いますか？ 

各質問に対する回答の内訳は下記のとおりで

ある。 

2019 年 4 月 

問 1 健康 15 名（全例）、問 2 健康 16 名、わか

らない 1 例、問 3 はい 1 名（Down 症）、いい

え 16 例 

2019 年 10 月 

問 1 健康 14 名、わからない 1 名、問 2 健康 14

名（全例）、問 3 いいえ 14 名（全例） 

②システム開発 

 JCRAC データセンターと協働してシステム

開発を行った。データベースツールとして、

REDCap ○R (Research Electronic Data 

Capture) を 採 用 し た 。 REDCap ○R は 米 国

Vanderbilt 大学が開発したデータ集積管理シ

ステム（EDC）である。アカデミック医学研究

では世界標準になりつつある支援ツールで、R 

REDCap○R Consortium Partner になれば、米

国 Vanderbilt 大学から無償でライセンスを受

けられる。（アカデミアの場合）また、特徴と

して、収集データに対し、自身でサーベイやデ

ータベースが自由にカスタマイズ可能、モバイ

ル App や活動量計などの連携が可能などであ

る。今回、EDC として REDCap○Rを採用した理

由として、１．データマネージメント業務を標

準化、２．EDC 構築・運用コストの抑制、３．

研究者主導臨床研究では、プロトコル、CRF の

変更が多いので迅速に eCRFの変更を行えると

いう点である。その中で、アカデミアで利用実

績があり、導入・運用コストの低い EDC とし

て REDCap○R導入した。日本でも多くのアカデ

ミアで導入が進んでおり、平成 26 年 2 月に

Japan REDCap Consortium が大阪大学に設

立されている。REDCap○Rの作動環境は、１．

アプリ REDCap○R ver6.10.32．２.OS CentOS 

7、３．Web Apache 2.2.15、４．DB MariaDB 

ver5.5、５．言語 PHP ver5.3.3、６．メール  

SMTP Email 2.6.6 である。JCRAC データセン

ターでは、サーバは JCRAC データセンター内

に設置し、運用管理を実施している。 

③多施設でのコホート研究（JWCICSⅡ）計画 

本研究では、以下のことについて配慮し研究

計画を立案した。 

a．新たな女性のリクルートは分娩歴のある女

性のみとする。 パイロット調査の対象女性は

再同意が得られれば、規定の期間までは継続と

する。施設は 4 施設限定で開始する。 

施設は、 

国立国際医療研究センター 

大阪市立総合医療センター小児医療センター 

国立病院機構名古屋医療センター  

大阪医療センター  

から開始し、徐々に拡大する。 

b．対象女性から出生した児のうち感染児は別

個にコホートし、非感染児と観察項目を分け、

データ入力をしやすくする。 

c.感染児については、二次調査から症例のリク

ルートを行い、施設を限定せず全国から症例を

リクルートする。 

d．二次調査とコホートで得たデータを統合し

て利用できるように配慮する。 

e.女性のデータは、パイロット調査からの移行

対象以外は、内科医師からのデータは取得せず、

対象本人から情報を取得する。妊娠データにつ
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いては引き続き、イベント発生毎に取得する。 

f.CRF は出来るだけ、個別にメールで URL 連

携にし、入力時期を逸脱しないように配慮する。 

g.二次調査と重複登録はしない。 

これらに伴い、パイロット調査で使用している

RedCap を引き続き EDC として使用するが、

多施設コホートでは仕様を変更した。 

また、パイロット調査に参加している対象につ

いては、再同意を取得し、パイロット調査のデ

ータは多施設コホートの新システムに移行す

る予定である。 

④多施設コホート調査の開始 

 2020 年 4 月 2 日付で、主施設である国立国

際医療研究センター倫理委員会審査の承認を

受けた（承認番号：NCGM-G-003469-00）。そ

の結果を受け、研究参加 3 施設においても倫理

審査を受け承認を得た。 

 2020 年 4 月 2 日以降、国立国際医療研究セ

ンターでは、パイロット調査参加者に対して、 

多施設コホート調査への移行について説明し

同意を得た。2021 年 2 月 28 日現在、22 例か

ら同意を取得した。 

 また、他施設からは、2021 年 2 月 28 日現在、

新たに 2 例の登録があった。 

⑤産科・小児科二次調査との連携 

コホート研究と、二次調査のデータを症例の

重複なく統合して使用するため、産婦人科、小

児科二次調査も RedCap○Rをレポジトリとして

使用し、データ管理を web 化することとした。

いままで産婦人科、小児科で個別に二次調査の

観察項目を作成していたが、今後コホートから

二次調査へのデータ移行を行うため、コホート

調査と文言の統一を図った。また、コホートで

は、観察項目は産婦人科領域、小児科領域で重

複なく設計しているが、産婦人科、小児科二次

調査では個別に郵送し、回答を得ているため、

回答が必ずしも小児科、産婦人科の両方から得

られるとは限らず、分娩週数等の重要な観察項

目は産婦人科、小児科で重複して回答を依頼し

ている。更に、コホート調査は経年でデータを

取得するが、二次調査は横断研究であり、同一

の項目であってもどの時点のコホートデータ

を二次調査の項目として採用するのか、コホー

トでは小児科領域にある項目を産婦人科二次

調査に移行、またその逆で産婦人科領域の項目

を小児科二次調査に移行する場合があるなど、

スムーズなデータ移行も可能にするための条

件設定なども詳細に行った。上記のように二つ

の異なる手法の疫学調査のデータを紐づけす

る仕組みだけでなく、コホート調査と産科・小

児科二次調査が連携をとれるように調査期間

（当該年 3 月までに変更）、対象（産婦人科で

は転帰があった例のみ詳細調査することに変

更）の調整を図った。 

 

D.考察 

１)小児科二次調査 

調査の精度については、小児科二次調査の回

答率が3年間の施設回答率は76～94.7%と高水

準であり良好と考えられる。本調査は主施設の

みの倫理審査で調査可能な研究であるが、近年

は各施設の基準で倫理委員会の申請が必要で

ある場合が年数施設はある。しかし、調査依頼

に申請に必要な書類をあらかじめ同封するな

どの対応をすること、問い合わせについては迅

速に対応するなどにより、各施設でも必要に応

じて迅速に倫理審査手続きにご協力いただけ

ている状況である。 

新規報告は 23～25 例であり、わずかだが

徐々に減少してきている。毎年、年数が経過し

ている症例の報告もあり、継続的に全国を網羅

的に調査することで全数把握が可能になると

考える。年々わが国の出生数は減少しており、

更に SARS-Cov2 の流行により我が国の妊娠・

出産数が減少しているが、その影響があったか

については、ここ数年のトレンドを検討する必

要があると考えられた。 

今年度は過去に報告がなかった 13 施設から

新たに報告を受けた。報告施設のうち実際に症

例のあった診療施設は累計 180 施設となり、
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徐々に診療施設の増加を認める。 

また、3 年間で 2 例の感染例と同胞として未

報告と思われる感染例 1 例の報告があった。小

児 HIV 感染症は希少疾患であるため、日常診

療で遭遇することは稀である。そのため疾患名

は知っていても鑑別診断に挙げづらい状況に

ある。希少ではあるものの、近年はほぼ毎年、

報告例があること、そのほぼ全例で妊娠初期ス

クリーニングは陰性で様々な状況で診断され

ていることなどをより広く社会に情報拡散す

ることで、日常診療での HIV 感染症の鑑別が

迅速に行われるようになる可能性がある。一方

非感染例のほとんどは母体ウイルスコントロ

ール良好例であり、母体コントロールが良好で、

予防法が確実に行われれば、感染予防は可能で

ある。  

母体の ART の施行については、感染例 2 例

と不明 1 例を除き、2 例でされていなかった。1

例は ART 開始検討中に母体合併症により分娩

に至った例、もう一例も母体 ART 開始のため

の社会的手続きのため分娩までの導入が困難

とされた例だった。いずれも児への感染は認な

かった。我が研究班の長年の調査から、妊娠中

期までに ART が開始出来ていた場合の感染例

はなく、後期からの開始では感染例が散見され

ることより、妊婦に対してはより一層、診断早

期に ART の開始が望まれる。しかし、AIDS

を発症していない成人例では、抗 HIV 治療薬

は高額であることなどから、障害者手帳等の申

請を経て治療が開始されることがほとんどで

あり、その手続きには 1～2 か月は通常かかる

ことから治療の開始にタイムラグが生じてし

まうことが問題になっている。妊婦では、母体

自身の状況もさることながら、適切にされれば

予防できる母子感染を予防するという観点か

ら、AIDS を発症していなくても早期に ART

を開始出来る制度が必要であると考えられる。

この 2 例では幸いにして、児の母子感染はなか

ったが、ハイリスクとして児には多剤併用 ART

が必要になるなど、児への負担も大きく、万が

一に感染した場合には、児は一生 ART が必要

となり、社会的、経済的損失が大きくなる。今

後、制度の見直しが強く望まれる。母体 ART

のレジメンは、キードラックではインテグラー

ゼ阻害薬であるRALの使用が20/63例（71.4%）

と最多となっている。また、バックボーンでも

TDF をベースとした TVD が 12/63 例（31.7%）

と最多で、AZT レジメンは 7/63 例（11.1%）と

減少していた。妊婦でも治療薬の選択肢が広が

り、より副作用が出現する可能性が低い抗 HIV

薬が選択されるようになっていると思われる。 

分娩時の VL は感度以下か 200copies/ml 未

満が 63 例（95.5%）でありほとんど例でコント

ロール良好であった。母体 ART は最も有効な

母子感染予防策であり、今後も適切に行われる

ことが望まれる。 

母体 ART が施行されなかった 2 例を除き、

コントロール良好例では AZT 単剤投与であっ

た。母体 ART が施行されなかった 2 例では、

ハイリスクと考え AZT に加えて 3TC、NVP の

多剤併用 ART が施行されていた。 

児における AZT 投与方法はここ数年で改定

されている。3 年間の調査では記入のあった 70

例のうち多剤併用を行わなかった 68 例のうち

64 例(5 例)（94.1％）は 1 日 2 回の投与となっ

ており、「HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラ

イン」(2018 年 3 月)に従った投与がほぼ行われ

るようになっている。AZT の投与期間はまだ一

定ではないが、母体のウイルスコントロールが

良好である場合は、4 週間に短縮される例が増

加してきており、2 週間に短縮する例も認めた。

3 年間の調査では投与期間は 4～6 週間が 47 例

（9 例）、2～4 週間が 20 例、2 週間未満が 1 例、

6 週間以上 1 例、記載なし 1 例だった。 

妊婦の分娩時のウイルス量検出感度未満、検

出感度以上 200 コピー未満で児に対する AZT

投与期間について我が国のガイドライン刊行

前（2016 年 8 月～2018 年 3 月）と刊行後（2018

年 4 月～2020 年 8 月）で比較してみたところ

（図 8）、ウイルス量検出感度以下で、14 日以
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上 28 日以下の投与が刊行前が 23.8％、後が

26.9％、ウイルス量検出感度以上 200 コピー未

満で刊行前が 11.8％、後が 17.1%だった。いず

れでもガイドライン刊行後に AZT の短縮（4 週

間）が多い結果であり、その傾向は分娩時のウ

イルス量検出感度以上200コピー未満において

より顕著だった。以上から、我が班で刊行した

ガイドラインが適切な AZT 投与に寄与してい

る可能性がある。また、最新の英国のガイドラ

インでは母体のリスク分類を細分化し、場合に

よっては児に対する AZT 投与は 2 週間に短縮

することを推奨している。2 週間投与を採用し

ている例も散見されている。更に 4 週間投与が

増えてきているとは言っても、本調査結果から

推測するとほとんどの例は母体コントロール

が良好であり、欧米のガイドラインに従えば

AZT4 週間投与が適応できると考えられる。し

かしこの 3 年間での調査結果では AZT 単剤 6

週間投与例は 40 例（61.8％）と高い状況であ

る。我が研究班で発行する「HIV 感染妊娠に関

する診療ガイドライン（2018 年 3 月）」では、

基本的に 6週間投与とし、感染のリスクが低く、

副作用が懸念される場合はと記載を限定的に

していることが影響している可能性があり、今

年度改定するガイドラインでは、欧米のガイド

ラインを参考に、我が国での 4 週間投与短縮の

対象を明示する予定としている。 

児の AZT の副作用によると考えられる貧血

は報告例では 59/69 例(85.5%)と高頻度で推移

している。今後も貧血は AZT の副作用として

注視する必要があり、我が国の調査結果を踏ま

えて、より安全かつ有効な母子感染予防を検討

する必要がある。 

完全に母子感染予防策が遂行された例では、

感染例はないことから現行の予防策は有効で

あり、如何に早期に母体の HIV 感染症を把握

するかが重要である。先に述べたように、如何

に母体の HIV 感染を早期に把握するかが重要

であり、HIV 感染のみならず他の母子感染症の

予防のために、妊婦検診の重要性と、検診を補

助する仕組みづくりが重要である。小児 HIV

感染症の症例は稀であるが、2015 年以降ほぼ

毎年報告を認めるようになり、増加傾向にある。

今後の発生動向に注意が必要な状況である。さ

らに、多くの小児科医は診療の経験がなく、経

験を積むことも我が国の現状では困難な状況

にあり、診療体制が整っていない。一度感染す

ると長期の通院が必要であることから、病院の

集約には限界があり、相談システムを確立する

ことで、スムーズな診療が行えるようにするこ

とも今後の課題である。 

２）フォローアップシステム構築 

①パイロットコホート調査 

現在、少数ではあるが蓄積された症例のうち女

性は 96%、子どもは 68%で生存が確認された。

今年度は、SARS-Cov2 の流行により、電話診

療等、受診間隔を延長したり、子どものフォロ

ー外来の受診も先延ばしする傾向があったこ

とも生存確認が難しかった影響があると思わ

れる。今後、アンケート実施前後に、外来で入

力協力のお願いをする、もしくはアンケートを

送付する前に、送付可能か（アドレス変更など

ないか確認を含め）事前メールをするなどの工

夫が必要と思われた。医療者からの情報収集に

ついては、医師からの入力作業は困難で、研究

補助による入力作業、医師による確認に変更し

たところ、100%の入力を達成した。また、メ

ールの回答率は 75％程度あることがわかって

おり、対象者からの情報収集も適切に行うこと

が出来た。しかし、多施設コホートでは、研究

補助者がいるとは限らず、医師への入力依頼を

いかに効率的に行うかは重要な問題であると

考える。一方で対象者の回答率は 65%程度高い

ことから、対象者への質問項目を困難でない範

囲で増やすことでより質の高い調査が可能に

なると考えられた。 

女性については、新たに HIV 関連疾患の発症

などはなく、コントロールは概ね良好と考えら

れるが、一定の傾向はみられないが非 HIV 関

連疾患の合併があり、HIV は慢性疾患として、
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他の合併症の管理も今後重要になると考えら

れた。子どもについては、感染児 1 例を除き、

非感染児であった。1 例であるが感染児の予後

は現在のところ良好である。非感染児（未確定

含む）は、長期生命予後は良好であるが、奇形

を 16.6%、精神発達遅滞を 8.3%に認めており、

今後も累計の推移を注視する必要がある。 

②多施設コホートの展開 

 パイロットコホート研究の運営については

開始後も検討すべき点が多々あり、多施設展開

を見据え修正点を引き続き検討した。 

 パイロット調査で最も問題であった情報入

力の促進と、複数部署の連携については、多施

設研究では医療者からの内科情報の取得を取

りやめ、関連部署をスマートにする。また、各

CRF を個別のメールで関連付け、入力依頼、催

促を行うことで、入力者の混乱を軽減する。

NCGM ではカルテと連動し、自動で情報が収

集できるなどのシステムが有効な可能性があ

り、試行する。情報管理については、対象者の

メールアドレスを対象者の目前で入力、確認、

対象者に登録確認メールが到着することまで

を確認することで、安全に管理されている。医

療者から収集する情報についても、アカウント

登録した者のみの限定となっており、パスワー

ド複数回間違いによるロックなど行われてお

り、安全に設定されている。多施設展開に伴い、

個人情報の取り扱いについては、各施設の倫理

規約に従うこととし、カルテ ID の入力ではな

く施設で独自に設定した番号での登録や、誕生

日についても生年月までは必須とし、日につい

ては任意の日付を許容することとした。また、

事務局からは、カルテ ID もしくは施設番号は

確認できない仕様にし、個人情報の取り扱いに

関する安全面についてはより一層強化した。 

 また、CRF についてもパイロット研究から一

部見直し、配置や、文言などを今一度整理した。 

更に、③で述べるように二次調査とのデータ連

携を見据え杉浦班とも連携し、調査を行うこと

で、二次調査へのデータ移行がスムーズに行え

るようになった。二次調査へのデータ移行は来

年度から稼働する予定である。 

③産科・小児科二次調査との連携 

 コホート研究、横断的研究はいずれも疫学調

査であるものの、データの収集の手法は大きく

異なるため、コホート研究から横断的研究にデ

ータを移行する仕組みの構築は容易ではなか

った。観察項目の紐づけだけでも、文言の調整、

コホート研究のどの CRF からデータを紐づけ

し、横断的研究のデータとするか、時期や対象

の選定、またコホートに参加していない各施設

の症例のすくい上げの仕組みなど多岐に渡っ

た。 

 しかし、産科・小児科二次調査およびコホー

ト調査のデータを全体として、データベース化

すること、質の高いデータの蓄積を行うため、

コホート調査の研究計画から端を発し研究班

の横断的研究も見直しを図る機会となった。我

が国の HIV 陽性女性および出生児に関するデ

ータは本調査が唯一であり、貴重であることか

ら、今後も丁寧なデータの蓄積とデータ管理が

必要とされ、コホートの開始や二次調査の見直

しは有用であると考えられ、来年度の運用開始

に向け最終調整を行う必要がある。 

 

E.結論 

 いずれの研究についても概ね良好に遂行で

きた。 
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  感染児 非感染児 未確定 出生数 

1984 1 0 0 1 

1985 0 0 0 0 

1986 0 0 0 0 

1987 1 2 0 3 

1988 0 1 0 1 

1989 0 3 1 4 

1990 0 1 0 1 

1991 4 0 1 5 

1992 3 2 1 6 

1993 6 6 1 13 

1994 3 10 0 13 

1995 8 11 1 20 

1996 3 11 1 15 

1997 5 13 1 19 

1998 3 17 4 24 

1999 1 21 1 23 

2000 4 15 5 24 

2001 0 25 1 26 

2002 1 21 7 29 

2003 0 16 5 21 

2004 0 15 8 23 

2005 1 14 5 20 

2006 1 19 6 26 

2007 0 13 6 19 

2008 0 11 10 21 

2009 2 9 7 18 

2010 3 17 2 22 

2011 0 12 6 18 

2012 1 20 4 25 

2013 1 16 8 25 

2014 0 19 4 23 

2015 1 21 7 29 

2016 1 22 2 25 

2017 1 22 4 27 

2018 0 21 0 21 

2019 0 18 6 24 

2020 0 5 5 10 

不明 0 1 0 1 

合計 55 450 120 625 

 

表１ 

年次別出生数と児の感染状況 
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図１ 同意取得状況 

 

図２ アンケート回答状況 
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図３ 妊娠転機 

図４ 女性年齢分布（2020 年 4 月１日現在） 
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図６ 現在のウイルス量（コピー） 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５ 出生児の年齢分布（2020 年 4 月１日現在） 



145 

 

図 7 現在の CD4 数（/μl） 

 

図 8 AZT 投与期間の変遷 
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平成 30〜令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV感染妊娠に関する診療ガイドラインの改訂と HIV母子感染予防対策マニュアルの

補填 

研究分担者：山田里佳 JA愛知厚生連 海南病院 産婦人科 外来部長 

研究協力者：谷口晴記 地方独立行政法人 三重県立総合医療センター産婦人科 

      塚原優己 国立研究開発法人国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター産科 

医長 

      井上孝実 医療法人 葵鐘会（きしょうかい）ローズベルクリニック 副理事 

      出口雅士 神戸大学大学院医学研究科外科系講座 産婦人科学分野 特任教授 

      中西豊  独立行政法人 国立病院機構 名古屋医療センター産婦人科 医長 

      定月みゆき国立研究開発法人 国立国際医療研究センター産婦人科 病棟医長 

      大里和広 市立四日市病院 部長 

      白野倫徳 地方独立行政法人大阪市民病院機構大阪市立総合医療センター 感染症内科 

医長 

      田中瑞恵 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 小児科 医師 

      鳥谷部邦明三重大学医学部 産婦人科学教室助教 

      千田時弘 桑名医療センター 産婦人科 医師 

      杉野祐子 国立国際医療研究センター エイズ治療研究開発センター 看護師 

      渡辺英恵  独立行政法人 国立病院機構 豊橋医療センター産婦人科 看護部 

            羽柴知恵子独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター外来 副看護師長 

 

研究要旨： 

2018 年 3 月に発刊された HIV 感染妊娠に関する診療ガイドライン初版の検証と改訂を行う。これは、

わが国の医療経済事情や医療機関の対応能力を考慮した、欧米とは異なる日本独自のガイドラインであ

る。今後も世界での HIV 診療の進歩に対応すべく、各国のガイドラインや文献を参照しながら、今後 3

年間で日本における医療体制、産科診療体制の変化に対応し改訂していく。 

 2014年 3月に発刊された HIV母子感染予防対策マニュアル第 7版の補填、改訂を行う。HIV診療の実

際は、産科内科医師だけではなく、助産師、看護師、薬剤師、コメディカルがチームで対応できる必要

がある。またガイドラインと項目の順序を合わせ、それぞれがすぐに対照できるように改訂する。 

 

 

A.研究目的 

日本における HIV 感染妊娠は、近年 40 例前後で

推移しており、減少傾向にはないと思われる。

2013 年に HIV 母子感染予防対策マニュアル第７

版を発行し、2018 年 3 月に HIV 感染妊娠に関す

る診療ガイドライン初版を発行した。今後、HIV

診療の進歩や日本における医療体制、産科診療体

制の変化に対応すべく、マニュアルおよびガイド

ラインの改訂は重要である。 

1 年目はマニュアルの改訂を行い、第 8 版を発刊
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し、当班 HP へアップデートする。2 年目はガイ

ドライン改訂にむけて資料を集め、まずは要約を

検討する。3 年目はガイドラインを改訂し第２版

を発刊し、HP へアップデートする。 

 

B.研究方法 

ガイドラインの改訂については、初版には記さ

れていない各項目の推奨度を、先進各国の HIV母

子感染予防対策ガイドラインを精査し日本の現

状に合わせて記載する。 

（倫理面への配慮） 

ヘルシンキ宣言に基づいた倫理原則を順守する。

この分担班では個人情報を扱わないが研究班全

体の一環として研究班代表者の施設での倫理委

員会での承認を得た。 

 

C.研究結果 

平成 30 年度は HIV 母子感染予防対策マニュアル

第 7版の改訂を行った。 

平成 31年 3月中に PDF完成版（研究班 HPへ UP）

3月末に第 8版を発刊した。 

令和元年度は、2019 年 6 月および 11 月に分担班

会議を開催し、ガイドライン改訂について推奨度

の検討および要約について検討した。 

マニュアルを改訂し第 8版について、日本産婦

人科学会総会にて発表を行った。 

令和２年度は、ガイドライン初版を改訂し第 2

版を作成し、当班 HP へパブリックコメントを求

めた。その結果にて修正等を行い、3 月末に HIV

妊娠に関する診療ガイドラインを発刊予定であ

る。また HPへのアップデートを行う。 

 

D.考察 

マニュアル改訂については、平成 30 年度末に発

刊したため、内容について学会発表等で意見をい

ただいた。主な意見はガイドラインとマニュアル

の違い、マニュアルは今後必要かどうかの検討で

ある。マニュアルのほうが、ガイドラインより現

場に沿った詳しい内容であるが、各施設によりや

り方が異なる場合もある。今後マニュアル改訂し

ても発刊せず、HPへの掲載だけにするか検討が必

要である。 

ガイドライン改訂については、資料収集、要約

の検討を経て、HPにてパブリックコメントを募集

し、コメント等を検討して編集した。 

要約に推奨度を記載し、わかりやすいように工

夫した。今後内容については、読者から意見をい

ただきまた最新の情報や論文等を考察して、第３

版への改訂の準備をしていく必要がある。 

 

E.結論 

平成 30年度は、HIV母子感染予防対策マニュアル

の改訂を行い、第 8版を発刊し、PDF版を当班 HP

へ掲載した。令和元年度は、ガイドラインの資料

収集、推奨度の検討、要約の検討を行った。令和

2 年度は HIV 感染妊娠に関する診療ガイドライン

の改訂を行い第 2版を発刊した。 

 

G.研究業績 

1.論文 

1）谷口晴記 山田里佳ら．HIV 感染妊娠に関す

る診療ガイドライン 初版（平成 29 年度厚生労

働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染妊娠に関する全国疫学調査と診療ガ

イドラインの策定ならびに診療体制の確立」班 

研究代表者：喜多 恒和 分担研究「HIV 感染妊娠

に関する診療ガイドラインの策定」班）、2018 年

3 月 31 日発刊 

2)谷口晴記、山田里佳、喜多恒和、塚原優己．産

婦人科感染症の診断・管理～その秘訣とピットフ

ォール．臨床婦人科産科、2018；72：88‐92 

3)谷口晴記、白野倫徳、山田里佳、塚原優己．HIV

母子感染予防のための薬物療法．周産期医学、

2018；48：101‐104 

4)山田里佳、谷口晴記、杉野祐子他．HIV 母子感

染予防対策マニュアル 第 8 版（平成 30 年度厚

生労働科学研究費補助金エイズ対策政策研究事

業「HIV 感染者の妊娠、出産、予後に関する疫学

的、コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開

発ならびに診療体制の整備と均てん化に関する
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研」班 分担研究「HIV 感染妊娠に関する診療ガ

イドラインの改訂と HIV 母子感染予防対策マニ

ュアルの補填」班）、2019 年 3 月 25 日発刊 

5)山田里佳、白野倫徳、谷口晴記、喜多恒和．特

集母子感染症の必修知識―エキスパートに学び予

防につなげる HIV 母体管理―分娩管理を含め

て.小児内科、2020；52：96-100 

6)白野倫徳、山田里佳、喜多恒和：産科編 Ⅱ.

妊娠関連疾患 HIV感染症．臨床産科婦人科 

2020増刊号 産婦人科処方のすべて2020 症例

に応じた実践マニュアル、pp288-290、医学書院、

東京、2020 

7)山田里佳、谷口晴記．HIV 感染症．臨床と微生

物、2021；48：71-76 

8)山田里佳、谷口晴記ら．HIV 感染妊娠に関する

診療ガイドライン 第 2 版（令和 2 年度厚生労働

科学研究費補助金エイズ対策政策研究事業 

「HIV 感染者の妊娠、出産、予後に関する疫学的、

コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研」

班 研究代表者：喜多 恒和 分担研究「HIV 感染

妊娠に関する診療ガイドラインと HIV 母子感染

予防対策マニュアルの改訂」班）、2021 年 3 月発

刊 

 

2．発表 

1)山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、千

田時弘、大里和広、定月みゆき、中西 豊、白野

倫徳、鳥谷部邦明、吉野直人、杉浦敦、田中瑞恵、

蓮尾泰之、喜多恒和：わが国独自の HIV 母子感

染予防対策ガイドラインの策定について．第 70

回日本産科婦人科学会学術講演会．仙台、2018.5 

2)山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、千

田時弘、大里和広、定月みゆき、中西 豊、白野

倫徳、出口雅士、鳥谷部邦明、杉野祐子、羽柴知

恵子、渡辺英恵、吉野直人、杉浦敦、田中瑞恵、

桃原祥人、喜多恒和：HIV 感染妊娠に関する診療

ガイドライン初版と HIV 母子感染予防対策マニ

ュアル第 7 版の比較．第 32 回日本エイズ学会学

術集会．大阪、2018.12 

3)白野倫徳、小西啓司、麻岡大裕、笠松 悠、市

田裕之、尾西江美子、豊島裕子、瀧浦その子、大

石真綾、後藤哲志：通院中断はどうすれば防げる

か？～当院における通院中断症例の解析～．第 32

回 日本エイズ学会学術集会．大阪、2018.12 

4)山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝美、千

田時弘、大里和広、定月みゆき、中西 豊、出口

雅士、鳥谷部邦明、杉浦 敦、桃原祥人、喜多恒

和：日本における HIV 感染妊娠に関する診療ガ

イドライン初版と HIV 母子感染予防対策マニュ

アル第 7 版の改訂について．第 71 回日本産科婦

人科学会学術総会．名古屋、2019.4 

5)山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、白

野倫徳、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦明、大里

和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴知恵子、渡邉英

恵、杉浦 敦、吉野直人、定月みゆき、田中瑞恵、

桃原祥人、喜多恒和：「HIV 母子感染マニュアル

第 8 版」改訂内容について．第 36 回婦人科感染

症学会．宮崎、2019.5 

6)鳥谷部邦明、山田里佳、谷口晴記、塚原優己、

井上孝実、白野倫徳、出口雅士、中西 豊、大里

和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴知恵子、渡邉英

恵、杉浦 敦、吉野直人、定月みゆき、田中瑞恵、

桃原祥人、喜多恒和：日本における HIV 感染妊

娠に関する診療ガイドライン初版と HIV 母子感

染予防対策マニュアル第 7 版の改訂について．第

55 回周産期・新生児学会．松本、2019.7 

7)白野倫徳、山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井

上孝実、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦明、大里

和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴知恵子、渡邉英

恵、杉浦 敦、吉野直人、定月みゆき：HIV母子

感染予防のcART「HIV 母子感染予防対策マニュ

アル（第8 版）」および「HIV 感染妊娠に関す

る診療ガイドライン（初版）」より．第33回日本

エイズ学会学術集会総会．熊本、2019.11 

8)山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、白

野倫徳、出口雅士、中西 豊、鳥谷部邦明、大里

和広、千田時弘、杉野祐子、羽柴知恵子、渡邉英

恵、杉浦 敦、吉野直人、定月みゆき、田中瑞恵、

桃原祥人、喜多恒和：「HIV 母子感染予防マニュ
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アルについて-挙児希望 HIV 感染者の感染予防の

紹介-」．第 32 回日本性感染症学会学術大会．京

都、2019.12 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得：無 

2.実用新案登録：無 

3.その他 
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平成 30～令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

総合分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV感染妊婦の分娩様式を中心とした診療体制の整備と均てん化  

 

研究分担者：定月みゆき 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 産科医長 

研究協力者：蓮尾泰之  独立行政法人 国立病院機構 九州医療センター 産婦人科部長 

      林 公一  独立行政法人 国立病院機構 関門医療センター 産婦人科部長 

      中西 豊  独立行政法人 国立病院機構 名古屋医療センター産婦人科部長 

      五味淵秀人 吉田産婦人科小児科医院 副院長 

      中西美紗緒 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター 産婦人科医師 

      杉野祐子  国立研究開発法人 国立国際医療研究センター ACC 看護師 

      中野真希  横浜市立市民病院 NICU/GCU 病棟師長（助産師） 

      山田道代  横浜市立市民病院 南３階病棟師長（助産師） 

      源 名保美 国立研究開発法人 国立国際医療研究センター病棟師長（助産師） 

 

研究要旨：2018 年 3月に発刊された HIV感染妊娠に関するわが国独自の診療ガイドラインならび

に 2019 年 3 月に改訂発刊された HIV 母子感染予防対策マニュアル第８版により、日本全国におい

て HIV 感染妊婦診療の均てん化が期待されるが、周産期医療の現場では HIV 感染妊婦の受入がスム

ースに行われていない現状を目の当たりにする。一方で海外ではウィルスコントロールが良好な症

例に対しては経腟分娩が行われるようになり、日本でも患者が経腟分娩を希望する可能性が考えら

れる。HIV 感染妊婦の受入そのものが困難であるエイズ診療拠点病院や周産期センターにおける問

題点を調査・解析することにより、今後 HIV 感染妊婦の受入先を増やし妊婦の生活圏での出産を可

能にすることを目的とする。一方で HIV感染妊婦が安全に経腟分娩できる診療施設基準を明確にし、

わが国での HIV感染妊婦の経腟分娩導入に向けて診療体制を整えることを課題としている。 

 

 

A.研究目的 

平成 30 年度は、わが国において HIV 感染妊

婦の分娩を行う可能性のある施設を対象に診

療体制の現状調査を行い、各地域における HIV

感染妊婦の分娩の可否を明らかにすることを

目的とした。分娩を行えない施設については

HIV 感染妊婦の受入を妨げている要因を解析し、

HIV 感染妊婦が安全に分娩できる診療体制を整

えるための問題点を検討した。 

平成 31年度・令和元年度は平成 30年度に行

った HIV感染妊婦に対する診療体制の現状調査

において、HIV 感染妊婦の受け入れ可能と回答

した 113 施設のうち、施設名を特定できた 109

施設に対して、二次アンケート調査を行い、経

腟分娩の可否ならびに経腟分娩を可能とする

基準を明確にし、適切で実行可能な診療体制の

提案を行うことを目的とした。 

 

B.研究方法 

平成 30 年度は日本国内の総合周産期母子医

療センター108 施設、地域周産期母子医療セン

ター298 施設または HIV 診療拠点病院 382 施設
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（重複あり）を対象に診療体制の現状ならびに

産科・小児科・感染症科の診療の可否について

アンケート調査を行い、集計・解析した。 

令和元年度には平成 30 年度の一次アンケー

ト調査において HIV感染妊婦の分娩を受け入れ

可能と回答した 113施設のうち施設名を特定で

きた 109施設に対して、①医師または看護職に

それぞれ経腟分娩の受け入れの可否ならびに

受け入れ条件、②HIV 感染妊婦の自施設への受

け入れ状況を研究班のホームページへ公開す

ることの可否についてアンケート調査を行い、

集計・解析した。 

（倫理面への配慮） 

本研究は「人を対象とする医学系研究に関す

る倫理指針」及びヘルシンキ宣言を遵守して実

施する。本研究は個人を対象とする調査ではな

く、医療機関に対するアンケート調査で収集さ

れたデータを扱うが、データは研究を担当する

スタッフのみがアクセス可能とし、内容が第三

者の目に触れないように、また、データが漏洩

しないように、作業方法、作業場所、データ保

管方法等を厳重に管理している。研究成果の公

表に際しては、調査対象となる医療機関のプラ

イバシーについては十分に配慮する。 

本研究は国立研究開発法人国立国際医療研

究センター倫理委員会で審査され、平成 30 年

11 月 9 日ならびに令和 1 年 11 月 8 日付けで承

認されている。研究課題名：HIV 感染妊婦の分

娩様式を中心とした診療体制の整備と均てん

化 、 承 認 番 号 ： NCGM-G-003093-00 、

NCGM-G-003093-01 （資料１、２）。 

 

C.研究結果 

平成３０年度 

全国の総合周産期母子医療センター108 施設、

地域周産期母子医療センター298 施設ならびに

HIV 診療拠点病院 382施設（重複あり）の計 558

施設にアンケート（資料３）を送付し、11施設

からは受取人該当者なく返送され、288 施設か

ら回答を得た（回収率 52.6%）。得られた回答か

ら産科診療を行っていない 17 施設を除外した

271施設について解析した。 

アンケート調査の集計結果を以下に示す。 

質問１ 2017 年の総分娩件数（概数でも可）を

お答えください。 

265施設が回答し、最小値 5件、最大値 3700

件で平均分娩件数は 607.8 件であった。 

質問 2 総合・地域周産期センター設定の有無

をお答えください。 

  度数 

パーセン

ト 

総合 74 27.3 

地域 163 60.1 

設定なし 34 12.5 

合計 271 100.0 

 

質問 3 エイズ拠点病院設定の有無についてお

答えください。 

  度数 

パーセン

ト 

拠点 176 64.9 

それ以外 95 35.1 

合計 271 100.0 

 

質問 4 NICU加算されてる病床の有無をお答え

ください。 

  度数 

パーセン

ト 

あり 209 77.1 

なし 62 22.9 

合計 271 100.0 

 

質問 5 貴院では現在 HIV 感染妊婦の分娩を受

け入れていますか。 

  度数 

パーセン

ト 

あり 113 41.7 

なし 158 58.3 

合計 271 100.0 
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質問 6（質問 5 で HIV 感染妊婦の分娩受け入れ

ありと答えた施設に対して） 

1）これまでの受け入れ経験についてお答えく

ださい。 

  度数 パーセント 

1 例以下 64 56.6 

2-4 例 30 26.5 

5 例以上 19 16.8 

合計 113 99.9 

２）受け入れる際の条件についてお答えくださ

い。 

  度数 パーセント 

全ての週数 75 66.4 

条件あり 34 30.0 

その他 3 2.7 

未記入 1 0.9 

合計 113 100.0 

  

質問 7-1 現在 HIV 感染妊婦を受け入れていな

いとお答え頂いた方は以下の質問にお答えく

ださい。 

  度数 パーセント 

過去に受け入れあり 6 3.8 

今後受け入れを検討 18 11.4 

積極的には受け入れない 133 84.1 

未記入 1 0.6 

合計 158 99.9 

 

質問 7-2 現在受け入れていない理由について

お答えください(複数回答可) 

度数 パーセント

51 32.3

39 24.7

25 15,8

29 18.4

65 41.1

27 17.1

94 59.5

24 15.2

産科医のマンパワー不足

助産師、看護スタッフのマンパワー不足

小児科医の協力が得られない

感染症科の協力が得られない

HIV感染妊婦の管理に対する知識・経験不足

針刺し事故に対する薬剤耐性など病院の体制が整っていない

近隣に受け入れ可能な病院がある

その他
 

質問８ 先進加来国の HIV感染妊婦の分娩時対

応については別表にお示しするような基準の

もと経腟分娩が行われていますが、貴施設での

経腟分娩は可能ですか（HIV 感染妊婦の分娩受

け入れ可能と答えた 113施設に対して）。 

  度数 パーセント 

可能 33 29.2 

不可能 33 29.2 

わからない 47 41.6 

合計 113 100.0 

 

 

質問 9 HIV 感染妊婦の経腟分娩が困難な理由

をお聞かせください（質問 8 で不可能、分から

ないと答えた 80施設に対して。複数回答可能）。 

度数 パーセント

9 11.3

9 11.3

20 25

35 38.8

37 46.3その他

産科の協力が得られない

小児科の協力が得られない

助産師、看護スタッフの協力が得られない

病院の体制としての問題

 

  

その他の記載内容まとめ 件数 

産婦人科診療ガイドラインや HIV 母子感染

予防マニュアルに従うため 

12 

経験がないため 12 

関連の診療科などの連携が必要であり体制

作りの検討がひつようなため  

8 

経腟分娩による母子感染のリスクと安全性

の科学的根拠が示されていないため 

4 
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質問 10 HIV感染妊婦の経腟分娩に対する臨床

研究に参加していただけますか（質問８で経腟

分娩可能と答えた 33施設に対して）。 

度数 パーセント

6 18.18

23 69.7

2 6.06

2 6.06

33 100

分からない

合計

積極的に参加する

参加したいが参加条件などを検討して決定したい

参加しない

 

質問11 本調査による貴院のHIV受け入れ体制

について、研究班のホームページに掲載するこ

とを同意していただけますか。 

  度数 パーセント 

同意する 193 70.7 

同意しない 76 27.8 

回答なし 4 1.5 

合計 273 100.0 

 

 

令和元年度 

一次アンケートの結果は 2019 年 7 月の第 55

回日本周産期・新生児医学会学術集会において

ポスター発表した（資料４）。 

平成 30 年度の一次アンケート調査において

HIV 感染妊婦の分娩を受け入れ可能と回答した

113 施設のうち施設名を特定できた 109 施設に

対して、令和 1 年 12 月に、医師または看護職

にそれぞれ経腟分娩の受け入れの可否とその

問題点ならびに診療体制の公表について問う

二次アンケート（資料５）を送付し、医師 79

施設(72.5%)、看護職 38 施設(34.9%)から回答

を得た。医師と看護職双方から返信があったの

は 27 施設であった。看護職からの返信で 1 施

設は分娩を休止していた。 

 

HIV 感染妊婦の経腟分娩に関して 

①HIV 感染妊婦の経腟分娩を行う場合はどの

ような条件で受け入れ可能かという問いに対

する回答を図１に示す。産科適応に従った自然

経腟分娩を行うと答えた施設は、医師 5 施設、

看護職 3施設、計画分娩での経腟を行うと答え

た施設は医師 10施設、看護職 2施設であった。

これに対し、陣痛発来や破水等のやむを得ない

場合での受け入れと回答した施設は医師 9施設、

看護職 4 施設であった。医師 46 施設、看護職

25 施設では経腟分娩は受け入れないと回答し

ている。 

 
表１に自然経腟分娩または計画経腟分娩を

うけいれると回答した施設を医師、看護職別に

示した。医師、看護師が共通して自然経腟分娩

を受け入れると回答した施設は１施設だけで

あった。 

表 1 自然経腟分娩または計画経腟分娩をうけいれると

回答した施設 

 

 

②計画分娩での経腟分娩を行うと答えた施

設に、どのような基準で行うかという問い対す

る回答（複数回答可）を図２に示す。個室の分

娩室が確保されている、平日・日勤対で分娩が

完遂する計画分娩をあげた施設が医師、看護職

ともに大勢を占めた。一方で非 HIV 感染者と同

じ条件とすると回答した医師も 3施設みられた。 
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③計画分娩での経腟分娩を行うと回答した

施設に、自然経腟分娩での対応が難しい理由を

問い合わせた結果を図３に示す。夜間休日のマ

ンパワー不足をあげる施設が 10 施設中 8 施設

にみられた。 

 

 

④経腟分娩は受け入れない、または陣痛はつ

らいなどのやむを得ない場合のみと回答した

施設に対して、経腟分娩を受け入れない理由に

ついて問い合わせた結果を図４に示す。帝王切

開の方が母子感染のリスクが低いと考える、経

腟分娩は予定が立たないため各科との連携が

難しいと回答した施設が医師、看護職ともに多

数を占めた。 

 

 

 

   その他（医師）の内訳 

     ガイドラインに従っているため  ４件 

     小児科の対応困難        ２件 

     分娩室の構造上対応困難     １件 

 

⑤経腟分娩を積極的に受け入れないと答え

た施設に対して、今後受け入れ体制を整備する

計画があるかという問いに対する回答を図 5に

示した。今後受け入れる方向で考えている施設

は医師 54施設中 4施設、看護職 29施設中 0施

設であった。 

 

 

令和 2年度  

回答内容を集計・解析した結果を令和 2年 11

月 27 日から 12 月 25 日の間に Web 開催された

第 34 回日本エイズ学会学術集会・総会におい

てポスター発表した（資料６）。 

 



 

299 

 

HIV 感染妊婦の診療体制について 

また、HIV感染妊婦の診療体制について「HIV

感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コ

ホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する

研究(hivboshi.org)」ホームページ研究班への

掲載可否に関して回答が得られた医師 79施設、

看護職 38 施設のうち、どちらか一方でもホー

ムページへの掲載を許可すると答えた施設は

90 施設みられた。掲載を希望する内容は、HIV

感染妊婦の受け入れの可否のみならず、受け入

れ条件など多岐にわたっていた。二次アンケー

トにおいて受け入れ可能と回答し、ホームペー

ジへの掲載に同意が得られた 60施設の施設名、

連絡先等の一覧を掲載した（資料７）。 

 

D.考察 

一次調査では 113 施設（41.7%）が HIV 感染

妊婦の分娩を受け入れていると回答し、受け入

れ施設の中で 107 施設（94.7%）が総合・地域

周産期母子医療センターであった。また、エイ

ズ拠点病院 176施設のうち 108施設（61.4％）

が分娩を受け入れていたが、そのうち 102施設

（94.4%）は総合・地域周産期母子医療センタ

ーであった。HIV 感染妊婦の分娩が集約化され

ていることがうかがわれる。HIV 感染妊婦の分

娩を受け入れていない施設においてその理由

として最も多かったのは、近隣に受け入れ可能

な病院があることであった。次に HIV に対する

知識・経験不足があげられた。HIV 感染妊婦の

管理についての啓蒙活動はまだ十分とは言え

ないと考えられる。また、51 施設（32.3%）が

産科医のマンパワー不足を上げており、昨今の

産科医師不足も要因の一つになっている。一方

で HIV 感染妊婦の分娩受け入れ施設のうち、33

施設（29.2%）が経腟分娩可能と回答している

が、その中で経腟分娩に関する臨床研究に積極

的に参加すると答えた施設は 6 施設にすぎず、

その中に HIV感染妊婦の分娩数が多い施設は含

まれていなかった。HIV 感染妊婦の分娩を受け

入れている施設において自施設での経腟分娩

が不可能またはわからないと答えた 80 施設

（70.8%）では、その理由として病院での体制

としての問題（38.8%）、助産師、看護スタッフ

の協力が得られない（25%）と回答していた。

また、その他（46.3%）としてのコメントでは、

日本のガイドラインでは帝王切開が推奨され

ているため経腟分娩は現時点では行わない、経

験が少なく検討がされていない、と答えた施設

が多かったため、今後さらなる検討が必要と考

える。     

一次アンケート調査において HIV感染妊婦の

分娩を受け入れ可能と回答した 113施設のうち

施設名を特定できた 109施設に対して経腟分娩

の受け入れの可否とその問題点ならびに診療

体制の公表について医師または看護職にそれ

ぞれ問う二次アンケート調査において、医師側

の回答率は 72.5%であったが、看護職側の回答

率が 34.9%と低かった。医師側、看護職側の双

方から回答が得られた施設は 27 施設しかなか

ったため、今回の目的の一つであった医師と看

護職との経腟分娩に対する受容の差について

は、検討が難しい状況である。また、分娩様式

の決定は医師が行うため、看護職には答えにく

いアンケート内容であったことが推察される。

経腟分娩を行う場合は助産師等の看護職の関

与がより大きな比重を占めることになるため、

看護職の分娩立ち会いにおける問題点の検討

は今後の課題である。 

二次調査において、医師・看護職ともに自然

経腟分娩を受け入れると回答した施設は１施

設に過ぎなかった。医師側のみ受け入れる施設

が 3施設、看護職側のみ受け入れると回答した

施設が 2施設であり、同じ施設内でも医師と看

護職の考え方に乖離がある可能性が示唆され

た。今後実際の受け入れに向けては各施設内で

の調整が必要と考えられた。 

計画分娩での経腟分娩受け入れを可能と回

答した施設は医師、看護職併せて 13 施設ある

が、自然経腟分娩での対応が難しい理由として
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夜間休日のマンパワー不足や緊急帝王切開へ

の対応が困難と回答した施設が多く、いずれも

夜勤帯の手薄な状態での分娩を避けたいとい

う状況が伺えた。日本における産科医療の大き

な問題点と考えられる。また、針刺し事故対応

困難を理由にあげる施設もみられるため、未だ

針刺し事故等に対する感染対策が不十分な可

能性がある。 

経腟分娩は受け入れない、または陣痛発来な

どのやむを得ない場合のみ経腟分娩を受け入

れると回答した施設は医師、看護職併せて 87

施設みられ、その中で今後経腟分娩受け入れ体

制を整備する予定と答えたのは医師のみで 4施

設であった。一方で今後も経腟分娩不可と回答

した施設は医師、看護職併せて 42施設みられ、

現状での一律な経腟分娩の導入は困難である

ことが窺われた。 

経腟分娩不可能と回答した施設において、そ

の理由としては帝王切開の方が母子感染リス

クを低下させるという回答が最も多かった。近

年の報告では血中 HIVウィルス量が感度以下に

コントロールされている症例では帝王切開群

と経腟分娩群との間で母子感染率に有意差は

ないが、日本産科婦人科学会の産婦人科診療ガ

イドライン産科編 2017の CQ610において、「選

択的帝王切開術により母子感染が減少するの

で、現時点では選択的帝王切開術が勧められ

る」と記載されているため、経腟分娩導入は考

慮しないという記載もみられた。本研究班で

2018年 3月に発行した HIV感染妊娠に関する診

療ガイドライン（初版）ならびに 2019 年３月

に発行した HIV 母子感染予防対策マニュアル

（第 8版）においては施設と症例の基準を満た

していれば各施設の状況により分娩様式を選

択できるとしている。今後は日本産婦人科学会

の診療ガイドラインにも経腟分娩に対する記

載の変更を働きかける必要がある。 

次に他科との連携が困難であると言う理由

を挙げた施設が医師、助産師ともに多く、小児

科ならびに感染症科との連携強化が求められ

る。 

医師側では産科医のマンパワー不足をあげ

る施設が 25 施設あり、我が国における産科医

不足が経腟分娩の導入にも影響していること

が窺われた。また、医療スタッフの HIV出産管

理への対応が周知されていないことを理由と

した施設も 3割程度みられ、今後はこれらの施

設を対象にした研修等を行うことにより知識

の向上が望まれる。 

 

E.結論 

今回の調査からは、医師または看護職のいず

れかが HIV感染妊婦の自然または計画経腟分娩

に対応可能な施設が 21 施設あることがわかっ

たが、そのうち過去 4年間に HIV感染妊婦の分

娩実績がある施設は 7施設にすぎない。 

また、研究班のホームページ上で各地域での

HIV 感染妊婦の受入を確認することができ、妊

婦が自分の生活圏で安全に分娩する場所を選

択できると考える。経腟分娩の導入に当たって

は妊婦の生活圏内での分娩は必須になると思

われる。 

今後、安全に HIV感染妊婦の経腟分娩を安全

に導入するためには、ガイドラインやマニュア

ルによる管理体制の周知と妊婦が生活圏内で

分娩する体制を整えることが重要と考える。 

 

G.研究業績 

論文 

1. 中西美紗緖、矢野哲：エキスパートに聞く 

合併症妊娠のすべて-妊娠前からのトータ

ルケア HIV、HTLV-1 感染．産科と婦人科 

85：557-561、2018 

2. 中西美紗緖、矢野哲：感染症に強くなる 

HIV 感染症．産科と婦人科 85：945-949、

2018 

3. 中西美紗緖、大石 元：妊娠と感染症 HIV．

周産期医学 50：1505-1507、2020 

4. 定月みゆき：新 経腟分娩を成功させる 29

の提言 内科合併症の経腟分娩 HIV 陽性
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妊婦．周産期医学 51：129-131、2021 

5. 杉野 祐子、定月みゆき、谷口 紅、鈴木ひ

とみ、池田 和子、大金 美和、中西美紗緒、

菊池 嘉、岡 慎一：国立国際医療研究セン

ター(NCGM)における HIV 感染妊婦の妊娠方

法に関する検討．日本性感染症学会誌 

31：2021 in press 

 

刊行物 

1. 山田里佳、井上孝実、大里和広、定月みゆ

き、白野倫徳、杉野祐子、千田時弘、田中

瑞恵、谷口晴記、塚原優己、出口雅士、鳥

谷部邦明、中西 豊、羽柴知恵子、渡辺英

恵、杉浦敦、廣瀬紀子、前田尚子、桃原祥

人、吉野直人、喜多恒和：HIV母子感染予防

対策マニュアル 第 8版．平成 30年度厚生

労働省科学研究費補助金エイズ対策政策研

究事業「HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関

する疫学的・コホート的調査研究と情報の

普及啓発法の開発ならびに診療体制の整備

と均てん化に関する研究」班編 2019 年 

2. 

2. 林 公一：関門医療センター院内広報誌：

「海峡」―世界エイズデー2020：コロナに   

負けるな 

3. 山田里佳、井上孝実、大里和広、定月みゆ

き、白野倫徳、杉野祐子、千田時弘、田中

瑞恵、谷口晴記、塚原優己、出口雅士、鳥

谷部邦明、中西 豊、羽柴知恵子、渡辺英

恵、杉浦敦、廣瀬紀子、前田尚子、桃原祥

人、吉野直人、喜多恒和：HIV感染妊娠に関

する診療ガイドライン 第 2 版．令和 2 年

度厚生労働省科学研究費補助金エイズ対策

政策研究事業「HIV 感染者の妊娠・出産・予

後に関する疫学的・コホート的調査研究と

情報の普及啓発法の開発ならびに診療体制

の整備と均てん化に関する研究」班編 

2021年 3. in press 

 

学会発表 

１. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上孝実、

千田時弘、大里和広、定月みゆき、中西 豊、

白野倫徳、鳥谷部邦明、吉野直人、杉浦敦、

田中瑞恵、蓮尾泰之、喜多恒和：わが国独

自の HIV 母子感染予防対策ガイドラインの

策定について.第 70 回日本産科婦人科学会

学術講演会．仙台、2018 年 5月 

２. 林 彩世、上野山麻美、緒方佑莉、赤羽宏

基、粟野 啓、大西賢人、中西美紗緖、髙

本真弥、大石 元、定月みゆき、山澤功二、

矢野 哲：HIV陽性患者における CIN 発症頻

度の検討．第 70回日本産科婦人科学会学術

講演会．仙台、2018 年 5 月 

３. 林 公一、明城光三、五味淵秀人、宋邦夫、中

山香央、蓮尾泰之、喜多恒和：本邦の HIV 感

染妊婦における経膣的分娩の受け入れ対応に

ついて．第 70回日本産科婦人科学会学術講演

会．宮城、2018年 5月 

４. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋尚子、

杉浦敦、田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、

桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦

スクリーニング検査実施率の変遷と背景．

第 35 回日本産婦人科感染症学会学術集会．

岐阜、2018 年 5月 

５. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋尚子、

杉浦敦、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

田中瑞恵、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲

之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：未受

診妊婦への HIV スクリーニングの現状―妊

婦 HIV スクリーニング検査に案する全国調

査．第 35回日本産婦人科感染症学会学術集

会．岐阜、2018年 5月 

６. 竹田善紀、杉浦 敦、市田宏司、中西美紗

緖、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、榎本美喜子、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：近年における HIV

感染判明後妊娠の現状．第 35回日本産婦人
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科感染症学会学術集会．岐阜、2018年 5月 

７. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西美紗

緖、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、桃原

祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、石

橋理子、藤田 綾、榎本美喜子、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：HIV感染初産婦に

おける分娩様式に関する検討．第 35回日本

産婦人科感染症学会学術集会．岐阜、2018

年 5 月 

８. 林 公一、明城光三、五味淵秀人、宋邦夫、中

山香央、蓮尾泰之、喜多恒和：本邦における

HIV 感染妊婦における経膣的分娩について．

平成 30 年度山口地方部会．山口、2018 年 6

月 

９. 林 公一：「急増する梅毒」－梅毒の再流行と

性感染症の蔓延－．下関商工会議所・サービ

ス部会「月例講話」．山口、2018年 7月 

１０. 林 公一：高校生に知ってもらいたい性

の話．下関商業高等学校（定時制）平成 30年

度「性教育講座」．山口、2018年 7月 

１１. 林 公一、明城光三、五味淵秀人、宋 邦

夫、中山香央、蓮尾泰之、喜多恒和：本邦の

HIV 感染妊婦における経膣的分娩の受け入れ

について（HIV 感染妊婦に関する診療ガイド

ラインの刊行に当たって）．第 71 回中国・四

国産科婦人科学術総会．愛媛、2019年 9月 

１２. 林 公一、明城光三、五味淵秀人、宋 邦

夫、中山香央、蓮尾泰之、喜多恒和：思春期

の性 知らないと損する、困ったときの ABC．

山口県立下関南高等学校：平成 30年度「性教

育講座」．山口、2018年 10月 

１３. 林 公一：高思春期の性 知らないと損

する、困ったときの ABC．下関短期大学付属

高等学校平成 30 年度「性教育講座」．山口、

2018年 11月 

１４. 林 公一、明城光三、五味淵秀人、宋 邦

夫、中山香央、蓮尾泰之、喜多恒和：HIV 感

染妊婦に関する診療ガイドラインの刊行に当

たり、HIV 感染妊婦における経膣的分娩の受

け入れ可能施設の現状について. 第 72 回 

国立病院総合医学会．兵庫、2018年 11月 

１５. 林 公一：高思春期の性 知らないと損

する、困ったときの ABC．山口県立下関長府

高等学校平成 30 年度「性教育講座」。山口、

2018年 11月 

１６. Hayashi K, et al：（Poster）A policy of 

Vaginal Delivery about Mode of Delivery among 

HIV-positive Pregnant Women in Japan. The 26th 

world congress on controversies in Obstetrics and 

Gynecology & infertility (COGI 2018). London, 

2018.11 

１７. 林 公一：思春期の性 知らないと損す

る、困ったときの ABC．早鞆高等学校 :  平

成 30 年度「性教育講座」．山口、2018 年 12

月 

１８. 杉浦 敦、竹田善紀、市田宏司、中西

美紗緖、箕浦茂樹、松田秀雄、高野政志、

桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、

石橋理子、藤田 綾、吉野直人、山田里佳、

定月みゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒

和：妊娠中分娩後に HIV感染が判明した 194

例の臨床的疫学的解析．第 32回日本エイズ

学会学術集会．大阪、2018 年 12月 

１９. 桃原祥人、杉浦 敦、竹田善紀、市田

宏司、中西美紗緖、箕浦茂樹、松田秀雄、

高野政志、小林裕幸、佐久本薫、太田 寛、

石橋理子、藤田 綾、吉野直人、山田里佳、

定月みゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒

和：妊娠初期 HIV スクリーニング検査陰性

例から生じた母子感染に関する検討．第 32

回日本エイズ学会学術集会．大阪、2018 年

12月 

２０. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、高橋

尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、谷口晴記、山

田里佳、桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、

稲葉憲之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：

過去 19年間の妊婦 HIVスクリーニング検査

実施率の比較と母子感染対策への取り組み．

第 32回日本エイズ学会学術集会．大阪、2018



 

303 

 

年 12月 

２１. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、高橋

尚子、杉浦 敦、谷口晴記、山田里佳、桃

原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲葉憲之、

和田裕一、塚原優己、喜多恒和：妊婦 HIV

スクリーニングにおける未受診妊婦の問題

--妊婦 HIV スクリーニング検査率に関する

全国調査．第 32回日本エイズ学会学術集会．

大阪、2018 年 12月 

２２. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、井上

孝実、千田時弘、大里和広、定月みゆき、

中西 豊、白野倫徳、出口雅士、鳥谷部邦

明、杉野祐子、羽柴知恵子、渡辺英恵、吉

野直人、杉浦敦、田中瑞恵、桃原祥人、喜

多恒和：HIV 感染妊娠に関する診療ガイドラ

イン初版と HIV 母子感染予防対策マニュア

ル第 7版の比較．第 32回日本エイズ学会学

術集会．大阪、2018 年 12月 

２３. 杉野祐子、 木下真里、 小山美樹、 谷

口 紅、 池田和子、 大金美和、 中西美紗

緒、 潟永博之、 菊池 嘉、 定月みゆき、 岡 

慎一：国立国際医療研究センター(NCGM)に

おける HIV 感染妊婦の転機と出産場所に関

する検討．第 34回日本エイズ学会学術集会．

大阪、2018 年 12月 

２４. 金 蒼美、中西 美紗緒、安藤 有里子、

郷田 朋子、大西 賢人、上野山 麻水、高本 

真弥、山澤 功二、大石 元、定月 みゆき：

当院における HIV 感染妊婦の臨床的背景と

周産期予後の後方視的検討．第 71回日本産

科婦人科学会学術講演会．名古屋、2019 年

4月 

２５. 山田里佳、喜多恒和、谷口晴記、塚原

優己、 井上孝実、 千田時弘、大里和広、 中

西 豊、定月みゆき、 鳥谷部邦明、 杉浦 敦、 

桃原祥人、出口雅士：日本における HIV 感

染妊娠に関する診療ガイドライン初版と

HIV 母子感染予防対策マニュアル第 7 版の

改訂について．第 71回日本産科婦人科学会

学術講演会．名古屋、2019 年 4月  

２６. 大里和広、杉浦 敦、谷口晴記、山田里

佳、桃原祥人、定月みゆき、戸谷良造、稲

葉憲之、和田裕一、塚原優己、喜多恒和：
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術講演会．名古屋、2019 年 4月 

２７. 山田里佳、谷口晴記、塚原優己、 井上

孝実、 白野倫徳、 出口雅士、 中西 豊、 鳥

谷部邦明、 大里和広、 千田時弘、 杉野祐

子、 羽柴知恵子、 渡邊英恵、 杉浦 敦、 吉

野直人、 定月みゆき、 田中瑞恵、 桃原祥

人、 喜多恒和：「HIV母子感染マニュアル第

8 版」改訂内容について．第 36 回日本産婦

人科感染症学会学術集会．宮崎、2019 年 5

月 

２８. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、小山

理恵、高橋尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、山田

里佳、谷口晴記、桃原祥人、定月みゆき、

塚原優己、喜多恒和：妊婦 HIV スクリーニ

ング検査率に関する全国調査における未受

診妊婦の HIV スクリーニングの状況．第 36

回日本産婦人科感染症学会学術集会．宮崎、

2019 年 5月 

２９. 杉浦 敦、山中彰一郞、竹田善紀、市

田宏司、中西美紗緖、箕浦茂樹、松田秀雄、

高野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田 綾、高橋尚子、

榎本美喜子、吉野直人、山田里佳、定月み

ゆき、田中瑞恵、外川正生、喜多恒和：HIV

母子感染の国内分娩例に関する検討．第 36

回日本産婦人科感染症学会学術集会．宮崎、

2019 年 5月 

３０. 定月みゆき、中西美紗緒、蓮尾康之、

林 公一、喜多恒和：HIV 感染妊娠の経腟分

娩導入に関してわが国が抱える診療体制の

課題．第 55回日本周産期・新生児医学会学

術集会．松本、2019 年 7 月 

３１. 鳥谷部邦明、谷口晴記、吉野直人、杉

浦敦、定月みゆき、桃原祥人、出口雅士、
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大里和広、喜多恒和：日本における HIV 感

染妊娠に関する診療ガイドライン初版と

HIV 母子感染対策マニュアル第 7 版の改訂．

第 55回日本周産期・新生児医学会学術集会．

松本、2019 年 7月 

３２. 杉野祐子、定月みゆき、 谷口 紅、 鈴

木ひとみ、 池田和子、 大金美和、 中西 美

紗緒、 菊池 嘉、 岡 慎一：国立国際医療

研究センター(NCGM)における HIV 感染妊婦

の妊娠方法に関する検討．日本性感染症学

会第 32回学術大会．京都、2019年 11月 

３３. 山田里佳、 谷口晴記、 塚原優己、 井

上孝実、 白野倫徳、 出口雅士、 中西 豊、 

鳥谷部邦明、 大里和広、 千田時弘、 杉野

祐子、 羽柴知恵子、 渡邊英恵、 定月みゆ

き、 田中瑞恵、 喜多恒和：HIV感染予防の

最近の話題-PrEP、U=U などの話題とともに- 

HIV 母子感染予防マニュアルについて 挙

児希望 HIV 感染者の感染予防の紹介．日本

性感染症学会第 32回学術大会．京都、2019

年 11月 

３４. 杉浦 敦、市田宏司、山中彰一郞、竹

田善紀、中西美紗緖、箕浦茂樹、松田秀雄、

高野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、石橋理子、藤田 綾、高橋尚子、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、大津 洋、

田中瑞恵、外川正生、喜多恒和：HIV 感染予

防の最近の話題-PrEP、U=U などの話題とと

もに- 最近の HIV 母子感染の動向．日本性

感染症学会第 32 回学術大会．京都、2019

年 11月 

３５. 杉浦 敦、山中彰一郞、竹田善紀、市

田宏司、中西美紗緖、箕浦茂樹、松田秀雄、

高野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、藤田 綾、高橋尚子、大津 洋、

吉野直人、山田里佳、定月みゆき、田中瑞

恵、外川正生、喜多恒和：本邦における HIV

感染妊娠の将来予測．第 33回日本エイズ学

会学術集会．熊本、2019 年 11月 

３６. 竹田善紀、杉浦 敦、山中彰一郞、市

田宏司、中西美紗緖、箕浦茂樹、松田秀雄、

高野政志、桃原祥人、小林裕幸、佐久本薫、

太田 寛、藤田 綾、高橋尚子、吉野直人、

山田里佳、定月みゆき、田中瑞恵、外川正

生、喜多恒和：HIV 感染の判明時期が妊娠後

期・分娩後であった症例に関する検討．第

33 回日本エイズ学会学術集会．熊本、2019

年 11 月 

３７. 白野倫徳、山田里佳、谷口晴記、塚原

優己、井上孝実、出口雅士、中西 豊、鳥

谷部邦明、大里和広、千田時弘、杉野祐子、

羽柴知恵子、渡邊英恵、杉浦 敦、吉野直

人、定月みゆき、田中瑞恵、桃原祥人、喜

多恒和：HIV 母子感染予防の cART～「HIV

母子感染予防マニュアル（第 8版）」および

「HIV 感染妊娠に関する診療ガイドライン

（初版）」より～．第 33 回日本エイズ学会

学術集会．熊本、2019年 11月 

３８. 大里和広、吉野直人、伊藤由子、小山

理恵、高橋尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、山田

里佳、谷口晴記、桃原祥人、定月みゆき、

塚原優己、喜多恒和：未受診妊婦の HIV ス

クリーニングの現状--妊婦 HIV スクリーニ

ング検査率に関する全国調査より．第 33回

日本エイズ学会学術集会．熊本、2019年 11

月 

３９. 吉野直人、伊藤由子、大里和広、小山

理恵、高橋尚子、杉浦 敦、田中瑞恵、谷口

晴記、山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、

外川正生、喜多恒和：妊婦 HIV スクリーニ

ング検査陽性症例の診療対応 －産婦人科

全国調査－．第 33 回日本エイズ学会学術集

会．熊本、2019年 11月 

４０. 吉野直人、田中瑞恵、伊藤由子、大里

和広、小山理恵、高橋尚子、杉浦 敦、谷口

晴記、山田里佳、桃原祥人、定月みゆき、

外川正生、喜多恒和：HIV 感染児の診療対応

－小児科全国調査－．第 33 回日本エイズ学

会学術集会．熊本、2019 年 11 月 

４１. 定月みゆき、杉野祐子、蓮尾康之、林 
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公一、五味淵秀人、中西 豊、中西美紗緒、

源名保美、中野真希、山田里佳、吉野直人、

杉浦 敦、田中瑞恵、大津 洋、喜多恒和：

HIV 感染妊婦への診療体制の現状と経腟分

娩導入への課題．第 34回日本エイズ学会学

術集会・総会．Web 開催、2020.11-12月 

４２. 岩動ちず子、吉野直人、伊藤由子、大

里和広、小山理恵、高橋尚子、杉浦 敦、

田中瑞恵、谷口晴記、桃原祥人、定月みゆ

き、喜多恒和：HIVおよび妊婦感染症検査実

施率の全国調査．第 34回日本エイズ学会学

術集会・総会．Web 開催、2020.11-12月 

４３. 伊藤由子、吉野直人、杉浦 敦、岩動

ちず子、大里和広、小山理恵、高橋尚子、

田中瑞恵、谷口晴記、山田里佳、桃原祥人、

定月みゆき、喜多恒和：HIV スクリーニング

検査実施率と妊娠中後期での再検査の検討．

第 34回日本エイズ学会学術集会・総会．Web

開催、2020.11-12月 

 

H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得 なし 

2.実用新案登録 なし 

3.その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

306 

 

資料 1 

 



 

307 

 

 



 

308 

 

資料 2 

 



 

309 

 

 



 

310 

 

 



 

311 

 

資料 3 

 



 

312 

 

 



 

313 

 

資料 4 

 



 

314 

 

資料 5 

 



 

315 

 

 



 

316 

 

資料 6 

 



 

317 

 

 



 

318 

 

 



 

319 

 

資料 7 

 



 

320 

 

 



 

321 

 

 



 

322 

 

 



323 

 

平成 30～令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV をはじめとする性感染症と妊娠に関する情報の普及啓発法の開発 

 

研究分担者：喜多恒和  奈良県総合医療センター周産期母子医療センター長兼産婦人科統括部長 

研究協力者：桃原祥人  JA とりで総合医療センター産婦人科 部長 

塚原優己  国立研究開発法人国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター 

産科・診療部長 

渡邉英恵  独立行政法人国立病院機構豊橋医療センター看護部・看護師長 

羽柴知恵子 独立行政法人国立病院機構名古屋医療センター看護部  

エイズ治療開発センター HIV コーディネーターナース 

廣瀬紀子  地方独立行政法人山梨県立北病院 医療安全管理室 看護師長 

津國瑞紀  独立行政法人国立病院機構仙台医療センター母子医療センター・助産師 

佐野貴子  神奈川県衛生研究所 微生物部・主任研究員 

鈴木ひとみ 国立研究開発法人国立国際医療研究センターエイズ治療・研究開発セン 

  ター・コーディネーターナース 

長與由紀子 独立行政法人国立病院機構九州医療センターAIDS/HIV 総合治療セン 

  ター・HIV 専任看護師 

谷村憲司  神戸大学大学院医学研究科外科系講座 産婦人科学分野 准教授 

森實真由美 美ら海ハシイ産婦人科 院長 

木内 英  東京医科大学臨床検査医学分野・主任教授 

浅野 真  東京都立大塚病院産婦人科医員 

 

研究要旨： 

一般市民向けの講演会やホームページ、SNS などを用いて性感染症に関する情報を発信すること、

さらに若者向けのリーフレットや日本産婦人科感染症学会の監修を受けて性感染症に関する小冊

子を作成することなどにより、一般市民の HIV/AIDS への偏見を解消し、各種性感染症に関する情

報の普及啓発に寄与することが目的である。平成 30 年度と令和元年度は各地のエイズ文化フォー

ラムや学園祭などで複数回の公開講座や出展を行うことができたが、参加者数が十分とは言えず情

報の周知拡散効果は不十分と判断された。令和 2 年度は新型コロナウイルス感染症の拡大により公

開講座などの現地開催は全くできなかった。しかしながら、Twitter は定期的に更新され、HIV に

関する新情報を発信し、令和 3 年 3 月現在の投稿コンテンツは 47 件でフォロワーは 272 人と徐々

にではあるが増加中である。さらに A3 折込型リーフレット「クイズでわかる性と感染症の新ジョ

ーシキ―あなたはどこまで理解しているか！？」を令和 2 年 3 月に発刊し、別の分担班による令和

2 年度妊婦アンケート調査において定点施設および奈良市内有床診療所で配布した。リーフレット

配布による妊婦への教育啓発効果を検証し、知識レベルの向上を期待した。さらに A6 サイズ 34

ページの小冊子「HIV や梅毒をはじめとする性感染症のすべてが簡単にわかる本」を令和 3 年 3
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月に発刊した。この小冊子はリーフレットと共に若者への教育啓発資料とし、今後これらの効果的

な周知拡散方法を考案することが課題となる。 

 

A.研究目的 

HIV 等の性感染症と妊娠に関する若者の知識

レベルは低く、学校教育以外の方法でもこれを

向上させる必要がある。HIV をはじめとする性

感染症と妊娠に関する情報の普及啓発法の開

発により国民に根強く残る HIV/AIDS への偏

見を解消し、HIV 母子感染のみならず、性感染

症全般とその妊娠への影響に対する国民の理

解向上および予防啓発に寄与する。 

 

B.研究方法 

1．全国各地で開催されているエイズ文化フォ

ーラムや学園祭への参加、あるいは市民公開講

座等を企画して、HIV 感染に関する情報と研究

成果を周知することにより、国民の HIV 感染

妊娠に関する認識と知識の向上を図る。 

2．妊婦の HIV スクリーニング検査や妊婦健診

の重要性および各種性感染症に関する情報の

普及啓発を目的に、リーフレットや小冊子を刊

行し、妊婦アンケート調査での配布をはじめ、

若者を中心とする一般国民への周知拡散を図

る。 

 

3．Twitter アカウント

（https://twitter.com/HIVboshi）を平成 30 年

7 月に取得した。適時コンテンツを増加し、HIV

をはじめとする性感染症を中心に情報提供を

行う。 

 

（倫理面への配慮） 

調査研究においては、平成 29 年 2 月改正告示

の文部科学省・厚生労働省「人を対象とする医

学系研究に関する倫理指針」を遵守しプライバ

シーの保護に努めた。 

 

C.研究結果 

1．平成 30 年度は AIDS 文化フォーラム in 横

浜（参加者 11 名）と下関医療センター（同 30

名）で講演会を開催し、令和元年度は AIDS 文

化フォーラム in 横浜（同 30 名）で講演会、AIDS

文化フォーラム in 京都（同 5 名）で出展を行

った。大学祭は日本大学医学部（啓発カード 100

枚配布）、東京理科大（参加者 5 名）で出展や

講演会を行った。さらに令和 2 年 2 月には那覇

市で市民公開講座（同 18 名）を開催した。し

かしいずれの開催でも参加者は不十分で、企画

の宣伝不足、主な対象である若者の関心の低さ、

一般国民にとっての感染症対策への重要度序

列の低さなど種々の検討課題が残った。令和 2

年度は新型コロナウイルス感染症の拡大によ

り、AIDS 文化フォーラムへの参加や市民公開

講座の開催など、オンサイトでの啓発活動は全

く行えなかった。情報の普及啓発方法の開発は、

本研究班の一つの大きな課題でもあるため、教

育啓発資料の作成と合わせて有効な周知方法

の開発に取り組む必要がある。 

2．令和 2 年 3 月に、A3 折込型リーフレット「ク

イズでわかる性と感染症の新ジョーシキ―あ

なたはどこまで理解しているか！？」（資料 1）

を発刊し、令和 3 年 3 月には、A6 サイズ 34 ペ

ージの小冊子「HIV や梅毒をはじめとする性感

染症のすべてが簡単にわかる本」（資料 2）を発

刊した。内容は 34 ページで、3 つの part（性

感染症の概説、17 種類の性感染症の特徴、妊娠

に影響する 7 種類の一般感染症の特徴）が含ま

れている。病原、予防法、症状、母子感染、受

診科、検査法、治療法、再発などについて一般

人にわかりやすく記載されている。この小冊子

は、令和 3 年度からの妊娠初期妊婦へのアンケ

ート調査にて、既刊のリーフレットとともに事

前配布し、その効果を検証する予定である。 

3．平成 30 年 12 月に Twitter のアカウントを

取得した。そのコンテンツは定期的に更新され、

HIV に関する新情報を発信している。画面の一

https://twitter.com/HIVboshi）を平成30年8
https://twitter.com/HIVboshi）を平成30年8
https://twitter.com/HIVboshi）を平成30年8
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例を示す（資料 3）。令和 3 年 3 月現在、投稿コ

ンテンツは 47 件で、フォロワー数も徐々に増

加し 272 名である。 

 

D.考察 

近年のインターネット回線の充実とスマホな

どの浸透により、オンサイトによる従来型の教

育啓発活動は、大きな曲がり角に直面している

といっても過言ではない。さらに新型コロナウ

イルス感染拡大により、講演会などはほとんど

がウェブ開催に変更され、伝達内容の周知効果

は定かではないが、参加者の増加にはむしろ有

効であろうと推測される。学校教育におけるオ

ンライン授業の浸透などを参考にすると、今後

の教育啓発活動の方法は大きく転換させる必

要がある。すなわち情報伝達の媒体は、①刊行

物などの紙媒体、②紙媒体以外の媒体、が考え

られる。そして①－ア；妊婦健診や市民公開講

座などの参加者に配布、①－イ；公共施設や商

業施設で広く配布があげられる。さらに②－

ア；新聞などの報道紙での紹介、②－イ；報道

番組（テレビ・ラジオ）での紹介、②－ウ；フ

ェイスブックやツイッターなどの SNS により

研究班 HＰへの誘導を図る、②－エ；著名人な

どからのコメントによる拡散、などが考えられ

る。一方で当初から広範囲への情報拡散を狙う

のではなく、紙媒体を中心として地域的・定点

的介入に重点を置き、紙媒体が評価されること

により、これが発端となり、報道などで広く国

民全体への拡散が進むという期待もあげられ

る。妊婦健診時におけるアンケート調査は知識

レベルの向上を検証できる適切な手法である。

この検証結果を公表することにより全国の自

治体やマスコミのさらなる協力が得られ、広域

的な介入成果が得られることも期待するとこ

ろである。また、リーフレットなどの事前配布

による妊娠初期妊婦への教育啓発効果を正確

に検証するためには、アンケートの設問内容の

修正などが必要であることも確認できた。 

 

E.結論 

HIV や梅毒をはじめとする性感染症に関する

正確な情報を、リーフレットや小冊子、ガイド

ラインやマニュアル、マスコミなどを媒体とし

て医療従事者及び一般国民に提供し、教育啓発

を行うためには、より有効な手法を考案する必

要がある。 
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H.知的財産権の出願・登録状況 

1.特許取得    なし 

2.実用新案登録  なし 

3.その他     なし 
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資料 1 A3 折込型リーフレット「クイズでわかる性と感染症の新ジョーシキ―あなたはどこまで

理解しているか！？」 
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資料 2 A6 サイズ 34 ページの小冊子「HIV や梅毒をはじめとする性感染症のすべてが簡単にわか

る本」 
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資料 3 Twitter 情報 
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平成 30～令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

総合分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV感染妊娠に関する全国調査とデータベース管理の IT化とコホートシステム 

 の支援  

 

研究分担者：大津 洋 国立国際医療研究センター 臨床疫学研究室長 

研究協力者：喜多恒和 奈良県総合医療センター 周産期母子医療センター/産婦人科 

      吉野直人 岩手医科大学 微生物学講座 感染症学・免疫学分野 

      杉浦 敦 奈良県総合医療センター 産婦人科 

      田中瑞恵 国立国際医療研究センター 小児科 

      北島浩二 国立国際医療研究センター 臨床研究センター 

      佐々木泰治 国立国際医療研究センター 臨床研究センター 

研究要旨： 

本研究期間において、従来行われていた一次調査およびその情報を用いた二次調査と複数回の調査

が行われる。しかし、その情報を統合した調査を行う場合、担当する診療科が異なるため十分に過

去の情報を活用した分析ができていない。一方で、はじめから複数の診療科から情報を入力するシ

ステムを構築した研究が実施されている。この２つの状況を比較した上で、リアルワールドデータ

として複数の情報源からの被験者情報を統合する仕組みを検討し、その実装へと昇華していく。 

 

A.研究目的 

従来の研究では、個人情報保護のために別々に

集めてきた研究形態では、情報を重複して取得

してしまい、医療従事者および患者に対して負

荷をかけ、複数のデータベースの情報の祖語を

解決することにかなりの労力をかけてきた。 

近年、パーソナルヘルスレコードの活用に向け

て議論が活発化しており、個人の同意を得て取

得されるレジストリを元にして、情報の適切な

管理を元にした臨床研究のスムースな実施が

可能になれば、精度の高い情報をもとにしたエ

ビデンスの創出に寄与できると考えられる。 

本研究では、研究班での効率的な情報収集と可

能とする情報基盤の創出を目的とする。 

 

B.研究方法 

現在、研究班全体で行われている調査について

重複度や各調査の流れについて検討を行いな

がら、調査の Web 化の実装を行うこととする。

同時期に HIV 小児コホート調査（田中班）に

ついて、入力者の重複入力を避けた情報収集が

できるシステムの実装を支援することで、研究

班調査の統合可能性について検討する。 

さらに、このような情報統合に対する関連する

指針などを調査し、その対応を支援することと

する。 

 

（倫理面への配慮） 

なし 

 

C.研究結果 

一次調査（定点調査）、二次詳細調査（小児、

妊婦）の各々について、長期に渡りデータが収

集されている調査であるため、疫学調査として

貴重なものである。二次調査は妊娠から出生後

の調査と、その情報は連携すべきことであるが、
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調査対象が産婦人科・小児科 中心となり、情

報の統合には経験を持つ担当者が目視で行っ

ていることが現状であった。下流でのデータ統

合の経験の蓄積は非常に大きいものであるこ

とが確認されたが、上流（データの発生源）で

産婦人科から小児科への情報が統合されてい

れば、より簡便に妊娠期からその小児の情報の

統合の持続可能性が高まることが示唆された。 

吉野班・杉浦班・田中班と組織横断する情報収

集する基盤を作るにあたり、当研究班としては、

期間内に吉野班の二次調査の web 化と田中班

が実施している二次調査の web 化および小児

コホート調査において二次調査について重複

収集を避ける統合システムを支援することと

した。システム基盤としては統一した基盤

(REDCap)を用いることとし、特にコホートシ

ステムについては、同一患者について複数の診

療科からが入力できるように工夫されたシス

テム構築を行った。 

上記の実装に向けて、患者からの回答率の調査

を実施したところ、過去 4 回の調査で平均 70％

を超える回答が継続していた。このことから

ePRO(Survey)の初版としては充足していると

判断した。 

 

D.考察 

システム化の利点は、情報の精密化と即時性で

あることであるが、その一方で、これまで欄外

に記載されていた情報の記入先が確保できな

くなることから、記入に向けての画面の整理が

必要であることが改めて確認できた。 

また、同一患者の情報が複数診療科から入力で

きることは情報を収集する点では、精密化が得

られることが期待されるが、その一方で、事務

局側のコーディネーションが重要になる場面

が見られた。検査値などの情報については、医

療情報システムとの連携による負担軽減とい

ったことも検討にいれるべきである。 

また、この調査群は、一次調査、二次調査、コ

ホート調査と別々に倫理委員会での審査を受

けている状況である。直接患者の個人情報に直

結しない調査が多いものの、患者数が多くない

ことから、特に回答者のメールアドレスを追跡

されることがないよう、回答者の個人情報の保

護に留意すべきである。 

個人情報保護法では「個人情報」を、「生存す

る個人に関する情報であって、当該情報に含ま

れる氏名、生年月日その他の記述等により特定

の個人を識別することができるもの」と規定し

（第 2 条第 2 項）ているが、用いるメールアド

レスによっては、所属組織から個人を特定され

る可能性がある。個人情報保護法のＱ＆Ａにお

いては、「慎重かつ丁寧に」扱う必要があると

記載もあり、調査ごとの配慮ももちろんである

が、研究班全体として、個人情報の保護につい

ての記載は統一しておくことで、情報化ツール

の利活用の幅が広がるだろう。 

 

E.結論 

研究班内での情報システムの推進は、研究のガ

バナンスと統一化を図ることにより、効率化を

図り、持続可能性を高める効果がある。 

既存の悉皆性の高い調査の利点を生かしつつ、

システムを用いて迅速に次の調査に活かすと

いう基盤を今回作成することができた。次年度

からの実運用を通じて、相互運用可能性および

情報の統合が推進されることを期待したい。 

また、患者数が少ない調査を行うことから、医

療機関に対する個人情報の保護も整理するこ

とができ、規制が強化される中でも統一的な見

解をもった調査が必要になることが示唆され

た。これは、倫理指針の改訂の時期でもあるこ

とから、今後の研究に活用していきたい。 

 

G.研究業績 

・大津洋 ほか、本邦の HIV 感染妊娠の母子

調査に関する患者報告データを併用したリア

ルワールド収集に向けた取り組み、第 33 回日

本エイズ学会学術集会 2019,熊本（ポスター） 
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H.知的財産権の出願・登録状況 

なし 
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山田里佳、 

谷口晴記ら 
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防対策マニュア

ル第 8版 

 

HIV母子感

染予防対策

マニュアル

第 8版 

平成 30

年度厚生

労働科学

研究費補

助金（エ

イズ対策

政策研究

事業）

HIV感染

者の妊

娠・出

産・予後

に関する

疫学的・

コホート

的調査研

究と情報

の普及啓

発法の開

発ならび

に診療体

制の整備

と均てん

化に関す

る研究班 

東京 2019  

田中瑞恵 
後天性免疫不全

症 
五十嵐隆 

小児科診療

ガイドライ

ン第 4版 

総合医学

社 
東京 2019 580-589 

外川正生 

小児、青少年期

における抗HIV

療法 

鯉渕智

彦、白阪

琢磨 

抗 HIV治療

ガイドライ

ン（2019年

3月発行 7

月 27日改
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H30年度

厚生労働

行政推進

調査事業

費補助金

エイズ対

策政策研

究事業 

抗 HIV

治療ガイ

ドライン 

HIV感染

症及びそ

の合併症

の課題を

克服する

研究班 

東京 2019 128-141 

杉浦 敦、

田中瑞恵、

吉野直人 

HIV母子感染全

国調査研究報告

書令和元年度 

全国調査

集計局 

HIV母子感

染全国調査

研究書 令

和元年度 
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田中瑞恵 
小児のHIV感染

症 
水口雅 

今日の小児

治療指針第

17版 

医学書院 東京 2020 330 

田中瑞恵 HIV感染症 

一般社団

法人 日

本小児感

染症学会 

小児感染免

疫学 
朝倉書店 東京 2020 534-541 

外川正生 

HIV陽性の母親

から生まれた児

に対する予後管

理 

日本エイ

ズ学会 

HIV感染

症治療委

員会 

HIV感染症

「治療の手

引き」  

日本エイ

ズ学会 

HIV感染

症治療委

員会   

  

東京 2020 34-35 

細川真一 
梅毒:先天梅毒に

ついて 
和田雅樹 小児科診療 

診断と治

療社 
東京  2020 

1227-

1233 

白野倫徳、

山田里佳、

喜多恒和 

産科編 Ⅱ.妊娠

関連疾患 HIV

感染症 

 

臨床産科婦

人科 2020

増刊号 産

婦人科処方

のすべて

2020 症例

に応じた実

践マニュア

ル 

医学書院 東京 2020 288-290 

喜多恒和 

E．女性医学 6.

感染症 5)STI 

(5)HIV 

公益社団

法人日本

産科婦人

科学会 

産婦人科専

門医のため

の必修知識 

2020年度版 

杏林舎 東京 2020 E88-E90 

田中瑞恵 

小児、青少年期

における抗HIV

療法 

四本美保

子、白阪

琢磨 

抗 HIV治療

ガイドライ

ン（2021年

3月発行） 

R2年度

厚生労働

行政推進

調査事業

費補助金

エイズ対

策政策研

究事業 

抗 HIV

治療ガイ

ドライン 

HIV感染

症及びそ

の合併症

の課題を

克服する
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doi: 
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Kobe J 
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Tanimura K, 

Tairaku S, Morioka 

I, Deguchi M, 

Morizane M, 

Nagamata S, Ozaki 

K, Ebina Y, 

Minematsu T 

Clinical factor 

associated with 

congenital 

cytomegalovirus 

infection in pregnant 

women with non-

primary infection 

J Infect 

Chemothe
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24 702-706 2018 

石橋理子、喜多恒和 

周術期感染症を含む重

症感染症 劇症型 A群

レンサ球菌感染症

（GAS) 

臨床婦人科

産科 
72 166-171 2018 

中西美紗緒、矢野 
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エキスパートに聞く 

合併症妊娠のすべて-妊

娠前からのトータルケ

ア HIV、HTLV-1感
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産科と婦人
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中西美紗緒、矢野 
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感染症に強くなる 

HIV感染症 

産科と婦人
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断・管理～その秘訣と

ピットフォール」

（３）母子感染症 

HIV 

臨床婦人科産

科 
72 88-92 2018 

谷口晴記、白野倫

徳、山田里佳、塚原

優己 

合併妊娠の薬物療法 

⑫HIV 母子感染予防

のための薬物療法 
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廣瀬 紀子 

【研修ですぐに使え
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の「どこが間違ってい
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15】 標準予防策と感
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INFECTIO
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CONTROL 
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谷村 憲司、山田 秀
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【産婦人科感染症の診

断・管理-その秘訣と

ピットフォール】母子
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森實 真由美 先天梅毒の予防 
産婦人科の進

歩 
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Uenaka M, 

Morizane M, 

Tanimura K, 

Deguchi M, 

Kanzawa M, Itoh T, 

Yamada H 

Histopathological 

analysis of placentas 

with congenital 

cytomegalovirus 

infection 
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Tanimura K, 

Yamada H 

Maternal and 

neonatal screening 

methods for 

congenital 

cytomegalovirus 

infection 

J Obstet 

Gynaecol 

Res 
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Shiojiri D, Kinai E, 

Teruya K, Kikuchi 

Y, Oka S 

Combination of 

Clindamycin and 

Azithromycin as 

Alternative 

Treatment for 

Toxoplasma gondii 

Encephalitis 

Emerg 

Infect Dis 
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Komatsu K, Kinai 

E, Sakamoto M, 

Taniguchi T, Nakao 

A, Sakata T, Iizuka 

A, Koyama T, Ogata 

T, Inui A, Oka S 

Various associations 

of aging and long-
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with different 
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functions: detailed 

analysis of a 

Japanese nationwide 
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Yamana K, Nishida 

K, Iwatani S, 

Fujioka K, 

Matsumoto H, 
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M, Tanimura K, 

Iijima K, Yamada H 

Efficacy of 

valganciclovir 

treatment depends on 

the severity of hearing 
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doi: 
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Ohyama S, Fujioka 
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Matsumoto H, 

Nakamachi 

Y, Tanimura K, 

Yamada H, Iijima K 

Diagnostic value of 
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PCR-confirmed 
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H, Morizane M, 
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Yamamoto E, 

O'Tierney-Ginn P 

IFPA meeting 2018 
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Abnormally invasive 
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infection; 
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gestational 

trophoblastic disease 

and drug delivery 

Placenta 84 9-13 2019 
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Clinical factors 

associated with 

congenital 

cytomegalovirus 

infection: A cohort 

study of pregnant 

women and newborns 

Clin Infect 

Dis 
 

pii: 

ciz1156. 

doi: 

10.1093/ci

d/ciz1156 

2019 

Fukushima S, 

Morioka I, Ohyama 

S, Nishida K, 

Iwatani S, Fujioka 

K, Mandai T, 

Matsumoto H, 

Nakamachi Y, 

Deguchi 

M, Tanimura K, 

Iijima K, Yamada H 

Prediction of poor 

neurological 

development in 

patients with 

symptomatic 

congenital 

cytomegalovirus 

diseases after oral 

valganciclovir 

treatment 

Brain Dev 41 743-750 2019 

杉浦 敦、喜多恒和 
特集「周産期と医療安

全」 感染予防 
周産期医学 49 702-705 2019 

谷村憲司、山田秀人 

周産期のくすり大事典 

妊娠期・分娩時・産褥

期・新生児の薬剤&ワ

クチン 133大解説】(第

1部)くすり大解説(第 2

章)妊娠期のくすり 感

染症 トキソプラズマ 

ペリネイタ

ルケア 
新春増刊 76-77 2019 

重見 麗、岡崎玲

子、大出裕高、松田

昌和、久保田舞、矢

野邦夫、鶴見 寿、

奥村暢将、谷口晴

記、志智大介、池谷 

健、伊藤公人、松本

剛史、倉井華子、川

端 厚、羽柴知恵

子、中畑征史、小暮

あゆみ、服部純子、

伊部史朗、今橋真

弓、岩谷靖雅、杉浦 

亙、吉村和久、蜂谷

敦子、横幕能行 

東海ブロックで流行す

る HIV-1の遺伝子多

型とインテグラーゼ阻

害剤に対する耐性変異

の経年的頻度解析 

感染症学

雑誌 
93 312-318 2019 

木内 英 

【現在のHIV感染症

と臨床検査】HIV感

染症の予防 感染曝露

後予防

(PEP):oPEP,nPEP/Pr

EP 

臨床検査 63 612-618 2019 

谷村憲司、山田秀人 

【周産期感染制御の最

新情報】産科における

感染制御 水痘・帯状

疱疹(解説/特集) 

周産期医

学 
49 829-833 2019 
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岡真弓、河村美
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上香織、岩田みさ

子、桃原祥人 

当院での過去 4年間に

おける梅毒合併妊娠 8

例の検討 

日本周産期・

新生児医学会

雑誌 

55 760-763 2019 

岡崎玲子、重見 

麗、松田昌和、久

保田舞、矢野邦

夫、鶴見 寿、奥

村暢将、谷口晴

記、志智大介、池

谷 健、伊藤公

人、松本剛史、倉
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中畑征史、小暮あ

ゆみ、服部純子、

伊部史朗、今橋真

弓、岩谷靖雅、杉

浦 亙、吉村和

久、蜂谷敦子、横

幕能行 

東海ブロックにおける

HIV-1非サブタイプ、
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薬剤耐性変異の頻度 

感染症学雑誌 93 298-305 2019 

石田倫也、白井宏

幸、白井宏直、土

岐 平、野々田

豊、岩崎俊之、石

倉健司、野々山 

人、佐野貴子 

流行性筋痛症とヒトパレ

コウイルス 
小児科 60 1395-1400 2019 

谷村憲司 

胎児診断から始める治療

戦略:治療～難治性疾患

へのアプローチ～ 症候

性先天性サイトメガロウ

イルス感染症に対する胎

児治療と新生児治療 

日本周産期・

新生児医学会

周産期学シン

ポジウム抄録

集 

37 75-79 2019 

谷村憲司 
周産期感染症 CMV,ト

キソプラズマ 

日本産科婦人

科学会雑誌 
71 2422-2429 2019 

佐野貴子、嘉手苅

将、渡邉寿美、鈴

木理恵子、稲田貴

嗣、近藤真規子 

神奈川県域の保健所等に

おける HIV検査数の推

移と陽性例の解析 

神奈川県衛生

研究所研究報
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渡邉寿美、嘉手苅

将、佐野貴子、稲

田貴嗣、近藤真規
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神奈川県域におけるイン

フルエンザウイルスの検
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神奈川県衛生

研究所研究報
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49 32-34 2019 
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Imafuku H, 

Morizane M, 

Fujioka K, Ohji G, 

Yamada H 

Case report of eight 
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with COVID-19 in 
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田中瑞恵 
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び予防につなげる 
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小児内科 52 101-104 2020 

山田里佳、白野倫

徳、谷口晴記、喜
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特集母子感染症の必修
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